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第68回 先進医療専門家会議 議事次第

日時 :平成24年 9月 27日 (木 )

午後 5時 00分～

会場 :中 央合同庁舎第 5号館     
´

共用第 18～ 20会議室 (17階 )

議 題

1 第 2項 先進医療に係 る新規技術の届出状況について

(1) 8月 受付分の届出状況 (先 -1)

(2) 7月 受付分の届出状況 (先 -2)

(3) 共同実施分の届出状況 (先 -3)

(別 紙 1)

2 第 3項 先進医療 (高 度医療 )に 係 る新規技術の科学的評価等に

つ いて (先 -4)

(別 紙 2) (別紙 3)

3 先進 医療・ 高 度 医療 の一本 化 につ いて (先 -5)
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整理
番号

技術名 適応症等
保険給付されない

費用※1※2

（「先進医療に係る費用」）

保険給付される
費用※2

（「保険外併用療養費」）

保険外併用療養費分
に係る一部負担金

受付日
※3

313
チトクロームP450 2B6遺伝子型に基づくエファビレ
ンツ投与量の調節

HIV感染症 9千円 1万6千円 7千円 H24.7.25

314
金属代替材料としてのグラスファイバー補強高強
度コンポジットレジンブリッジの治療技術

臼歯部１歯中間欠損に対し両隣在臼歯を支台
歯とした3ユニットブリッジ

5万3千円 1万2千円 5千円 H24.8.6

315
遺伝性乳がん・卵巣がん症候群におけるBRCA1/2
遺伝子診断

遺伝性が疑われる乳がんまたは卵巣がん（発
端者及び保因者）

25万円 60万1千円 25万8千円 H24.8.20

※１　医療機関は患者に自己負担を求めることができる。
※２　典型的な1症例に要する費用として申請医療機関が記載した額。
※３　原則として21日以降の受付の場合は翌月受付分として処理している。

【備考】
○「第２項先進医療」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴わず、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術。
○「第３項先進医療（高度医療）」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴い、薬事法による申請等に繋がる科学的評価
　　可能なデータ収集の迅速化を図ることを目的とした、先進的な医療技術。

第２項先進医療の新規届出技術について
（届出状況／8月受付分）

先 － １ 
２４．９．２７ 



整理
番号

技術名 適応症等
保険給付されない

費用※1※2

（「先進医療に係る費用」）

受付日
※3

006
IL28Bの遺伝子型測定によるインターフェロン治療
効果予測

C型慢性肝疾患（慢性肝炎）。
ただし、インターフェロン・リバビリン治療効果が
見込まれるものに限る。

2万円 H24.7.25

※１　医療機関は患者に自己負担を求めることができる。
※２　典型的な1症例に要する費用として申請医療機関が記載した額。
※３　原則として21日以降の受付の場合は翌月受付分として処理している。

【備考】
○「第２項先進医療」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴わず、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術。
○「第３項先進医療（高度医療）」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴い、薬事法による申請等に繋がる科学的評価
　　可能なデータ収集の迅速化を図ることを目的とした、先進的な医療技術。

先進医療の新規届出技術（既評価技術の新規共同実施）について
（届出状況／8月受付分）



担当構成員
（敬称略）

総評

306
ＭＲガイド下で集束超音波器（ExAblate2000）を用いた子宮筋腫のアブ
レーション（MRgFUS; MR-guided focused ultrasound surgery）

子宮筋腫
MRIで診断された子宮筋腫で、過多月経・月経困難症・圧迫症状等の症状をゆうするもの

45万5千円 4万8千円 2万円 H24.6.25 - -
返戻

（保険適用の可否
を検討するべき）

307 骨盤内閉鎖循環下抗がん剤灌流療法
手術不能な進行性骨盤内悪性腫瘍患者（直腸癌再発、進行性膀胱癌、骨盤内臓器への転
移、骨盤内リンパ節転移症例等）で化学療法や放射線治療を行うも癌が進行し、これ以上通
常の治療を行っても癌の進行を抑えられないと考えられる患者

45万8千円
53万5千円

食事療養費　5千円
22万9千円

標準負担額　2千円
H24.6.29 - -

返戻
（薬事適用外）

308 難治性真菌眼感染疾患に対する包括的迅速PCR診断 真菌眼感染症が疑われる角膜炎、ぶどう膜炎、術後感染性眼内炎、転移性眼内炎 3万3千円 2万2千円 9千円 H24.7.11 - -
返戻

（書類不備）

309 難治性細菌眼感染疾患に対する包括的迅速PCR診断 細菌性眼感染症が疑われる角膜炎、眼内炎 3万5千円
177万2千円

（食事療養費6万7千円含む）
73万円 H24.7.11 - -

返戻
（書類不備）

310 難治性ウイルス眼感染疾患に対する包括的迅速PCR診断 ヘルペスウイルス眼感染症が疑われる角膜炎、虹彩炎、網膜炎 3万4千円
133万5千円

（食事療養費3万3千円含む）
55万7千円 H24.7.11 - -

返戻
（書類不備）

311 ＣＹＰ２Ｃ９・ＣＹＰ２Ｃ１９遺伝子多型検査

CYP2C9はフェニトイン、ワーファリン、トルブタミドなどの複数の薬剤を代謝するが、エビデン
スのあるフェニトインを処方される疾患：てんかんが適応症となる。
CYP2C19はフェニトイン、ジアゼパム、クロバザム、アミトリプチリン塩酸塩、セルトラリン塩酸
塩、メチルフェニデート、オメプラゾール、プロプラノロールなどの複数の薬剤を代謝するが、
エビデンスのあるフェニトイン、クロバザムを処方される疾患：てんかんが適応症となる。

1万7千円 18万5千円 4万6千円 H24.7.20 - -
返戻

（書類不備）

※１　医療機関は患者に自己負担を求めることができる。
※２　典型的な1症例に要する費用として申請医療機関が記載した額。
※３　原則として21日以降の受付の場合は翌月受付分として処理している。

【備考】
○「第２項先進医療」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴わず、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術。
○「第３項先進医療（高度医療）」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴い、薬事法による申請等に繋がる科学的評価
　　可能なデータ収集の迅速化を図ることを目的とした、先進的な医療技術。

第２項先進医療の新規届出技術について
（7月受付分）

整理
番号

技術名 適応症等
保険給付されない費用※1※2

（「先進医療に係る費用」）
保険給付される費用※2

（「保険外併用療養費」） 受付日
※3

事前評価
その他

（事務的対応等）
保険外併用療養費分
に係る一部負担金

先 － ２ 
２４．９．２７ 



担当構成員
（敬称略）

総評

005 IL28Bの遺伝子型測定によるインターフェロン治療効果予測
C型慢性肝疾患。
ただし、インターフェロン・リバビリン治療効果が見込まれるものに限る。

2万2千円 H24.6.28 渡邊 清明 適 別紙1

※１　医療機関は患者に自己負担を求めることができる。
※２　典型的な1症例に要する費用として申請医療機関が記載した額。
※３　原則として21日以降の受付の場合は翌月受付分として処理している。

【備考】
○「第２項先進医療」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴わず、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術。
○「第３項先進医療（高度医療）」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴い、薬事法による申請等に繋がる科学的評価
　　可能なデータ収集の迅速化を図ることを目的とした、先進的な医療技術。

第２項先進医療の新規共同実施（7月受付分）に対する
事前評価結果等について

整理
番号

技術名 適応症等
保険給付されない費用※1※2

（「先進医療に係る費用」） 受付日
※3

事前評価
その他

（事務的対応等）

先 － ３ 
２４．９．２７ 



（ 別添様式第３号 ） 
 

 先進医療の名称 IL28Bの遺伝子型測定によるインターフェロン治療効果予測  

適応症 
C型慢性肝疾患。ただし、インターフェロン・リバビリン治療効果が見込まれるものに限る。 

内容 

【先進性】 
C型慢性肝炎（HCV）に対する抗ウイルス療法としてペグインターフェロンα＋リバビリン（PEG‐IFN

α/RBV）併用療法が現時点では最強の治療であるが、日本人に最も多いセログループ１型高ウイルス

量の症例（HCV患者の約60％）では50％程度の根治しか得られず、約20％はPEG-IFNα/RBV併用

療法が全く効かないのが現状である。これまで治療効果予測因子として、ウイルス側因子、薬剤因子、

年齢、性差などの宿主側因子の重要性が多数報告されているが、それらの治療前効果予測は約50％
程度に留まる。今回発見したIFNの一種（IFNλ）であるIL28B（インターロイキン）領域の遺伝子多型

（single nucleotide polymorphisms；SNPs）を治療前に測定することで、高い確率で治療効果を予

測できる（的中率80～90％）。これまで困難であった治療前予測により、患者の副作用軽減や対費用効

果が期待できる 
 

【概要】 
患者から同意を取得後、採血。Ficollによりリンパ球分離後、ゲノムDNAを抽出する。リアルタイムPC

R法（別紙２）によりSNPsを同定し、その結果を開示する。 
 

【効果】 
PEG-IFNα/RBV併用療法が有効な日本人患者64人（著効及び再燃例含む）と無効な患者78人に

関して、ヒト遺伝子の中で個人差があるとされる約90万箇所を分析した結果、IL28B遺伝子及びその遺

伝子周辺に存在する複数のSNPsが治療無効に関連していることを突き止めた。この抵抗性遺伝子を

持つHCV患者群（HCV患者の約20％）は、危険率約30倍の確率（P=2.68×10-32

したがって、実際の臨床において、PEG-IFNα/RBV併用療法の前にこの遺伝子多型を測定するこ

とで、根治の見込める患者群を高い確率（的中率80～90％）で選別できるし、効かない人たち（無効例）

からは無用な苦痛や出費から免れることができる（的中率80～90％）。高齢化社会の中で、この遺伝子

検査を行うことで、副作用軽減及び対費用効果を考慮した個別化治療が期待できる。 

）でPEG-IFNα/R
BV併用療法が無効となり、さらに効かなかった人たちはIL28B遺伝子発現レベルが有意に低いことが

明らかとなった。検証のために別のコホート（172人）も加えて検討した結果（合計314人）、抵抗性遺伝

子を持つ場合（HCV患者の20％）、無効となる可能性は83.1％（98/118）となり、逆に感受性遺伝子を

持つ場合（HCV患者の80％）、治療有効となる可能性は84.7％（166/196）と高い予測的中率となった。

薬剤減量の影響等を除外すると、さらに予測的中率は向上することが分かった（約90％）。 

 
【先進医療に係る費用】 
  22,000円 

 

 
 

別紙１ 



先進医療評価用紙（第 1-3 号） 

共同実施により先進医療を実施することの適格性について 
 

先 進 医 療 

の名称（略称） 

＜告示番号５２＞ 

IL２８B の遺伝子型測定によるインターフェロン治療効果予測 

委託する場合

の 有 効 性 

A． 従来の技術を用いるよりも、委託した方が大幅に有効。 

B． 従来の技術を用いるよりも、委託した方がやや有効。 

C． 従来の技術を用いるのと委託して実施するのとは同程度、又は劣る。 

委託する場合

の 安 全 性 

A． 問題なし。 

B． あまり問題なし。 （留意事項：                          ） 

C． 問題あり 

委託する場合

の 

技術的成熟度 

A． 当該分野を専門とし経験を積んだ医師又は医師の指導下であれば行える。 

B． 当該分野を専門とし数多く経験を積んだ医師又は医師の指導下であれば行

える。 

C． 当該分野を専門とし、かなりの経験を積んだ医師を中心とした診療体制をとっ

ていないと行えない。 

他施設で実施

す る こ と の 

社会的妥当性 

(社会的倫理

的 問 題 等 ) 

A． 倫理的問題等はない。 

B． 倫理的問題等がある。 

現 時 点 で の 

普 及 性 

A． 罹患率、有病率から勘案して、かなり普及している。 

B． 罹患率、有病率から勘案して、ある程度普及している。 

C． 罹患率、有病率から勘案して、普及していない。 

委託する場合

の 効 率 性 

既に保険導入されている医療技術に比較して、委託実施することは、 

A． 大幅に効率的。 

B． やや効率的。 

C． 効率性は同程度又は劣る。 

将来の保険収

載 の 必 要 性 

A． 将来的に保険収載を行うことが妥当。 

B． 将来的に保険収載を行うべきでない。 

総 評 

総合判定： 適 ・ 否 

コメント：  受託側医療機関が検体検査の結果の解釈に一定の責任を持つこと 

 



先進医療評価用紙（第 2-2 号） 

共同実施による先進医療を実施可能とする委託側医療機関の要件として考えられるもの 

 

先進医療名： IL２８B の遺伝子型測定によるインターフェロン治療効果予測 

Ⅰ．委託側医療機関における実施責任医師の要件 

診療科 要（消化器内科又は肝臓内科）・不要 
資格 要（肝臓専門医又は臨床遺伝専門医）・不要 
当該診療科の経験年数 要（  ５  ）年以上・不要 
当該技術の経験年数 要（     ）年以上・不要 
当該技術の経験症例数 実施者［術者］として （    ）例以上・不要 

［それに加え、助手又は術者として （    ）例以上・不要］ 
その他（上記以外の要件）  

Ⅱ．委託側医療機関の要件 

診療科 要（消化器内科又は肝臓内科）・不要 

実施診療科の医師数 要・不要 
具体的内容：消化器内科医又は肝臓内科医が１名以上 

他診療科の医師数 要・不要 
具体的内容： 

その他医療従事者の配置 
（薬剤師、臨床工学技士等） 

要（      ）・不要 

病床数 要（      床以上）・不要 
看護配置   要（    対１看護以上）・不要 
当直体制 要（   ）・不要 
緊急手術の実施体制 要・不要 
院内検査（24 時間実施体制） 要・不要 
他の医療機関との連携体制 
（患者容態急変時等） 

要・不要 
連携の具体的内容：  

医療機器の保守管理体制 要・不要 
倫理委員会による審査体制 要・不要 

審査開催の条件：届出後、当該技術を初めて実施するときは、

必ず事前に開催すること。 
医療安全管理委員会の設置 要・不要 
医療機関としての当該技術の実施症例数 要（     症例以上）・不要 
その他（上記以外の要件、例；遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

の実施体制が必要 等） 
遺伝カウンセリングの実施体制を有していること。遺伝子関連検

体検査品質管理マニュアルに従って検体の品質管理が行われて

いること。 

Ⅲ．その他の要件 

頻回の実績報告 要（    月間又は    症例までは、毎月報告）・不要 
その他（上記以外の要件）  



先進医療評価用紙（第 2-3 号） 

共同実施による先進医療を実施可能とする受託側医療機関の要件 

先進医療技術名： IL２８B の遺伝子型測定によるインターフェロン治療効果予測 

 

適応症： C 型慢性肝疾患。ただし、インターフェロン・リバビリン治療効果が見込まれるものに限る。 

 

Ⅰ．受託側医療機関における実施責任医師の要件 

診療科 要（消化器内科又は肝臓内科） ・ 不要 

資格 要（肝臓専門医）・ 不要 

当該診療科の経験年数 要（ ５ ）年以上・ 不要 

当該技術の経験年数 要（ １ ）年以上・ 不要 

当該技術の経験症例数 注 1） 実施者［術者］として（ ５ ）例以上 ・ 不要 

［それに加え、助手又は術者として（ ）例以上 ・ 不要］ 

その他（上記以外の要件）  

Ⅱ．受託側医療機関の要件 

診療科 要（消化器内科又は肝臓内科） ・ 不要  

実施診療科の医師数 注 2） 要 ・ 不要 

具体的内容： 消化器内科医又は肝臓内科医が１名以上 

他診療科の医師数 注 2） 要 ・ 不要 

具体的内容：  

看護配置 要（ ） ・ 不要 

その他医療従事者の配置 

（薬剤師、臨床工学技士等） 
要（臨床検査技師 ） ・ 不要 

病床数 要（ ） ・ 不要 

当直体制 要（ ） ・ 不要 

緊急手術の実施体制 要 ・ 不要 

院内検査（24 時間実施体制） 要 ・ 不要 

他の医療機関との連携体制 

（患者容態急変時等） 

要 ・ 不要 

連携の具体的内容：  

医療機器の保守管理体制 要 ・ 不要 

倫理委員会による審査体制 要 ・ 不要  届出後、当該技術を初めて実施するとき 

は、必ず事前に開催すること。 

医療安全管理委員会の設置 要 ・ 不要 

医療機関としての当該技術の実施症例数 要（  ２０ 症例以上） ・不要 

その他（上記以外の要件、例；遺伝カウン

セリングの実施体制が必要 等） 
当該検査の結果報告書を委託側医療機関に送付する際に

は、臨床的意義を含めた適切な医学的解釈を記載すると共に

委託側医療機関に対して十分な情報提供に努めること 

Ⅲ．その他の要件 

頻回の実績報告 要 （ 症例まで又は   月間は、毎月報告）・不要 

その他（上記以外の要件）  

 



担当構成員
（敬称略）

総評

040
コレステロール塞栓症に対する

血液浄化療法
コレステロール塞栓症

カネカ製
リポソーバーLA-15

（薬事適応外）

93万6千円
（患者負担分は０円）

42万5千円 18万8千円 福井　次矢 適 別紙2

041 慢性心不全に対する和温療法 慢性心不全
中日電子製
CTW-5000

（薬事適応外）

11万4千円
（但し、研究費を充当するた

め患者負担は０円）
81万8千円 33万円 北村　惣一郎 適 別紙3

【備考】
○「第２項先進医療」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴わず、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術。
○「第３項先進医療（高度医療）」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴い、薬事法による申請等に繋がる科学的評価
　可能なデータ収集の迅速化を図ることを目的とした、先進的な医療技術。

その他
（事務的
対応等）

技術名 適応症
保険給付されない

費用※1※2

（「高度医療に係る費用」）

保険外併用療養費分
に係る一部負担金

※１　医療機関は患者に自己負担額を求めることができる。
※２　典型的な１症例に要する費用として申請医療機関が記載した額。

高度医療評価会議において承認された新規技術に
対する事前評価結果等について

整理
番号

事前評価保険給付される
費用※2

（「保険外併用療養費」）

医薬品・
医療機器情報

先 － ４ 
２４．９．２７ 



（別添様式第３－１号） 

 

高度医療の名称 コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法 

適応症 

コレステロール塞栓症（CCE） 

内容 

（先進性） 

コレステロール塞栓症の生命予後は不良とされており、欧米での死亡率は 21～81％と報告されてい

る。主たる病像は急性進行性腎障害であり、救命し得た症例においても維持透析が必要になるか、もし

くは高度の腎不全と他臓器にわたる障害が残る。従って、本症の治療目的は生命予後を改善させるこ

とに加え、さらに後遺症としての臓器障害をいかに軽減させるかという２点になる。また、腎臓に関して

は透析を免れるか否かに加え、残された腎不全の程度を通常の治療で経過をみた場合と比べ、より軽

くさせ、透析導入までの腎生存期間を延長させることも重要である。 

国内では、論文、学会におけるコレステロール塞栓症に対する血液浄化療法の症例報告から、安全

性・有効性を示すことが報告されている。一方、海外における報告は、これまでには認められていない。 

血液浄化療法を行うことにより、上述した目的が達せられると我々は考えており、それを証明する為

にこの研究を行いたい。 

（概要） 

 動脈硬化性プラークの破綻によりコレステロール結晶が飛散し、末梢小動脈を塞栓し、他臓器に重篤

な障害が発生するコレステロール塞栓症のうち、血管内操作および血管外科的手術が誘発因子とな

り、腎機能障害を示した患者を対象とし、リポソーバーLA－15 を用いた血液浄化療法と薬物治療の併

用により、腎機能を改善させられるかを検証する。 

 

（効果） 

 インターベンションを契機として発症した CCE35 例のうちステロイドなどの薬物治療を行った 15 例と

薬物治療に加え血液浄化療法を行った 20 例とを後ろ向きに調査した。両群での背景因子には特別の

有意差を認めていない。透析導入率は血液浄化療法併用群２例（10％）に対し、薬物治療群は６例

（40％）で統計的にも有意であった（p=0.046）。 

 

（高度医療に係る費用） 

 一症例あたりの費用：約 94 万円 

注：治療デバイスは株式会社カネカが負担し、血液浄化療法に使用する薬剤、臨床検査に関わる保険

適用外の臨床検査費用等は財団法人宮城県腎臓協会の研究費を用いるため、患者負担はありませ

ん。 

申請医療機関 社団法人 全国社会保険協会連合会 仙台社会保険病院 

協力医療機関 なし 

 

 

別紙２ 



【別添】「コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法」の被験者の適格基準及び選

定方法（申請書類より抜粋） 

 

（１）選択基準 

以下の（ⅰ）～（ⅳ）を全て満たす患者を対象とする。 

（ⅰ）同意取得時から遡り、24 週以内に血管内操作、血管外科的手術を施行した。 

（ⅱ）下記の a～c の全ての臨床症状を示しコレステロール塞栓症（CCE）と診断された、あるいは

生検（皮膚生検、腎生検）により CCE と診断された。 

a. 数週間から数ヶ月の経過で急速に腎機能障害が進行している注 1。（病歴の聴取、過去の検

診、その他の腎機能データを確認する。） 
注 1 急速進行性腎炎症候群診療指針 第 2 版（厚生労働省難治性疾患克服研究事業進行性

腎障害に関する調査研究班 急速進行性腎炎分科会）急速進行性腎炎症候群確定診断

指針を参考とした。 

b. 下肢に網状皮斑、あるいは blue toe の皮膚病変を有する。 

c. 好酸球が 400/μL 以上である。 

（ⅲ）同意取得時に 20 歳以上、85 歳以下である。 

<高齢者を入れる理由> 

本臨床研究が対象とする症例は、高齢であることが危険因子の一つとなっており、仙台社会

保険病院における CCE 症例（49 例）の平均年齢は、67.0±7.6 歳（75 歳以上： 29%(14 例/49

例)、最高齢：83 歳）である。 

また、国内における CCE 症例の年齢は、平均 69±7 歳（75 歳以上：16%(4 例/25 例)、JACC 

2003; 42:211–6）、平均 71±8 歳（75 歳以上：30%(3 例/10 例)、最高齢：86 歳、Circ J 2010; 74: 

51–58）等の報告がある。 

以上の背景をもとに、本臨床研究の登録期間内に対象患者を集めるため、高齢者（85 歳以

下）を加えた。 

（ⅳ）本人あるいは代諾者が本臨床研究の内容を理解し、文書同意が得られた。 

 

（２）除外基準 

以下のいずれかに該当する患者は除外する。 

（ⅰ）抗凝固薬（メシル酸ナファモスタット）の投与が禁忌である。 

（ⅱ）重症の心不全、急性心筋梗塞、重症の不整脈、急性脳卒中、または重症の管理困難な高

血圧又は低血圧などを有し、実施責任医師、または分担医師が血液浄化療法の実施が困

難と判断した。 

（ⅲ）同意取得時の体重が 40 kg 以下である。 

（ⅳ）血液浄化療法に対してアレルギーの既往症や過敏反応の経験がある。 

（ⅴ）アンジオテンシン変換酵素阻害薬（ACE 阻害薬）の休薬ができない。 

（ⅵ）CCE の治療に使用する薬物（副腎皮質ステロイド薬、HMG-CoA 還元酵素阻害薬等）の投

与が禁忌とされる疾患を有する。 

（ⅶ）同意取得時に、他の臨床研究または治験に参加している。 

（ⅷ）維持血液透析患者である。 

（ⅸ）その他、実施責任医師、または分担医師が臨床研究の対象として不適切と判断した。 
 



先進医療評価用紙（第 1-2 号）  

先進技術としての適格性 
 

先 進 医 療 

の 名 称 
コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法 

社会的妥当性 

(社会的倫理

的 問 題 等 ) 

A． 倫理的問題等はない。 

B． 倫理的問題等がある。 

現 時 点 で の 

普 及 性 

A． 罹患率、有病率から勘案して、かなり普及している。 

B． 罹患率、有病率から勘案して、ある程度普及している。 

C． 罹患率、有病率から勘案して、普及していない。 

効 率 性 

既に保険導入されている医療技術に比較して、 

A． 大幅に効率的。 

B． やや効率的。 

C． 効率性は同程度又は劣る。 

将来の保険収

載 の 必 要 性 

A． 将来的に保険収載を行うことが妥当。なお、保険導入等の評価に際しては、

以下の事項について検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

B． 将来的に保険収載を行うべきでない。 

総 評 

総合判定： 適 ・ 否 

 

 

コメント： 

 
備考 この用紙は，日本工業規格 A 列 4 番とすること。医療機関名は記入しないこと。 

今回先進技術として 35 症例について行われる結果が、これまでの

論文で発表された薬物療法のみでの結果を有意に優っていること

が必須条件になると思われる。 



平成 24年７月 27日 

 

「コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法（高度医療整理番号043）」の有効性・

安全性にかかる評価について 

 

高度医療評価会議 

座長 猿田 享男 

 

 社団法人 全国社会保険協会連合会 仙台社会保険病院から申請のあった新規技術

について、本会議で安全性・有効性について検討を行い、その結果を以下の通りとり

まとめたので報告いたします。 

 

１．高度医療の概要  

高度医療の名称：コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法 

適応症：コレステロール塞栓症（CCE） 

内容： 

（先進性） 
コレステロール塞栓症の生命予後は不良とされており、欧米での死亡率は21～81%と報告されてい

る。主たる病像は急性進行性腎障害であり、救命し得た症例においても維持透析が必要になるか、も

しくは高度の腎不全と多臓器にわたる障害が残る。従って、本症の治療目的は生命予後を改善させる

ことに加え、さらに後遺症としての臓器障害をいかに軽減させるかという2 点になる。また、腎臓に

関しては透析を免れるか否かに加え、残された腎不全の程度を通常の治療で経過をみた場合と比べ、

より軽くさせ、透析導入までの腎生存期間を延長させることも重要である。 

国内では、論文、学会におけるコレステロール塞栓症に対する血液浄化療法の症例報告から、安全

性・有効性を示すことが報告されている。一方、海外における報告は、これまでには認められていな

い。 

血液浄化療法を行うことにより、上述した目的が達せられると我々は考えており、それを証明する

ためにこの研究を行いたい。 

 

（概要） 
 動脈硬化性プラークの破綻によりコレステロール結晶が飛散し、末梢小動脈を塞栓し、多臓器に重

篤な障害が発生するコレステロール塞栓症のうち、血管内操作および血管外科的手術が誘発因子とな

り、腎機能障害を示した患者を対象とし、リポソーバーLA-15を用いた血液浄化療法と薬物治療の併

用により、腎機能を改善させられるかを検証する。 

 

（効果） 
インターベンションを契機として発症したCCE 35 例のうちステロイドなどの薬物治療を行った15 

例と薬物治療に加え血液浄化療法を行った20 例とを後ろ向きに調査した。両群での背景因子には特

別の有意差を認めていない。透析導入率は血液浄化療法併用群2 例（10%）に対し、薬物治療群は6 例

（40%）で統計的にも有意であった（p=0.046）。 
 
（高度医療に係る費用） 
 一症例当たりの費用： 約９４万円 

注：治療デバイスは株式会社カネカが負担し、血液浄化療法に使用する薬剤、臨床検査に関わる保険

適用外の臨床検査費用等は財団法人 宮城県腎臓協会の研究費を用いるため、患者負担はありません。 
申請医療機関 社団法人 全国社会保険協会連合会 仙台社会保険病院 

協力医療機関 なし 

 

 



２．高度医療評価会議における審議概要 

 

(1)開催日時：平成 24年５月 21日(水) 16：30～17：40 

（第 31回 高度医療評価会議） 

 

(2)議事概要 

社団法人 全国社会保険協会連合会 仙台社会保険病院から申請のあった新規高度

医療技術について、申請書を基に、安全性・有効性等に関する評価が行われた。 

その結果、当該技術を「適」として了承し、先進医療専門家会議に報告することと

した。 

 

（本会議での評価結果） 

（別紙１）第 31回高度医療評価会議資料１－２ 参照 

 

（本会議での指摘事項及び回答） 

（別紙２）第 31回高度医療評価会議での指摘事項及び回答 参照 

 

 

 

３．高度医療評価会議での検討結果 

 社団法人 全国社会保険協会連合会 仙台社会保険病院からの新規高度医療技術に

関して、高度医療評価会議は、主として有効性・安全性等にかかる観点から論点整理

を進め、それらの結果を申請書に適切に反映させ、その内容については全構成員が確

認を行った結果、当該新規技術の申請内容が高度医療として妥当であると判断した。 

 



第 31 回高度医療評価会議 
資料１－２

平成 24 年５月 21 日 

 

高度医療 評価表（番号 043 ） 

評価委員  主担当：山本    

副担当：林    副担当：田島   技術委員：一色   

 

高度医療の名称 コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法 

申請医療機関の名称 社団法人 全国社会保険協会連合会 仙台社会保険病院 

医療技術の概要 動脈硬化性プラークの破綻によりコレステロール結晶が

飛散し、末梢小動脈を塞栓し、多臓器に重篤な障害が発生

するコレステロール塞栓症のうち、血管内操作および血管

外科的手術が誘発因子となり、腎機能障害を示した患者を

対象とし、リポソーバーLA-15を用いた血液浄化療法と薬物

治療の併用により、腎機能を改善させられるかを検証する。

 

 

【実施体制の評価】 評価者：山本        

１．実施責任医師等の体制 適 ・ 不適 

２．実施医療機関の体制 適 ・ 不適 

３．医療技術の有用性等 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

 実施医療機関の体制について、特に問題はない。対象疾患の治療経験も十分有し

ていると思われる。 

 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

 

 

 

 

【実施体制の評価】 評価者：一色        

１．実施責任医師等の体制 適 ・ 不適 

２．実施医療機関の体制 適 ・ 不適 

３．医療技術の有用性等 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

実施医療機関の体制について、特に問題はない。 

 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

 

 

NHKLJ
画像



第 31 回高度医療評価会議 
資料１－２

平成 24 年５月 21 日 

 

【倫理的観点からの評価】評価者：田島    

４．同意に係る手続き、同意文書 適 ・ 不適 

５．補償内容 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

説明文書については、質疑応答を経て所要の修正がなされた結果、問題点が解消

されたので、適とする。 

（患者相談等の対応が整備されているか、についても記載下さい。） 

患者相談の対応は整備されている。 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

 

 

 

【プロトコールの評価】 評価者：林     

６．期待される適応症、効能及び効果 適 ・ 不適 

７．予測される安全性情報 適 ・ 不適 

８．被験者の適格基準及び選定方法 適 ・ 不適 

９．治療計画の内容 適 ・ 不適 

１０．有効性及び安全性の評価方法 適 ・ 不適 

１１．モニタリング体制及び実施方法 適 ・ 不適 

１２．被験者等に対して重大な事態が生じた場合の対処方法 適 ・ 不適 

１３．試験に係る記録の取扱い及び管理・保存方法 適 ・ 不適 

１４．患者負担の内容 適 ・ 不適 

１５．起こりうる利害の衝突及び研究者等の関連組織との関

わり 

適 ・ 不適 

１６．個人情報保護の方法 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

 研究計画書の上記項目についての疑問点について回答が得られ、適と判断した。ただし、本申請

研究の研究デザインは対照のない血液浄化療法単群試験であり、2007 年に発表された後ろ向き研究

と同様に、薬物療法のみのヒストリカル・コントロールとするものである。そのため、研究計画書

「研究背景」の 終行で申請者が述べる「しかし、それぞれの治療方法を前向きで比較した報告が

ないため、血液浄化療法を併用することがどの程度有効なのか正確にわかっていない。」といった

状況について、本申請研究からは答えることはできない。評価者らは、対照群を設ける、ベストメ

ディカル治療不応例を対象とする、高度医療としての研究ではなく治験を行う等の代替案について

質問したが、申請者はいずれも否定的なものであった。既存情報を前向き研究で確認することが、

高度医療の試験において意義があり倫理的観点から妥当と判断されるのであれば、プロトコールは

適とする。 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

 



第 31 回高度医療評価会議 
資料１－２

平成 24 年５月 21 日 

 

【総評】（主担当の先生が御記載ください。） 

総合評価 適   条件付き適   継続審議   不適 

予定症例数  35 例 予定試験期間  3 年 6 ヶ月 

実施条件：（修正すれば適となる場合は、修正内容を記載ください。） 

 

 特になし 

 

 

コメント欄（不適とした場合は、その理由を必ず記載ください。） 

 研究デザインが非対照単群試験であるため、本治療方法の有効性を十分検証でき

るかについて、担当委員より申請者の考え方を確認したが、デザイン変更はなかっ

た。対象疾患が腎不全に至る重篤な疾患であること、患者数がかなり少なく症例集

積があまり見込めないこと、現時点で標準治療といえるものがなく、既存治療の有

効性も確立していないこと、本試験が医療機器の有効性を検討する目的であること

などを考え合わせ、現時点の研究計画で「適」とした。 

 

 



高度医療 043 に対する第 31 回高度医療評価会議における指摘事項 

平成 24 年６月 18 日 

 

高度医療技術名：コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法 

 

説明文書 

「１回の治療で約３リットルの血漿を浄化し、所要時間は２～３時間程度で

す。」と記載されているが、１度に３リットルの血漿が体外で処理されるという

誤解を与える可能性があるため、「透析の総時間２～３時間かけて合計約３リッ

トルの血漿を浄化する。」など、患者によりわかりやすい説明となるよう記載を

変更すること。 

（回答） 

説明文書「３．今回の臨床研究で使用していただく医療機器について」の血液

浄化療法の説明（該当箇所）の記載を以下の通り変更致しました（下線部分）。

また、第 31 回高度医療評価会議にて、血液浄化療法の処理量についてご質問頂

きましたので、括弧書きで補足説明を加えました。 

 

「３．今回の臨床研究で使用していただく医療機器について 

リポソーバーカラムは 2本用意されており、一方が飽和して吸着力が低下する

前に、自動的にカラムを他方に切替え、その間に使用済みカラムは再生されま

す。治療は 2～3時間かけて、合計約 3リットルの血漿を循環し、浄化します。

（体重 65kg の人の全血漿量は約 3リットルです。治療では、ほぼ全血漿量に当

たる血漿を処理しますが、実際には、患者様の体重や状態で調節を行います。）

治療は、 大 6回実施します。」 

NHKLJ
画像



リポソーバーLA-15を2本使用し、吸着、賦活を
交互に繰り返すことにより、連続して血漿処理が
可能である。

コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法の有用性に関する臨床研究
（試験デザイン： 単群前向き介入多施設共同研究）

コレステロール塞栓症（CCE）

血管内操作、血管外科的手術を受け、CCE
による腎機能低下と診断された患者

薬物治療 ＋ 血液浄化療法 （3～6回/月）
症例数： 35例
主要評価項目： 透析導入率
試験期間： 3年6ヶ月
（登録期間： 3年、フォローアップ： 6ヶ月）

高度医療技術： 血液浄化療法

リポソーバーLA-15システムを用いて、体外循環による血液浄化療法を施行する。

リポソーバーLA-15システムについて

心血管疾患の原因となるLDL等のリポ蛋白を吸着
除去します。さらに、炎症性サイトカインやフィブリノー
ゲン等を吸着することも報告されています。

適用疾患

家族性高コレステロール血症（1回/1週あるいは2週、継続）
閉塞性動脈硬化症（1～2回/週、3ヶ月間に10回まで）
巣状糸球体硬化症（1～2回/週、3ヶ月間に12回まで）

コレステロール塞栓症（CCE）は大動脈プラークの破綻によりコレステロール結晶が飛散し、末梢の

小動脈に塞栓症を起し、腎機能障害などの重篤な障害が発生する疾患である。ステロイド治療が奏

功する場合があるなどのことから、発症機序に炎症も関与すると考えられている。

本研究は、炎症抑制効果も報告されているリポソーバーLA-15を用いた血液浄化療法とステロイ

ドなどの薬剤の併用治療のCCEに対する有効性を確認することを目的としている。

NHKLJ
画像



試験機器名：リポソーバー LA-15
適応疾患：コレステロール塞栓症による腎機能低下ならびに下肢壊疽

・試験デザイン 後向き調査
・被験者数
薬剤治療群 14例
血液浄化療法施行群 19例
・結果の概要
薬物治療群の透析導入率 40%
（6/15例）、血液浄化療法施行群
10.%（2/20例）、血液浄化療法を併用
することにより、有意に透析導入率を
低下させた。

コレステロール塞栓症に
対する血液浄化療法の
有用性に関する臨床研究

・試験デザイン
単群前向き介入多施設共同研究

・試験期間 3年6ヶ月
・被験者数 35例
・評価項目 透析導入率

薬

事

承

認

申

請

検

討欧米での現状
薬事承認： 米国 無 欧州 無
ガイドライン記載： 無 進行中の臨床試験： 無

申請に至らなければ

新しい試験デザインの
高度医療または臨床試験の

追加を検討

当該高度医療における
・選択規準 登録日より遡り、24週以内に血管内操作、血管外科的手術を施行。
臨床症状を示しコレステロール塞栓症（CCE）と診断、あるいは生検（皮膚生検、腎生検）によりCCEと診断。
・除外規準 メシル酸ナファモスタットの投与が禁忌、血液浄化療法の実施が困難、体重が40 kg以下、
血液浄化療法に対してアレルギーの既往症や過敏反応の経験あり、ACE阻害薬の休薬が不可、
CCEの治療に使用する薬物（ステロイド、HMG-CoA還元酵素阻害薬等）の投与が禁忌、
他の臨床研究又は治験に参加中、維持血液透析患者
・予想される有害事象 アレルギー症状、血圧低下、出血性合併症、胸痛等

薬事承認申請までのロードマップ

・試験デザイン

高度医療による臨床研究の
結果を受け、実施内容を
計画する。

臨床研究 高度医療 治 験



（別添様式第３－１号） 

 

高度医療の名称 慢性心不全に対する和温療法 

適応症 

慢性心不全 

内容 

（先進性） 

 心不全治療には、薬物療法と非薬物療法がある。保険適用が認められているとして承認されている内

科的非薬物療法には、運動療法と心臓再同期療法がある。我々が独自に開発した遠赤外線乾式サウ

ナ浴による和温療法は、我が国初の独創的かつ先進的な治療法で、これまで 20 年の間に 1,000 例以

上の慢性心不全患者に施行してきたが、慢性心不全に対する非薬物療法として安全に施行できる有

効な医療技術である。 

 

（概要） 

 和温療法には、遠赤外線均等乾式サウナ治療器（和温療法器）を用いて、60℃の乾式サウナ浴を 15

分間施行した後、出浴後 30分間の安静保温を行う。遠赤外線は熱透過性に優れており、効率よく深部

体温を上昇させる。さらに乾式サウナ浴は温水欲と異なり、静水圧の影響がなく、心臓に対する前負

荷・後負荷はむしろ減少する。上記の方法により和温療法を施行すると、患者の深部体温は約１℃上

昇し、この体温上昇により和温効果が発揮される。出浴後30分間の安静保温により、和温効果はさらに

維持・増強される。その間、心拍数や体血圧の変化は少なく、拡張期血圧は有意に低下する。60℃・15

分間の遠赤外線均等乾式サウナ浴による体酸素消費量の増加はわずか 0.3mets 程度であり、和温療

法は心臓に対して負荷のない治療法である。したがって、重症心不全にも和温療法は応用可能で著

名な効果を発揮する。和温療法前後に体重を測定し、発汗量に見合った量（通常約 150～300ml 程

度）を飲水させ脱水の予防を行う。 

 

（効果） 

 心機能の改善・末梢循環不全の改善・交感神経緊張や自律神経異常の是正・神経体液性ホルモン

の是正・不整脈の改善ならびに心身のリラクゼーション効果を有する。息切れ、呼吸困難などの左心不

全症や、浮腫、食欲不振などの右心不全症状を軽減させる。また抑うつ気分、不眠、便秘など心不全

に随伴する臨床症状を改善する。 

 

（高度医療に係る費用） 

 和温療法１回当たり 11,400 円 

※基本的な患者１人当たりの療法の回数は 10 回で、その場合の費用は 114,000 円 

申請医療機関 鹿児島大学病院 

協力医療機関 東京大学医学部附属病院 

国立大学法人富山大学附属病院 

福岡大学病院 

兵庫医科大学院長 

東京都健康長寿医療センター 

東邦大学医療センター佐倉病院 

 

 

別紙３ 



【別添】「慢性心不全に対する和温療法」の被験者の適格基準及び選定方法（申請書

類より抜粋） 

 

選択基準：以下の適格基準をすべて満たす患者を対象とする。年齢・性別・人種は問わない 
1) 拡張型心筋症、虚血性心筋症など心筋障害による慢性心不全と診断されている患者 
2) 入院加療中であり、入院時 BNP が 500pg/ml 以上の患者  

なお、他院より転院してきた患者の場合、転院元における入院時 BNP で判断する。 
3) 登録前の NYHA 心機能分類がⅡ度～Ⅳ度の患者 
4) 運動療法を実施していない患者 
5) 歩行あるいは車いすで移動可能な患者（持続点滴管理や酸素吸入を受けている患者で 

あっても登録可能とする） 
6) 登録前 1 週間以内の最新のデータで、以下の項目を満たす患者 

①血清クレアチニン：2.0mg/dl 以下 
②尿蛋白：1＋以下 

7) 本試験の参加にあたり十分な説明を受けた後、十分な理解の上、患者本人の自由意思 
による文書同意が得られた患者 
 

除外患者：以下のうち１つでも該当する患者は対象として除外する 
1) 未治療の心不全患者 
2) 重症の大動脈弁狭窄症患者（圧較差 50mmHg 以上） 
3) 高度の流出路圧較差を有する閉塞性肥大型心筋症患者（圧較差 50mmHg 以上） 
4) 活動性の感染症を合併している患者及び 37 度以上の発熱がある患者 
5) 発症 6 ヶ月以内の急性心筋梗塞や脳血管障害患者 
6) 担癌患者（但し、治癒５年以上経過したものは可） 
7) 血液透析療法を受けている患者 
8) 体重 135kg 以上の患者 
9) 研究者が不適切と判断した患者 

 
 



先進医療評価用紙（第 1-2 号）  

先進技術としての適格性 
 

先 進 医 療 

の 名 称 
慢性心不全に対する和温療法 

社会的妥当性 

(社会的倫理

的 問 題 等 ) 

A． 倫理的問題等はない。 

B． 倫理的問題等がある。 

現 時 点 で の 

普 及 性 

A． 罹患率、有病率から勘案して、かなり普及している。 

B． 罹患率、有病率から勘案して、ある程度普及している。 

C． 罹患率、有病率から勘案して、普及していない。 

効 率 性 

既に保険導入されている医療技術に比較して、 

A． 大幅に効率的。 

B． やや効率的。 

C． 効率性は同程度又は劣る。 

将来の保険収

載 の 必 要 性 

A． 将来的に保険収載を行うことが妥当。なお、保険導入等の評価に際しては、

以下の事項について検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

B． 将来的に保険収載を行うべきでない。 

総 評 

総合判定： 適 ・ 否 

 

 

コメント：本試験申請書はよく出来ている。ランダム臨床試験を行うにあたっての保

険医療との併用が主たる目的で、患者負担分は\0 となっている。エンド

ポイントやサロゲートも分りやすく、患者数を約 150人としていることや、除

外・禁忌例も納得がゆくものである。 

但し、当然のことながら、本治療法の保険導入については臨床研究の成

果を科学的にレビューした結果に基づいて、改めて検討されるべきであ

る。すなわち、従来法（薬物単独、リハビリテーション等）に比して、優れた

利点とその持続期間、科学的指標の有意の改善期間等から最適の適応

症、適応条件を慎重に決定してから保険収載を検討すべきであろう。安

易な適応症では（副作用は少ないことから）、乱用される可能性も考えうる

からである。 

 

 
備考 この用紙は，日本工業規格 A 列 4 番とすること。医療機関名は記入しないこと。 

保険併用で行われる（高度医療として）ランダム臨床試験の結果に

よる。 



平成 24年７月９日 

 

「慢性心不全に対する和温療法（高度医療整理番号 045）」の有効性・安全性にかか

る評価について 

 

高度医療評価会議 

座長 猿田 享男 

 

 鹿児島大学病院から申請のあった新規技術について、本会議で安全性・有効性につ

いて検討を行い、その結果を以下の通りとりまとめたので報告いたします。 

 

１．高度医療の概要  

高度医療の名称：慢性心不全に対する和温療法 

適応症：慢性心不全 

内容： 

（先進性） 

心不全治療には、薬物治療と非薬物治療がある。保険健適応が認められているとして承認されてい

る内科的非薬物療法には、運動療法と心臓再同期療法がある。我々が独自に開発した遠赤外線乾式サ

ウナ浴による和温療法は、我が国発の独創的かつ先進的な治療法で、これまで20年の間に1,000 例以

上の慢性心不全患者に施行してきたが、慢性心不全に対する非薬物療法として安全に施行できる有効

な医療技術である。  

  

（概要）  

和温療法には、遠赤外線均等乾式サウナ治療器（和温療法器）を用いて、60℃の乾式サウナ浴を15
分間施行した後、出浴後30分間の安静保温を行う。遠赤外線は熱透過性に優れており、効率よく深部

体温を上昇させる。さらに乾式サウナ浴は温水浴と異なり、静水圧の影響がなく、心臓に対する前負

荷・後負荷はむしろ減少する。上記の方法により和温療法を施行すると、患者の深部体温は約1℃上

昇し、この体温上昇により和温効果が発揮される。出浴後30分間の安静保温により、和温効果はさら

に維持・増強される。その間、心拍数や体血圧の変化は少なく、拡張期血圧は有意に低下する。60℃・

15分間の遠赤外線均等乾式サウナ浴による体酸素消費量の増加はわずか0.3 mets程度であり、和温療

法は心臓に対して負荷のない治療法である1)。したがって、重症心不全にも和温療法は応用可能で著

明な効果を発揮する。和温療法前後に体重を測定し、発汗量に見合った量（通常約150～300 ml程度）

を飲水させ脱水の予防を行う。 

 

（効果）  

心機能の改善・末梢循環不全の改善・交感神経緊張や自律神経異常の是正・神経体液性ホルモンの

是正・不整脈の改善ならびに心身のリラクゼーション効果を有する。息切れ、呼吸困難などの左心不

全症状や、浮腫、食欲不振などの右心不全症状を軽減させる。また抑うつ気分、不眠、便秘など心不

全に随伴する臨床症状を改善する。 
 

（高度医療に係る費用）  

和温療法1回あたり11,400円 

※基本的な患者 1 人当たりの療法の回数は 10 回で、その場合の費用は 114,000 円 

申請医療機関 鹿児島大学病院 

協力医療機関 

東京大学医学部附属病院 

国立大学法人富山大学附属病院 

福岡大学病院 

兵庫医科大学病院 

東京都健康長寿医療センター 

東邦大学医療センター佐倉病院 

 



 

２．高度医療評価会議における審議概要 

 

(1)開催日時：平成 24年５月 21日(月) 16：30～17：40 

（第 31回 高度医療評価会議） 

 

(2)議事概要 

鹿児島大学病院から申請のあった新規高度医療技術について、申請書を基に、安全

性・有効性等に関する評価が行われた。 

その結果、当該技術を「適」として了承し、先進医療専門家会議に報告することと

した。 

 

（本会議での評価結果） 

（別紙）第 31回高度医療評価会議資料１－９ 参照 

 

 

３．高度医療評価会議での検討結果 

 鹿児島大学病院からの新規高度医療技術に関して、高度医療評価会議は、主として

有効性・安全性等にかかる観点から論点整理を進め、出席構成員等が確認を行った結

果、当該新規技術の申請内容が高度医療として妥当であると判断した。 

 



第 31 回高度医療評価会議 
資料１－９

平成 24 年５月 21 日 

 

高度医療 評価表（番号 045 ） 

評価委員  主担当：伊藤    

副担当：一色   副担当：佐藤   技術委員：     

 

高度医療の名称 慢性心不全に対する和温療法 

申請医療機関の名称 鹿児島大学病院 

医療技術の概要 和温療法は、遠赤外線均等乾式サウナ治療器（和温療法

器）を用いて、60℃の乾式サウナ浴を15分間施行した後、

出浴後30分間の安静保温を行う。遠赤外線は熱透過性に優

れており、効率よく深部体温を上昇させる。和温療法前後

に体重を測定し、発汗量に見合った量（通常約150～300 ml

程度）を飲水させ脱水の予防を行う。 

 

 

【実施体制の評価】 評価者：一色        

１．実施責任医師等の体制 適 ・ 不適 

２．実施医療機関の体制 適 ・ 不適 

３．医療技術の有用性等 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

特に問題となるところはありません。 

 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

上記 

 

 

 

【倫理的観点からの評価】評価者：佐藤    

４．同意に係る手続き、同意文書 適 ・ 不適 

５．補償内容 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

説明同意文書については別紙意見書をご参照ください。患者相談等の対応も適切と

判断いたしました。 

（患者相談等の対応が整備されているか、についても記載下さい。） 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

 

 

 

NHKLJ
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第 31 回高度医療評価会議 
資料１－９

平成 24 年５月 21 日 

 

【プロトコールの評価】 評価者：伊藤     

６．期待される適応症、効能及び効果 適 ・ 不適 

７．予測される安全性情報 適 ・ 不適 

８．被験者の適格基準及び選定方法 適 ・ 不適 

９．治療計画の内容 適 ・ 不適 

１０．有効性及び安全性の評価方法 適 ・ 不適 

１１．モニタリング体制及び実施方法 適 ・ 不適 

１２．被験者等に対して重大な事態が生じた場合の対処方法 適 ・ 不適 

１３．試験に係る記録の取扱い及び管理・保存方法 適 ・ 不適 

１４．患者負担の内容 適 ・ 不適 

１５．起こりうる利害の衝突及び研究者等の関連組織との関

わり 

適 ・ 不適 

１６．個人情報保護の方法 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。 

 慢性心不全を対象にしているが、10 回の和温療法の短期効果で有効性を判断しており、効果の持続、リバウ

ンドなどの長期予後については臨床試験が進行中であることが同意説明文書に追記された。60℃、15 分という

サウナ浴の設定も開発の初期段階で患者を対象に深部体温 0.8～1.2℃（平均 1.0℃）上昇させる温度として設

定したと回答され、重症度に応じた設定条件については今後の課題であると回答されたので了承した。 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

 

 

 

 

【総評】（主担当の先生が御記載ください。） 

総合評価 適   条件付き適   継続審議   不適 

予定症例数   152 例 予定試験期間  ６ケ月 

実施条件：（修正すれば適となる場合は、修正内容を記載ください。） 

 

 

 

 

コメント欄（不適とした場合は、その理由を必ず記載ください。） 

 結果解析時の統計学的手法については竹内委員の指摘に適切に対応された。 

 

 

 

 



概略図概略図概略図概略図

重症例を含む慢性心不全に有効な和温療法
[概要概要概要概要]

和温療法和温療法

自律神経自律神経自律神経自律神経
機能の是正機能の是正機能の是正機能の是正

神経体液性神経体液性神経体液性神経体液性
因子の改善因子の改善因子の改善因子の改善

心身・中枢の心身・中枢の心身・中枢の心身・中枢の
リラクゼーショリラクゼーショリラクゼーショリラクゼーショ
ン効果ン効果ン効果ン効果

心不全心不全心不全心不全のののの包括的改善包括的改善包括的改善包括的改善

心臓・血管心臓・血管心臓・血管心臓・血管

機能の改善機能の改善機能の改善機能の改善

小型の移動可能な場所をとらない小型の移動可能な場所をとらない小型の移動可能な場所をとらない小型の移動可能な場所をとらない
遠赤外線乾式均等サウナ治療装置遠赤外線乾式均等サウナ治療装置遠赤外線乾式均等サウナ治療装置遠赤外線乾式均等サウナ治療装置

点滴加療中の重症心不全患者点滴加療中の重症心不全患者点滴加療中の重症心不全患者点滴加療中の重症心不全患者

均等均等均等均等 60℃℃℃℃・・・・15分間のサウナ浴分間のサウナ浴分間のサウナ浴分間のサウナ浴

毛布による毛布による毛布による毛布による30分間の安静保温分間の安静保温分間の安静保温分間の安静保温

和温療法和温療法和温療法和温療法 （（（（60℃℃℃℃・・・・15分間の遠赤外線乾式均等サウナ浴と浴後分間の遠赤外線乾式均等サウナ浴と浴後分間の遠赤外線乾式均等サウナ浴と浴後分間の遠赤外線乾式均等サウナ浴と浴後30分間の分間の分間の分間の
安静保温）安静保温）安静保温）安静保温） は、慢性心不全に対して安全、有効、低コスト、患者に優しいは、慢性心不全に対して安全、有効、低コスト、患者に優しいは、慢性心不全に対して安全、有効、低コスト、患者に優しいは、慢性心不全に対して安全、有効、低コスト、患者に優しい
治療法である。通常治療は患者に痛み・がまん・ストレスを強いるが、和温治療法である。通常治療は患者に痛み・がまん・ストレスを強いるが、和温治療法である。通常治療は患者に痛み・がまん・ストレスを強いるが、和温治療法である。通常治療は患者に痛み・がまん・ストレスを強いるが、和温
療法は治療自体が患者にとって爽快で、心地良さを与える療法は治療自体が患者にとって爽快で、心地良さを与える療法は治療自体が患者にとって爽快で、心地良さを与える療法は治療自体が患者にとって爽快で、心地良さを与える 「和む・温もり」「和む・温もり」「和む・温もり」「和む・温もり」
療法である。療法である。療法である。療法である。
和温療法は和温療法は和温療法は和温療法は Systemic Adaptation をもたらす。和温療法の治療対象は、をもたらす。和温療法の治療対象は、をもたらす。和温療法の治療対象は、をもたらす。和温療法の治療対象は、
拡張型心筋症や虚血性心筋症などによる軽症～重症の慢性心不全で、拡張型心筋症や虚血性心筋症などによる軽症～重症の慢性心不全で、拡張型心筋症や虚血性心筋症などによる軽症～重症の慢性心不全で、拡張型心筋症や虚血性心筋症などによる軽症～重症の慢性心不全で、
難治性の重症心不全患者にも有効である。心不全に対する和温療法の有難治性の重症心不全患者にも有効である。心不全に対する和温療法の有難治性の重症心不全患者にも有効である。心不全に対する和温療法の有難治性の重症心不全患者にも有効である。心不全に対する和温療法の有
効性は、臨床症状効性は、臨床症状効性は、臨床症状効性は、臨床症状 （自覚症状）（自覚症状）（自覚症状）（自覚症状） の改善、予後の改善、の改善、予後の改善、の改善、予後の改善、の改善、予後の改善、BNPの改善、心拡の改善、心拡の改善、心拡の改善、心拡
大の縮小で容易に評価できる。大の縮小で容易に評価できる。大の縮小で容易に評価できる。大の縮小で容易に評価できる。
和温療法の継続は、和温療法の継続は、和温療法の継続は、和温療法の継続は、下図下図下図下図に示す如く、心不全の心臓・血管機能の改善、に示す如く、心不全の心臓・血管機能の改善、に示す如く、心不全の心臓・血管機能の改善、に示す如く、心不全の心臓・血管機能の改善、
自律神経機能の是正、神経体液性因子の改善、心身のリラクゼーション効自律神経機能の是正、神経体液性因子の改善、心身のリラクゼーション効自律神経機能の是正、神経体液性因子の改善、心身のリラクゼーション効自律神経機能の是正、神経体液性因子の改善、心身のリラクゼーション効
果など多彩な効果を引き出し、さらに各々の改善は相互に効果を増幅させ、果など多彩な効果を引き出し、さらに各々の改善は相互に効果を増幅させ、果など多彩な効果を引き出し、さらに各々の改善は相互に効果を増幅させ、果など多彩な効果を引き出し、さらに各々の改善は相互に効果を増幅させ、
心不全を包括的に改善する。その結果、心筋の繊維化・変性が広範囲で、心不全を包括的に改善する。その結果、心筋の繊維化・変性が広範囲で、心不全を包括的に改善する。その結果、心筋の繊維化・変性が広範囲で、心不全を包括的に改善する。その結果、心筋の繊維化・変性が広範囲で、
難治性難治性難治性難治性重症不全の患者さん重症不全の患者さん重症不全の患者さん重症不全の患者さんに対しても、和温療法の継続は、に対しても、和温療法の継続は、に対しても、和温療法の継続は、に対しても、和温療法の継続は、日常生活を日常生活を日常生活を日常生活を
普通に過ごせるほど回復させることも稀ではない。普通に過ごせるほど回復させることも稀ではない。普通に過ごせるほど回復させることも稀ではない。普通に過ごせるほど回復させることも稀ではない。
和温療法は、薬物療法に治療抵抗性の難治性心不全患者に対しても和温療法は、薬物療法に治療抵抗性の難治性心不全患者に対しても和温療法は、薬物療法に治療抵抗性の難治性心不全患者に対しても和温療法は、薬物療法に治療抵抗性の難治性心不全患者に対しても
有効で、心不全を包括的に治療する日本発の革新的治療法といえる。有効で、心不全を包括的に治療する日本発の革新的治療法といえる。有効で、心不全を包括的に治療する日本発の革新的治療法といえる。有効で、心不全を包括的に治療する日本発の革新的治療法といえる。

（点滴用小孔）（点滴用小孔）（点滴用小孔）（点滴用小孔）

NHKLJ
画像



薬事承認申請までのロードマップ（医療機器）薬事承認申請までのロードマップ（医療機器）薬事承認申請までのロードマップ（医療機器）薬事承認申請までのロードマップ（医療機器）

・ 試験名：慢性心不全患者に対する和温
療法の前向き多施設共同研究

・ 薬事未承認の温熱機器を使用
・ 試験デザイン：二群無作為化比較試験
・ 期間：2005年～2007年
・ 被験者数：NYHA II～IVの188例
・ 結果の概要：和温療法の慢性心不全に

対する安全性と有用性を確認。
Journal of Cardiology 2008; 52：79-85

・ 試験名：慢性心不全患者に対する和温
療法の前向き多施設共同研究

・ 薬事未承認の温熱機器を使用
・ 試験デザイン：二群無作為化比較試験
・ 期間：2005年～2007年
・ 被験者数：NYHA II～IVの188例
・ 結果の概要：和温療法の慢性心不全に

対する安全性と有用性を確認。
Journal of Cardiology 2008; 52：79-85

・ 試験名：慢性心不全患者に対する和温療
法の短期効果と安全性の検討：
多施設前向き共同研究

・ 薬事承認を得た温熱機器 を使用
・ 試験デザイン：二群無作為化比較試験
・ 期間：2012年4月～2012年12月
・ 被験者：NYHA (III～IV), BNP>500 の70例
・ 評価項目：NYHA分類、心胸郭比、左室径、

BNP、６分間歩行距離など

・ 試験名：慢性心不全患者に対する和温療
法の短期効果と安全性の検討：
多施設前向き共同研究

・ 薬事承認を得た温熱機器 を使用
・ 試験デザイン：二群無作為化比較試験
・ 期間：2012年4月～2012年12月
・ 被験者：NYHA (III～IV), BNP>500 の70例
・ 評価項目：NYHA分類、心胸郭比、左室径、

BNP、６分間歩行距離など

臨床研究臨床研究臨床研究臨床研究 高度医療高度医療高度医療高度医療

薬薬薬薬
事事事事
承承承承
認認認認
申申申申
請請請請
検検検検
討討討討

試験機器名試験機器名試験機器名試験機器名：：：：和温療法器和温療法器和温療法器和温療法器（（（（製品名製品名製品名製品名：：：：CTWCTWCTWCTW----5000500050005000））））

適応疾患適応疾患適応疾患適応疾患 ：：：：慢性心不全慢性心不全慢性心不全慢性心不全（（（（拡張型心筋症拡張型心筋症拡張型心筋症拡張型心筋症やややや虚血性心筋症虚血性心筋症虚血性心筋症虚血性心筋症などのなどのなどのなどの心筋障害心筋障害心筋障害心筋障害によるによるによるによる心不全心不全心不全心不全））））

当該高度医療における

・選択基準：慢性心不全（NYHAのIII～IV度 ）

・除外基準：活動性の感染合併患者

・予想される有害事象：出浴後の軽い立ちくらみ

欧米での現状欧米での現状欧米での現状欧米での現状: 薬事承認：米国（無）、欧州（無）、ガイドライン記載：無

臨床試験：Mayo Clinic (米国) で慢性心不全（NYHA III) 9例を用いたCross-Over試験 （週 3回・4週間

の加療）で安全性と有効性を確認 (Archives of Physical Medicine and Rehabilitation 2009; 90: 173-177

欧米での現状欧米での現状欧米での現状欧米での現状: 薬事承認：米国（無）、欧州（無）、ガイドライン記載：無

臨床試験：Mayo Clinic (米国) で慢性心不全（NYHA III) 9例を用いたCross-Over試験 （週 3回・4週間

の加療）で安全性と有効性を確認 (Archives of Physical Medicine and Rehabilitation 2009; 90: 173-177

新しい試験デザインの高度医療新しい試験デザインの高度医療新しい試験デザインの高度医療新しい試験デザインの高度医療
または治験の追加を検討または治験の追加を検討または治験の追加を検討または治験の追加を検討

申請に至らなければ申請に至らなければ申請に至らなければ申請に至らなければ

国内での現状国内での現状国内での現状国内での現状：：：：ガイドライン記載：日本循環器学会慢性心不全治療ガイドライン（2010年度改訂版 ）
・使用実績：22年間で1,000例以上の慢性心不全患者に和温療法（60℃・15分の乾式サウナ浴）を実施し、

重篤な不具合を発現した症例はなし。ただし起立性低血圧を有する例で、まれに軽い立ちくらみあり。
・和温療法の禁忌：発熱や細菌感染の合併時
・進行中の臨床試験： ・慢性心不全患者に対する和温療法の長期臨床効果(予後）の検討

・二群無作為化比較試験により外来での6ヶ月間の効果を検討

国内での現状国内での現状国内での現状国内での現状：：：：ガイドライン記載：日本循環器学会慢性心不全治療ガイドライン（2010年度改訂版 ）
・使用実績：22年間で1,000例以上の慢性心不全患者に和温療法（60℃・15分の乾式サウナ浴）を実施し、

重篤な不具合を発現した症例はなし。ただし起立性低血圧を有する例で、まれに軽い立ちくらみあり。
・和温療法の禁忌：発熱や細菌感染の合併時
・進行中の臨床試験： ・慢性心不全患者に対する和温療法の長期臨床効果(予後）の検討

・二群無作為化比較試験により外来での6ヶ月間の効果を検討



先進医療制度の見直しについて 
 
 
○ 平成２４年１０月１日より、先進医療の対象となる医療技術は、先進医療 A

又は先進医療 B に分類されるため、現行の第二項先進医療及び第三項先進

医療として実施している医療技術について、先進医療 A 又は先進医療 B へ

の振り分け等が必要になる。 
 
○ まず、「先-５-２ 現行の第二項先進医療及び第三項先進医療の平成２４年１

０月１日以降の運用方法（案）」のとおり、今後の具体的な運用方法につい

て、とりまとめることとする。 
 

○ 第二項先進医療及び第三項先進医療として実施している医療技術を、実際に

先進医療 A 又は先進医療 B へ振り分ける際等に必要となる分類の考え方に

ついては、「先-５-３ 新たな先進医療制度における先進医療 A 及び先進医

療 B の分類に係る考え方について（案）」に基づき、平成２４年１０月１日

以降の先進医療会議でとりまとめることとする。 

先 － ５ － １   

２ ４ ． ９ ． ２ ７  
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現行の第二項先進医療及び第三項先進医療の各医療技術の 
平成２４年１０月１日以降の運用方法（案） 

 
平成２４年１０月１日より、先進医療の対象となる医療技術は、先進医療 A

又は先進医療Bに分類されることとなるため、下記のような取り扱いとする。 
 
 
１． 平成２４年９月３０日時点で、現行の第二項先進医療として取り扱ってい

る各医療技術についての運用方法 
 

（１） 「新たな先進医療制度における先進医療 A 及び先進医療 B の分類

に係る考え方（案）」（別紙）を踏まえ、先進医療 A 又は先進医療 B へ

の振り分けを実施する。 
（平成２４年１０月１日以降、速やかに実施する。） 

  
 
 
  

先 － ５ － ２   

２ ４ ． ９ ． ２ ７  

 

（２）振り分け後より先進医療

A として実施する。 
（２）振り分け後より、暫定的に先

進医療 A として実施する。ただ

し、振り分け後～平成２８年３

月３１日を移行期間として設

定する。 
 
（３）実施医療機関は、移行期間内

に先進医療 B として改めて申

請するものとする。 
 

（４）移行期間内に先進医療 B とし

て試験実施計画等の科学的評

価を終了していない技術（先進

医療 B に移行できなかった技

術）は、先進医療から削除する

こととする。 

A.  現行の第二項先進医療のう

ち、先進医療 A に分類すべきと

評価された技術 

B. 現行の第二項先進医療のうち、先

進医療 B に分類すべきと評価され

た技術（先－５－２(別添)参照） 
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２． 平成２４年９月３０日までに現行の第二項先進医療としての届出があり、

１０月１日以降に新規技術として実施することとなる医療技術の取り扱い 
 
○ 先進医療会議で科学的評価を行う際に、先進医療 A 又は先進医療 B

に振り分けを行う。 
○ 運用方法については、１．に沿って行うこととする。 

 
 
 

３． 平成２４年９月３０日時点で、現行の第三項先進医療として取り扱ってい

る各医療技術についての運用方法 
 

（１） 「新たな先進医療制度における先進医療 A 及び先進医療 B の分類

に係る考え方（案）」（別紙）を踏まえ、先進医療 A 又は先進医療 B へ

の振り分けを実施する。 
（平成２４年１０月１日以降、速やかに実施する。） 

 
 
  
  

（２） 振り分け後より先進医療

A として実施する。 

A. 現行の第三項先進医療のうち

先進医療 A に分類すべきと評価

された技術 
 

B.  現行の第三項先進医療のう

ち先進医療 B に分類すべきと

評価された技術 
 
（２） 振り分け後より先進医療

B として実施する。 
 

４． 平成２４年９月３０日までに現行の第三項先進医療としての届出があ

り、１０月１日以降に新規技術として実施することとなる医療技術の取

り扱い 
 
○ 先進医療会議で科学的評価を行う際に、先進医療 A 又は先進医療 B

に振り分けを行う。 
○ 運用方法については、３．に沿って行うこととする。 



3 
 

 
５． 当面のスケジュール 
 

○９月２６日（水） 第３４回高度医療評価会議 
 
○９月２７日（木） 第６８回先進医療専門家会議 
・現行の第二項先進医療及び第三項先進医療の各医療技術の平成２４年１

０月１日以降の運用方法を決定 
 

○１０月１日（月） 
 ・新たな先進医療制度の開始 
 
○１０月下旬  第１回先進医療会議、第１回先進医療技術審査部会 
 ・新たな先進医療制度における先進医療 A 及び先進医療 B の分類に係る

考え方を決定 
 
○１０月会議終了後 
・先進医療 A 又は先進医療 B への振り分けの事務局案を作成。 
 

○１１月  第２回先進医療会議、第２回先進医療技術審査部会 
 ・先進医療Ａ又は先進医療Ｂへの振り分け案を報告し、決定する。 



（先進医療B） 
 
 

（先進医療A） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    現行の第２項先進医療の技術の平成２４年１０月１日以降の運用方法              

平成２４年１０月１日 平成２８年４月１日 

第２項 
先進医療 
６５技術 

平成２６年４月１日 

【移行期間】 

先－５－２（別添）  

２ ４ ． ９ ． ２ ７  

 

保険収載又は削除 

保険収載又は削除 

保険収載又は削除 

保険収載又は削除 

先進医療Bとして 
新たに承認された技術 

第３項先進医療から先進医療B 
として継続することとされた技術 

先進医療Aとして継続 
することとされた技術 

先進医療Bとして実施 
することとされた技術 

先進医療 
から削除 

先進医療Bとして
届出・承認 

先進医療Bとして
届出・承認 



 
 

新たな先進医療制度における先進医療 A 及び先進医療 B の 
分類に係る考え方について（案） 

 
 

● 「厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準の制定等に伴う実施上の留意事項及び先

進医療に係る届出等の取扱いについて」（平成２４年７月３１日付医政発 0731 第２号、薬

食発 0731 第２号、保発 0731 第７号）においては、先進医療Ａについては、下記の１又は

２に掲げるもの、先進医療 B については、下記の３又は４に掲げるものとされている。 
 

「厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準の制定等に伴う実施上の留意事項及び

先進医療に係る届出等の取扱いについて」（平成２４年７月３１日付医政発 0731 第

２号、薬食発 0731 第２号、保発 0731 第７号）（抄） 
 
第２ 
 
１ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応外

使用を伴わない医療技術（４に掲げるものを除く） 
２ 以下のような医療技術であって、当該検査薬等の使用による人体への影響が極めて

小さいもの 
（１）未承認等の体外診断薬の使用又は体外診断薬の適応外使用を伴う医療技術 
（２）未承認等の検査薬の使用又は検査薬の適応外使用を伴う医療技術 

３ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応外

使用を伴う医療技術（２に掲げるものを除く。） 
４ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応外

使用を伴わない医療技術であって、当該医療技術の安全性、有効性等に鑑み、その実

施に係り、実施環境、技術の効果等について特に重点的な観察・評価を要するものと

判断されるもの。 
 
● 特に、上記４における、「当該医療技術の安全性、有効性等に鑑み、その実施に係り、

実施環境、技術の効果等について特に重点的な観察・評価を要するものと判断されるも

の」については、具体的にどのような技術が該当するのか、わかりやすく整理する必要

があり、平成２４年１０月１日以降の先進医療会議で決定することとする。 
 

 
 

先 － ５ － ３   

２ ４ ． ９ ． ２ ７  

 



MHLVR
スタンプ



」という。）及び「高度医療に係る申請等の取扱い及び実施上の留意事項について」

（平成21年３月31日医政発第0331021号。以下「高度医療通知」という。）において示

しているところである。今般、これまでの先進医療専門家会議等における構成員等か

らの問題提起、新成長戦略（平成22年６月18日閣議決定）、規制・制度改革に係る対

処方針（平成22年６月18日閣議決定）等を受けての中央社会保険医療協議会における

検討結果及びこれを踏まえた先進医療専門家会議及び高度医療評価会議における検討

結果等を受けて、先進医療に係る実施上の留意事項や届出等の取扱いについて下記の

とおりとし、平成24年10月１日より適用することとしたので、その取扱いに遺漏のな

いよう関係者等に対し、周知徹底を図られたい。なお、先進医療通知及び高度医療通

知は、平成24年９月30日限り廃止する。

記

第１ 先進医療に係る基本的な考え方

先進医療については、平成16年12月の厚生労働大臣と内閣府特命担当大臣（規制

改革、産業再生機構、行政改革担当、構造改革特区・地域再生担当）との基本的合

意に基づき、国民の安全性を確保し、患者負担の増大を防止するといった観点を踏

まえつつ、国民の選択肢を広げ、利便性を向上するという観点から、以下について

、安全性、有効性等を確保するために一定の施設基準を設定し、当該施設基準に該

当する保険医療機関の届出により、又は安全性、有効性等を確保するために対象と

なる医療技術ごとに実施医療機関の要件を設定し当該要件に適合する保険医療機関

の承認により、保険診療との併用を認めることとしている。

１ 未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術（２又は３を除く。）

２ 承認又は認証を受けていない（以下「未承認等」という。）医薬品又は医療

機器の使用を伴う先進的な医療技術

３ 承認又は認証を受けて製造販売されている医薬品又は医療機器について承認

又は認証事項に含まれない用法・用量、又は効能・効果、性能等（以下「適応

外」という。）を目的とした使用を伴う先進的な医療技術

また、先進医療は、厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養（平成18年厚生労

働省告示第495号）第１条第１号において、健康保険法（大正11年法律第70号）第63

条第２項第３号に掲げる評価療養とされ、将来的な保険導入のための評価を行うも

のとして位置付けられており、実施保険医療機関から定期的に報告を求めることと

している。



第２ 先進医療の対象となる医療技術の分類

先進医療の対象となる医療技術については、以下のとおり分類する。

１ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応

外使用を伴わない医療技術（４に掲げるものを除く。）

２ 以下のような医療技術であって、当該検査薬等の使用による人体への影響が極

めて小さいもの

（１）未承認等の体外診断薬の使用又は体外診断薬の適応外使用を伴う医療技術

（２）未承認等の検査薬の使用又は検査薬の適応外使用を伴う医療技術

３ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応

外使用を伴う医療技術（２に掲げるものを除く。）

４ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応

外使用を伴わない医療技術であって、当該医療技術の安全性、有効性等に鑑み、

その実施に係り、実施環境、技術の効果等について特に重点的な観察・評価を要

するものと判断されるもの。

第３ 先進医療告示第２各号に掲げる先進医療に係る実施上の留意事項、届出等の取

扱い

１ 実施上の留意事項

厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準（平成20年厚生労働省告示第129号。

以下「先進医療告示」という。）第２各号に掲げる先進医療（以下「先進医療Ａ

」という。）については、以下の点に留意すること。

(１) 取り扱う医療技術は、第２の１又は２に掲げるものであること。

(２) 保険医療機関において実施することとし、原則として、先進医療の一部を

当該保険医療機関以外の場で実施することは認められないこと。

(３) 実施に当たり責任を有し、主として当該療養を実施する医師（以下「実施

責任医師」という。）は、当該療養を実施する診療科において常勤の医師で

あること。

(４) 実施するに当たっては、当該先進医療に係る施設基準に適合する体制で行

うこと。

(５) 先進医療告示第２各号に掲げる施設基準の細則は次のとおりである。

① 実施責任医師は、実施診療科に現に所属していること。なお、実施診療

科における責任者は、実施責任医師の要件を満たしていなくても差し支え

ない。

② 医師に関する経験年数及び経験症例数については、現に当該医師が所属



している保険医療機関以外の医療機関における経験を含めたものであるこ

と。

③ 倫理審査委員会については、臨床研究に関する倫理指針（平成20年厚生

労働省告示第415号）第１の３(16)に規定する「倫理審査委員会」に準ずる

ものであること。

④ 遺伝カウンセリングについては、遺伝医学関連学会による「遺伝学的検

査に関するガイドライン」に則した遺伝カウンセリングであること。

第２第44号(２)①及び②の要件については、うつ症状に関する適切な鑑

別診断を実施できる体制を有していることを担保するために設けられたも

のであり、精神科又は心療内科の常勤医師が１名以上配置されており、か

つ、神経内科又は脳神経外科の常勤医師が１名以上配置されていることを

求めるものであること。

２ 新規技術に係る手続

(１) 先進医療実施届出書の提出

新規技術について、先進医療Ａとして保険診療との併用を希望する保険

医療機関の開設者は、別紙１の様式第１－１号による先進医療実施届出書

（厚生労働大臣あて。正本１通及び副本９通（添付書類及び添付文献を含

む。））を、厚生労働省医政局長を経由して、厚生労働大臣に提出するこ

と。

また、提出の際には、別紙１の様式第１－２号による新規施設届出書（

地方厚生（支）局長あて。正本１通及び副本１通（添付書類を含む。以下

同じ。））を同封すること。

(２) 届出書の添付書類

① 先進医療実施届出書については、別紙１の様式第２号から第９号までに

よる書類を添付するとともに、以下の書類についても添付すること。

ア 実施計画書

イ 同意・説明文書

ウ 医療技術の概要図（１枚程度）

エ 薬事承認又は保険収載までのロードマップ

オ 倫理審査委員会の開催要項

② 新規施設届出書については、別紙１の様式第３号、第５号、第７－１号

、第７－２号、第８－１号、第８－２号による書類を添付すること。また

、先進医療実施届出書に倫理審査委員会の開催要綱を添付する場合には、

新規施設届出書にも当該開催要綱を添付すること。



(３) 先進医療実施届出書の添付文献

① 先進医療実施届出書には、次の文献を添付すること。

ア 先進医療の内容を論述した論文（実施結果の分析について言及してい

るものに限る。）１本以上

イ 先進医療の有効性及び安全性を評価した原著論文（著者自らの研究結

果に基づく論文をいう。）１本以上

ウ 先進医療実施届出書を提出する保険医療機関における実績に基づく論

文又は報告書（実施結果の評価について言及しているものに限る。）１

本以上

② 添付文献に関する留意事項

ア 添付文献については、当該技術が個人的な研究段階ではなく、学会等

で評価されているものであることを示すものでなければならないこと。

このため、査読のある雑誌に収載された原著論文であることが望ましい。

イ 先進医療の内容を論述した論文及び先進医療の有効性及び安全性を評

価した原著論文については、教科書の抜粋、学会抄録及び研究費の報告

書は認められないこと。

ウ 論文に示された技術は、当該技術と同一の内容でなければならないこ

と。

(４) 届出書提出後の手続

① 提出された新規技術については、先進医療会議において科学的評価を行

うこととし、その結果（「適」、「不適」）について通知された地方厚生

（支）局長は、届出書を提出した保険医療機関にその結果を速やかに通知

すること。

② 地方厚生（支）局長は、提出された新規技術に係る科学的評価の結果が

「適」であって、届出書を提出した保険医療機関が当該新規技術について

設定された施設基準に適合している場合には、当該新規技術が先進医療告

示に規定された日に新規施設届出書を受理したものとし、届出書を提出し

た保険医療機関に対して文書により受理した旨を速やかに通知するととも

に、当該通知の写し及び新規施設届出書の副本１通を厚生労働省保険局医

療課に送付すること。

③ 当該通知を受けた保険医療機関は、地方厚生（支）局長が新規施設届出

書を受理した日の属する月の翌月（受理した日が月の初日であるときは、

その日の属する月）より、当該新規技術について保険診療と併用できるも

のとする。

④ 提出された新規技術に係る科学的評価の結果が「適」であっても、届出



書を提出した保険医療機関が当該新規技術について設定された施設基準に

適合していない場合には、地方厚生（支）局長は、適合していない旨を当

該保険医療機関に対して文書により速やかに通知すること。

３ 先進医療告示において既に規定されている先進医療（以下「既評価技術」とい

う。）の適応症の変更に係る手続

「２ 新規技術に係る手続」と同様に取り扱うこと。

４ 既評価技術（検体検査に係る技術に限る。）の新規共同実施に係る手続

対象技術については、各先進医療に係る施設基準に適合している保険医療機関

において当該先進医療に関する医療技術のすべてを実施することを原則としてい

るが（１の（２））、検体検査に係る医療技術については、例外的に、あらかじ

め連携した保険医療機関間で業務委託契約を締結することにより、複数の保険医

療機関において共同で実施をすることができるものとする。

以下、既評価技術を従前より実施し、かつ、当該技術に係る業務受託に同意し

た保険医療機関を「受託側医療機関」といい、受託側医療機関との共同実施を希

望する保険医療機関を「委託側医療機関」という。

(１) 委託側医療機関による手続

委託側医療機関の開設者は、別紙２の様式第１－１号による委託側新規

共同実施届出書（厚生労働大臣あて。正本１通及び副本９通（添付書類を

含む。））を、厚生労働省医政局長を経由して、厚生労働大臣に提出する

こと。

また、提出の際には、別紙２の様式第１－２号による委託側新規共同実

施施設届出書（地方厚生（支）局長あて。正本１通及び副本１通（添付書

類を含む。））を同封すること。

(２) 委託側医療機関が提出する届出書の添付書類

① 委託側新規共同実施届出書については、別紙２の様式第２号から第11－

２号までによる書類を添付するとともに、以下の書類についても添付する

こと。

ア 実施計画書

イ 同意・説明文書

ウ 医療技術の概要図（１枚程度）

エ 薬事承認又は保険収載までのロードマップ

オ 倫理審査委員会の開催要項

② 委託側新規共同実施施設届出書については、別紙２の様式第３号、第５



号、第６－１号、第６－２号、第７－１号、第７－２号、第８号、第９号

、第10－１号、第10－２による書類を添付すること。また、倫理審査委員

会の開催要綱も併せて添付すること。

(３) 受託側医療機関による手続

委託側新規共同実施届出書を提出する委託側医療機関と共同実施を予定し

ている受託側医療機関の開設者は、別紙２の様式第１－３号による受託側新

規共同実施施設届出書（正本１通及び副本１通（添付書類を含む。））を地

方厚生（支）局長に提出すること。

(４) 受託側医療機関が提出する届出書の添付書類

受託側新規共同実施施設届出書には、共同実施を予定している委託側医療

機関が提出する届出書の添付書類のうち別紙２の様式第９号による書類に添

付すべき書類（委託業務の実施方法について委託側及び受託側医療機関で取

り交わした文書）を添付すること。

(５) 届出書提出後の手続

① 提出された新規共同実施の医療技術については、先進医療会議において

科学的評価を行うこととし、その結果（「適」、「不適」）について通知

された地方厚生（支）局長は、届出書を提出した委託側医療機関及び受託

側医療機関にその結果を速やかに通知すること。

② 地方厚生（支）局長は、提出された新規共同実施の医療技術に係る科学

的評価の結果が「適」であって、届出書を提出した委託側医療機関が当該

医療技術について設定された委託側医療機関の施設基準に適合している場

合には、当該施設基準が先進医療告示に規定された日に委託側新規共同実

施施設届出書を受理したものとし、届出書を提出した委託側医療機関に対

して文書により受理した旨を速やかに通知するとともに、当該通知の写し

及び委託側新規共同実施施設届出書の副本１通を厚生労働省保険局医療課

に送付すること。

③ 当該通知を受けた委託側医療機関は、地方厚生（支）局長が委託側新規

共同実施施設届出書を受理した日の属する月の翌月（受理した日が月の初

日であるときは、その日の属する月）より、当該医療技術について共同実

施により保険診療と併用できるものとする。

④ 提出された新規共同実施の医療技術に係る科学的評価の結果が「適」で

あっても、届出書を提出した委託側医療機関が当該医療技術について設定

された委託側医療機関の施設基準に適合していない場合には、地方厚生（

支）局長は、適合していない旨を当該委託側医療機関に対して文書により

速やかに通知すること。



⑤ 地方厚生（支）局長は、提出された新規共同実施の医療技術に係る科学

的評価の結果が「適」であって、届出書を提出した受託側医療機関が当該

医療技術について設定された受託側医療機関の施設基準に適合している場

合には、当該医療技術が先進医療告示に規定された日に受理したものとし

、届出書を提出した受託側医療機関に対して文書により受理した旨を速や

かに通知するとともに、当該通知の写し及び受託側新規共同実施施設届出

書の副本１通を厚生労働省保険局医療課に送付すること。

⑥ 当該通知を受けた受託側医療機関は、地方厚生（支）局長が受託側新規

共同実施施設届出書を受理した日の属する月の翌月（受理した日が月の初

日であるときは、その日の属する月）より、当該医療技術に係る業務の受

託を開始できるものとする。

⑦ 提出された新規共同実施の医療技術に係る科学的評価の結果が「適」で

あっても、届出書を提出した受託側医療機関が当該医療技術について設定

された受託側医療機関の施設基準に適合していない場合には、地方厚生（

支）局長は、適合していない旨を当該受託側医療機関に対して文書により

速やかに通知すること。

５ 既評価技術の実施に係る手続

(１) 既評価技術施設届出書の提出

既評価技術について保険診療との併用を希望する保険医療機関の開設者は

、別紙３の様式第１号による既評価技術施設届出書（正本１通及び副本１通

（添付書類を含む。））を当該保険医療機関の所在地の地方厚生（支）局長

に提出すること。

なお、受託側医療機関との共同実施による既評価技術の保険診療との併用

を希望する場合には、既評価技術施設届出書に代えて、別紙４の様式第１号

による委託側共同実施施設届出書（正本１通及び副本１通（添付書類を含む。

））を提出すること。

また、共同実施による既評価技術の保険診療との併用を希望する受託側医

療機関の開設者は、別紙４の様式第１－２号による受託側共同実施施設届出

書（正本１通及び副本１通（添付書類を含む。））を提出すること。

(２) 届出書の添付書類

① 既評価技術施設届出書については、別紙３の様式第２号から第５－２号

までによる書類を添付すること。また、倫理審査委員会の開催要綱も併せ

て添付すること。

② 委託側共同実施施設届出書については、別紙４の様式第２号から第８－



２号までによる書類を添付すること。また、倫理審査委員会の開催要綱も

併せて添付すること。

③ 受託側共同実施施設届出書には、共同実施を予定している委託側医療機

関が提出する届出書の添付書類のうち別紙４の様式第７号による書類に添

付すべき書類（委託業務の実施方法について委託側及び受託側医療機関で

取り交わした文書）を添付すること。

(３) 届出書提出後の手続

① 地方厚生（支）局長は、届出書の提出があった場合には、当該届出書の

記載事項及び当該届出書を提出した保険医療機関が保険診療との併用を希

望する先進医療に係る施設基準に適合していることを確認した上で、届出

書を受理することとし、届出書を提出した保険医療機関に対して文書によ

り受理した旨を速やかに通知するとともに、当該通知の写し及び当該届出

書の副本１通を厚生労働省保険局医療課に送付する。

② 当該通知を受けた保険医療機関は、地方厚生（支）局長が当該届出書を

受理した日の属する月の翌月（受理した日が月の初日であるときは、その

日の属する月）より当該既評価技術について保険診療と併用できるものと

する。

６ 届出書の取下げに係る手続

(１) 保険医療機関が先進医療実施届出書又は委託側新規共同実施届出書を提出

後、先進医療会議における科学的評価が行われるまでの間に、何らかの理由

により届出書を取り下げる場合には、別紙５の様式第１号による書類を、厚

生労働省医政局長を経由して、厚生労働大臣に提出すること。

(２) 保険医療機関が新規施設届出書、委託側新規共同実施施設届出書、受託側

新規共同実施施設届出書、既評価技術施設届出書、委託側共同実施施設届出

書又は受託側共同実施施設届出書を提出後に、何らかの理由により届出書を

取り下げる場合には、別紙５の様式第２号による書類を、当該保険医療機関

の所在地を管轄する地方厚生（支）局長に提出すること。

また、先進医療の実施体制に変更が生じ、当該先進医療に係る施設基準を

満たさなくなった場合においても、別紙５の様式第２号により地方厚生（支

）局長に提出すること。

７ 既評価技術に係る届出事項の変更に係る手続

既に届出書が受理されている保険医療機関において、届け出ている先進医療に

ついて次に掲げる事項に変更が生じた場合には、別紙６の様式による書類を用い



て、変更する旨の届出を前記５に準じて行うこと。

(１) 先進医療の実施体制

(２) 使用する医療機器又は医薬品

(３) 先進医療に係る費用

なお、届出に係る添付書類、添付文献及び提出部数については、次のとおりで

あること。

変更届出の事由 添付書類 添付文献 提出部数

実施体制の変更 別紙３の様式第３－１号又は 不要 正本１通

別紙４の様式第３－１号 副本１通

別紙３の様式第３－２号又は

別紙４の様式第３－２号

使用する医療機器又は 別紙３の様式第４号又は別紙 医療機器の説 正本１通

医薬品の変更 ４の様式第４号 明書、医薬品 副本１通

別紙３の様式第５－１号又は の添付文書

別紙４の様式第５－１号

別紙３の様式第５－２号又は

別紙４の様式第５－２号

先進医療に係る費用の 別紙３の様式第５－１号又は 不要 正本１通

変更 別紙４の様式第５－１号 副本１通

別紙３の様式第５－２号又は

別紙４の様式第５－２号

共同実施の内容・方法又 別紙４の様式第６号、様式第 不要 正本１通

は実施体制に係る変更 ７号及び様式第８号 副本１通

８ 先進医療の実績報告等

(１) 定期報告

当該年６月30日までに先進医療を実施している保険医療機関を対象とし、

前年の７月１日から当該年６月30日までの間に行った先進医療の実績につい

て、別紙７の様式第１号を用いて、当該年８月末までに地方厚生（支）局長

に報告すること。

なお、保険医療機関が実施している先進医療が当該年４月１日以降保険導

入された場合又は削除された場合には、前年の７月１日から当該年３月31日

までの間の実績について、当該年５月末までに地方厚生（支）局長に報告す

ること。



また、新規施設届出書、委託側新規共同実施施設届出書、受託側新規共同

実施施設届出書、既評価技術施設届出書、委託側共同実施施設届出書又は受

託側共同実施施設届出書を提出後に届出書を取り下げた場合、又は、当該届

出に係る先進医療の取消しがあった場合には、当該年７月１日（取下げ又は

取消しが１月１日から６月30日までの間に行われた場合にあっては、前年の

７月１日）から取下げ又は取消しまでの間の実績について、遅滞なく地方厚

生（支）局長に報告すること。

地方厚生（支）局長は、当該定期報告について速やかに厚生労働大臣に報

告すること。

(２) 先進医療ごとの施設基準に基づく実績報告

保険医療機関が実施する先進医療の施設基準として、別途の実績報告が定

められている場合は、当該基準に従い、別紙７の様式第１号及び第２号（様

式第２号を用いて報告する症例については、(３)の安全性報告において報告

がなされたものを除く。）を用いて、当該保険医療機関の所在地を管轄する

地方厚生（支）局長を経由して、速やかに厚生労働大臣に報告すること。

(３) 安全性報告

先進医療の実施に伴う重篤な有害事象及び不具合（以下「重篤な有害事象

等」という。）により、次に掲げる症例（①又は②に掲げる症例に該当の適

否の判断に迷う場合を含む。）が発生したものについては、それぞれ①又は

②に掲げる期日までに別紙７の様式第２号により地方厚生（支）局長及び厚

生労働大臣に報告すること。

① 死に至る又は生命を脅かす症例については、発生を知った日より７日以

内に届け出ること。

② 次に掲げる症例（①に掲げるものを除く。）であって、当該症例の発生

又は発生数、発生頻度、発生条件等の発生傾向が実施計画書等から予測で

きないものについては、発生を知った日より15日以内に届け出ること。

ア 重篤な有害事象等の治療のために別の入院又は入院期間の延長が必要

とされる症例（ただし、重篤な有害事象等の治療のために入院したが、

安静治療等により特段の対応を行っていない場合等は当該症例に該当す

るが、重篤な有害事象等の検査を行うための入院又は入院期間の延長が

行われた場合、重篤な有害事象等が治癒又は軽快しているものの経過観

察のための入院が行われた場合等は、当該症例に該当しない。）

イ 日常生活に支障をきたす程度の永続的または顕著な障害・機能不全に

陥る症例（先天異常を来すもの、機器の不具合を含む））

ウ ア又はイに掲げる症例のほか、患者を危機にさらすおそれがあるもの



、①又はア若しくはイに掲げる症例に至らないよう診療が必要となるも

の等の重篤な症例（例：集中治療を要する症例等）

なお、代替可能な既に保険収載されている治療法等において同様の重篤

な有害事象等が発生することが明らかにされている場合にあっても、報告

すること。

(４) 健康危険情報に関する報告（（３）安全性報告で報告しているものは除く。

）

先進医療を実施している保険医療機関は、国内外を問わず、自ら実施する

先進医療に係る国民の生命、健康の安全に直接係わる危険情報（以下「健康

危険情報」という。）の収集に努め、健康危険情報を把握した場合は、別紙

７の様式第３号により、直ちに地方厚生（支）局長及び厚生労働大臣に報告

すること。

９ 先進医療の取消しに係る手続

地方厚生（支）局長は、既評価技術について、厚生労働大臣から取り消す旨の

通知を受けた場合は、当該既評価技術に係る届出を行っている保険医療機関に対

して文書によりその旨を速やかに通知すること。なお、保険医療機関への通知に

当たっては、先進医療告示から当該既評価技術に係る規定が取り消された日から

、保険診療との併用ができない旨を併せて通知すること。

10 先進医療において使用される未承認等又は適応外使用の医薬品等について薬

事承認があった場合の取扱い

先進医療Ａ（第２の２に該当する場合に限る。）において使用される医薬品・

医療機器のすべてについて薬事法上の承認等が得られた結果、当該技術が保険適

用の対象となる場合には、当該先進医療について、先進医療告示から取り消すも

のとする。

11 その他

上記の各届出書等の提出に当たっては、別添の「先進医療に係る届出書等の記

載要領等について」を参考にすること。

第４ 先進医療告示第３各号に掲げる先進医療に係る実施上の留意事項、届出等の取

扱い

１ 実施上の留意事項

先進医療告示第３各号に掲げる先進医療（以下「先進医療Ｂ」という。）につ



いては、以下の点に留意すること。

（１) 取り扱う医療技術は、第２の３又は４に掲げるものであること。

(２) 次の①から⑤までの要件を満たす保険医療機関において実施すること。

① 医療法（昭和23年法律第205号）第４条の２に規定する特定機能病院又は

その他実施に当たり必要な次のア及びイの体制を有する保険医療機関であ

ること。なお、その具体的な内容については、先進医療会議において、医

療技術ごとに要件を設定する。

ア 緊急時の対応が可能な体制を有すること。

イ 医療安全対策に必要な体制を有すること。

② 臨床研究に関する倫理指針に適合する実施体制を有すること。また、ヒ

ト幹細胞を用いる医療技術等については、ヒト幹細胞を用いる臨床研究に

関する指針（平成22年厚生労働省告示第380号）に適合する実施体制を有す

る等、医療技術に応じた指針に適合する実施体制を有すること。

③ 実施される医療技術において使用する医薬品・医療機器の管理体制、入

手方法等が適切であること。

④ 実施医療機関の開設者は、院内で行われる全ての先進医療Ｂについて実

施責任医師、研究内容等を把握できる体制を確保すること。

⑤ 臨床研究のデータの信頼性確保のため、次の体制の確保に努めているこ

と。

ア データマネージメント体制

イ 多施設共同研究を行う場合は、多施設共同研究としての実施可能なモ

ニタリング体制等

（３）次の①及び②の要件を満たす医療技術であること。なお、試験計画（試験

期間、症例数、評価基準等に関する記載を含む。）については、過去の使用

実績等における有効性及び安全性に関する知見に応じて、予定試験期間、予

定症例数、モニタリング体制、実施方法、文書の保存期間等を設定すること。

① 国内外の使用実績、有用性を示す文献等の科学的な根拠に基づき、有効

性及び安全性の確保が期待できる医療技術であること。

② 試験計画が、次の内容をすべて満たすこと。

ア 臨床研究に関する倫理指針に適合していること。データの信頼性につ

いては、医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成９年厚生省

令第28号。以下「GCP省令」という。）等を参考にすること。また、ヒ

ト幹細胞を用いる医療技術等については、ヒト幹細胞を用いる臨床研究

に関する指針に適合していること等、医療技術に応じた指針に適合して

いること。



イ 万が一不幸な転帰となった場合の責任と補償の内容、治療の内容、重

篤な有害事象等の可能性、費用等について、事前に患者及びその家族に

説明し文書により同意を得ること。

ウ 実施責任医師を明示すること。また、当該実施責任医師の下に、実施

する医師が管理されていること。

エ 有効性及び安全性が客観的に確認でき、医療機関内の倫理審査委員会

等において認められた試験計画であること。

オ 多施設共同研究の場合は、先進医療Ｂに係る協力を行う医療機関（以

下「協力医療機関」という。）の実施責任医師の氏名、所属科及び役職

についても明示されていること。

２ 新規技術に係る手続

(１) 先進医療実施届出書の提出

新規技術について、先進医療Ｂとして保険診療との併用を希望する保険医

療機関（以下「申請医療機関」という。）の開設者は、別紙１の様式第１－

１号による先進医療実施届出書（正本１通及び副本９通（添付書類を含む。

以下同じ。））を、厚生労働省医政局長を経由して、厚生労働大臣に提出す

ること。

ただし、多施設共同研究を行う場合、申請医療機関の開設者は、協力医療

機関分もとりまとめの上、提出すること。

(２) 届出書の添付書類

別紙１の様式第２号から様式第９号を添付するとともに、以下の書類につ

いても添付すること。

① 文献情報に記載した全ての原文及び和訳概要

② 試験実施計画書

③ 同意・説明文書

④ 医療技術の概要図（１枚程度）

⑤ 薬事承認又は保険収載までのロードマップ

⑥ 症例報告書（ＣＲＦ）

⑦ 医薬品・医療機器の概要書

⑧ 倫理審査委員会の開催要綱

(３) 届出書提出後の手続

① 提出された新規技術については、先進医療会議において科学的評価を行

うこととし、その結果（「適」、「不適」）について通知された地方厚生

（支）局長は、厚生労働省保険局医療課から送付される届出書の正本をも



とに、届出書を提出した保険医療機関にその結果を速やかに通知すること。

② 地方厚生（支）局長は、提出された新規技術に係る科学的評価の結果が

「適」である場合には、当該新規技術が先進医療告示に規定された日に先

進医療実施届出書を受理したものとし、届出書を提出した保険医療機関に

対して文書により受理した旨を速やかに通知するとともに、当該通知の写

しを厚生労働省保険局医療課に送付すること。

③ 当該通知を受けた保険医療機関は、地方厚生（支）局長が先進医療実施

届出書を受理した日の属する月の翌月（受理した日が月の初日であるとき

は、その日の属する月）より、当該新規技術について保険診療と併用でき

るものとする。

３ 既評価技術の実施に係る手続

(１) 先進医療実施届出書の提出

既評価技術について保険診療との併用を希望する保険医療機関の開設者は

、別紙１の様式第１－１号による先進医療実施届出書（正本１通及び副本９

通（添付書類を含む。））を、申請医療機関の開設者に提出し、当該申請医

療機関の開設者は、厚生労働省医政局長を経由して、厚生労働大臣に提出す

ること。

(２) 届出書の添付書類

別紙１の様式第２号、第４号、第６号、第７－１号、第７－２号、第８－

１号、第８－２号、第９号及び倫理審査委員会の開催要項を添付すること。

(３) 届出書提出後の手続

① 既評価技術については、当該届出書を提出した保険医療機関が先進医療

Ｂを実施する医療機関として認められた場合に、先進医療実施届出書を受

理したものとする。

② 届出書を受理した旨の通知を受けた地方厚生（支）局長は、厚生労働省

保険局医療課から送付される届出書をもとに、届出書を提出した保険医療

機関宛に対して文書により受理した旨を速やかに通知すること。

③ 当該通知を受けた保険医療機関は、厚生労働大臣が当該届出書を受理し

た日の属する月の翌月（受理した日が月の初日であるときは、その日の属

する月）より当該既評価技術について保険診療と併用できるものとする。

４ 届出書の取下げに係る手続

先進医療実施届出書を提出後に、何らかの理由により届出書を取り下げる場合

には、先進医療Ｂを実施しないこととなる日の60日前までに、別紙５の様式第１



号（添付書類を含む。）を、厚生労働省医政局長を経由して、厚生労働大臣に提

出すること。

５ 既評価技術に係る届出事項の変更に係る手続

既に届出書が受理されている保険医療機関において、届け出ている事項に変更

が生じた場合には、別紙６の様式第１号（添付書類を含む。）を、厚生労働省医

政局長を経由して、厚生労働大臣に提出すること。

なお、次に掲げる事項に変更が生じた場合には、別紙６の様式第２号（添付書

類を含む。）を、届出書を提出した保険医療機関の所在地を管轄する地方厚生（

支）局長に送付するものとする。

(１) 先進医療の実施責任者

(２) 先進医療に係る費用

６ 先進医療において使用される未承認等又は適応外使用の医薬品若しくは医療機

器について薬事承認があった場合の取扱い

（１）先進医療Ｂ（第２の３に該当する場合に限る。）において使用される医薬品

・医療機器のすべてについて、薬事法上の承認等が得られた結果、当該先進医療

が先進医療Ｂの対象ではなくなる場合であって、引き続き先進医療Ａとして継続

することが適当な場合には、当該先進医療について先進医療会議において科学的

評価を行い、先進医療Ａとして施設基準を設定することとする。この場合におい

て、当該先進医療を実施していた保険医療機関については、第３に規定されてい

る手続は要しないが、先進医療会議における科学的評価を適切に行うことを目的

として、書類等について当該保険医療機関に対し適宜提出を求める場合があるの

で、留意すること。

（２）先進医療Ｂ（第２の３に該当する場合に限る。）において使用される医薬品

・医療機器のすべてについて薬事法上の承認等が得られた結果、当該技術が保険

適用の対象となる場合には、当該先進医療について、先進医療告示から取り消す

ものとする。

７ 先進医療の定期・総括報告、立ち入り調査等

（１）実績の公表

先進医療Ｂを実施している医療機関（以下「実施医療機関」という。）は、先

進医療Ｂに係る実施状況等について公表すること。なお、厚生労働科学研究の募

集要項（計画の公表）、臨床研究に関する倫理指針の実績の公表方法を準用する

こと。



（２）定期報告

定期報告については、第３の８の（１）の例によること。

（３）実績報告

先進医療会議等において承認された試験期間中に実績報告を求められた技術に

ついては、求められた試験期間又は症例数に達した場合、速やかに厚生労働省医

政局長を経由して厚生労働大臣に報告すること。

（４）総括報告

先進医療会議において承認された試験期間若しくは症例登録が終了した場合又

は試験期間若しくは症例登録が終了していない場合でも、試験を終了する場合に

は、別紙７の様式第１号を厚生労働省医政局長を経由して厚生労働大臣に報告す

ること。

ただし、平成24年９月30日時点で、先進医療告示第３各号に掲げる先進医療と

して実施しているものについては、この限りではない。

（５）安全性報告

安全性報告については、第３の８の（３）の例によること。

（６）健康危険情報に関する報告

健康危険情報に関する報告については、第３の８の（４）の例によること。

（７）薬事法に基づく申請等が行われた場合の報告

第２の２又は３に該当する先進医療に係る医薬品・医療機器について、企業か

ら薬事法に基づく申請等が行われた場合は、厚生労働省医政局長及び厚生労働省

保険局長に報告すること。

（８）立入調査

実施医療機関は、試験実施中の試験実施計画書、症例記録の確認、臨床研究に

関する倫理指針に規定する要件への適合状況の確認等のため、厚生労働省が事前

の通告なく行う立入調査等に応じること。

（９）説明責任

実施医療機関は、先進医療Ｂの個別の医療技術に関する説明責任は、実施医療

機関にあるものとし、当該実施医療機関の開設者は、適切に説明責任を果たせる

よう、予め、十分な検討を行い、必要な措置を講ずること。

（10）その他

厚生労働省からの指示等があった場合には、実施医療機関は、当該指示等に従

うこと。

８ 先進医療技術審査部会による技術的妥当性、試験実施計画等の審査等

先進医療Ｂに係る新規技術の審査、協力医療機関の追加又は総括報告書等の評



価については、先進医療会議の先進医療技術審査部会において技術的妥当性、試

験実施計画等を審査し、その結果を先進医療会議に報告する。また、当該技術的

妥当性、試験実施計画等の審査については、評価対象技術の安全性等に鑑み先進

医療会議が認めた場合には、高度の知見を有する外部機関に評価を行わせること

ができる。なお、外部機関における評価の実施については、その具体的なあり方

を厚生労働省において検討し、その結論を得てから、行うこととする。

９ 実施後の取扱い

先進医療会議等においては、実施医療機関からの報告等に基づき、計画の実施

状況、試験結果等について検討を行う。実施医療機関は、先進医療会議等におけ

る当該試験結果等の検討を踏まえた新たな試験計画に基づく先進医療Ｂに係る申

請、医薬品等の製造販売業者との協力による「適応外使用に係る医療用医薬品の

取扱いについて」（平成11年２月１日付研発第４号厚生労働省医政局研究開発振

興課長、医薬審発第104号厚生労働省医薬食品局審査管理課長通知）等の適用や治

験への可能性等について、厚生労働省医政局研究開発振興課に相談すること。

なお、先進医療会議等における検討の結果、当該先進医療Ｂの実施が不適当と

判断された場合には、先進医療告示から取り消すものとする。

10 取消しに係る手続

地方厚生（支）局長は、厚生労働大臣から先進医療Ｂを先進医療告示から取り

消す旨の通知を受けた場合は、当該先進医療Ｂに係る届出を行っている保険医療

機関に対して文書によりその旨を速やかに通知すること。なお、保険医療機関へ

の通知に当たっては、先進医療告示から取り消された日から、保険診療との併用

ができない旨を併せて通知すること。

11 未承認若しくは適応外の医薬品又は医療機器を用いる医療技術に係る留意事項

関係する法令又は指針の遵守の下で行われた当該施設において数例以上の臨床

使用実績があること及びその１症例ごとに十分な検討がなされていることが必要

である。

ただし、これを満たさない場合であっても、申請された個々の医療技術の特性

に応じて、早期・探索的臨床試験拠点、臨床研究中核病院等の高度で質の高い臨

床研究を実施することができる医療機関において、当該医療技術を有効かつ安全

に実施できることが明らかである場合には、この限りではない。

12 その他



上記の各届出書等の提出に当たっては、別添の「先進医療に係る届出書等の記

載要領等について」を参考にすること。

第５ 先進医療実施届出書の提出に係る留意事項

保険医療機関が先進医療実施届出書を提出するに当たっては、事前に厚生労働省

に相談することとし、医政局研究開発振興課に事前相談申込書を提出すること。

第６ 医薬品及び医療機器の入手等

未承認等若しくは適応外の医薬品又は医療機器の入手については、「臨床研究に

おいて用いられる未承認医療機器の提供等に係る薬事法の適用について」（平成22

年３月31日付薬食発0331第７号）及び「「臨床研究において用いられる未承認医療

機器の提供等に係る薬事法の適用について」に関する質疑応答集（Ｑ＆Ａ）につい

て」（平成23年３月31日付薬食監麻発0331第７号）の考え方に基づき、適切に行う

こと。

第７ 先進医療による成果の活用

１ 治験に先立って実施される未承認医薬品や再生医療、個別化医療に係る先進医

療の成果については、薬事戦略相談を活用することにより、薬事承認申請の効率

化を可能とする。

２ 適応外薬に係る先進医療の成果については、国際的な論文等として公表された

場合、効能追加に係る薬事承認申請の効率化を可能とする。

３ 未承認又は適応外医療機器に係る先進医療の成果については、国際的な論文等

として公表された場合、薬事承認申請の効率化を可能とする。なお、薬事戦略相

談を活用することも可能である。

第８ 既評価技術の再評価

先進医療については、診療報酬改定、所定の評価期間等の終了に合わせて、その

有効性、安全性等を評価するとともに、薬事承認の状況等を踏まえ、必要に応じて

保険導入、先進医療告示からの取消等（試験実施計画書の変更を含む。）の検討を

行う。

なお、薬事法の対象とならない再生医療、細胞医療等の技術についても、社会的

妥当性等に留意しつつ、保険収載の必要性を検討する。

第９ 経過措置

平成24年９月30日までに、先進医療として申請された新規技術に係る取扱いにつ



いては、なお従前の例によることとする。ただし、当該技術の科学的評価等につい

ては、先進医療会議において行うものとする。
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別添 

先進医療に係る届出書等の記載要領等について 

 
 先進医療に係る届出書の様式及び実績報告等については、以下の留意点に従い記載する

こと。 

 
第１ 別紙１について 

１．開設者氏名 

国立高度専門医療研究センター等が届出する場合であって、その内部で権限の委任が行

われているときは、「開設者氏名」欄に病院の管理者氏名を記載しても差し支えないこと。 

 
２．先進医療実施届出書（様式第１－１号及び様式第１－２号） 

（１）事務担当者のE-mailアドレスについては、担当者が変更になった場合でも、連絡可

能なアドレスを記載することが望ましい。 
（２）被験者等への同意については、説明方法、説明時期などインフォームドコンセント

の方法を記載すること。また、「注」にある必須事項についてすべて記載した同意文

書の雛形を添付すること。なお、先進医療Ａの場合は、必ずしも記載する必要はない。 
（３）補償の有無については、先進医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の補償のた

めの補償金、医療費、医療手当（交通費等）の支給がある場合には、「有」と記載す

ること。 
（４）保険への加入の有無については、先進医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の

補償のための措置として、保険に加入している場合には、「有」と記載すること。 
（５）その他の措置については、先進医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の補償の

ための措置として講じている保険への加入以外の措置の内容（例：健康被害に対する

医療の提供及びその他の物又はサービスの提供）を記載すること。 

 
３．先進医療の実施診療科及び実施体制（様式第２号） 

（１）「申請医療機関：先進医療の届出を行う医療機関」、「調整医療機関：先進医療Ｂを

多施設共同研究として実施する際において、協力医療機関からの届出を取りまとめて代行

する医療機関」及び「協力医療機関：先進医療Ｂを多施設共同研究として実施する際にお

いて、先進医療に係る協力を申請医療機関に対して行う医療機関」 
 ① 記載する必要がある場合には、申請医療機関が、調整医療機関及び協力医療機関に

ついても併せて記載し、提出すること。なお、調整医療機関については、必ずしも選

定する必要はない。 
② 当直体制については、当直医師が所属する診療科名、当直医師の人数を記載するこ

と。 
 ③ 医療安全対策については、医療安全責任者氏名、医療安全委員会の開催の頻度、開
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催日等を記載すること。 
④ 協力医療機関が多数の場合には、必要項目の一覧表を作成し、添付すること。 

 
（２）倫理審査委員会の構成員及び承認年月日 
① 「申請医療機関」、「調整医療機関」、「協力医療機関」すべてについて、「倫理審査

委員会の構成員及び承認年月日」を記載すること。 
② 倫理審査委員会の構成員について、「医学・医療の専門家等自然科学の有識者」、「

法律学の専門家等人文・社会科学の有識者」、「一般の立場を代表する者」のいずれに

該当するかを明記するとともに、「外部委員」である場合には、その旨を記載するこ

と。また、男女の別についても記載すること。 
③ 臨床研究の倫理指針において、倫理審査委員会の運営に関して定められた細則を遵

守していることを明記すること。 
④ 先進医療Ａの場合は、倫理審査委員会に限らず、個別症例の治療方針を検討する医

の倫理委員会などでも構わない。 

 
４． 先進医療の実施計画（様式第３号） 

（２－１）使用する医薬品又は医療機器 
① 「使用する医療機器」には、先進医療として使用するレーザー手術装置、画像診断

装置等の医療材料（ディスポ-ザブル）以外の医療機器について記載すること。 

② 「使用する医療材料（ディスポ-ザブル）及び医薬品」については、先進医療とし

て使用するカテーテル、ステント等の医療材料及び医薬品について記載すること。 

③ 「薬事法承認番号」欄については必ず記載すること。なお、薬事法上、未承認又は

未認証の場合は、記載する必要はない。 

④ 「薬事法承認又は認証上の適応」については、使用する医療機器及び医薬品につい

て、薬事法上の使用目的、効能及び効果を記載すること。なお、薬事法上、未承認又

は未認証の場合は、記載する必要はない。 

⑤ 「薬事法上の適応外使用の該当」については、使用する医療機器及び医薬品につい

て、薬事法上の使用目的、効能及び効果を確認の上、当該技術における使用が適応外

に該当するかについて記載すること。なお、適応外に該当する場合は「適応外」、承

認された範囲内の使用であれば「適応内」と記載すること。 

⑥ 当該技術が先進的な医療機器の使用を中心とした技術である場合は、当該医療機器

について承認書の「使用目的、効能及び効果」の記載部分のコピー添付すること。 

⑦ 使用する医療機器又は医薬品が薬事法において適応外使用に該当する場合は、当該

医療機器又は医薬品について適応拡大に伴う薬事法一部変更申請の状況等について、

製造販売業者等に確認の上で記載すること。 

⑧ 医療機器、医療材料又は医薬品が薬事法上の未承認又は適応外使用に該当する場合

には、使用方法等の情報についても記載すること。 
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（２－２）海外での承認に関する情報 
 ＦＤＡ承認、ＥＭＡ承認、ＣＥマークの取得以外に、海外における承認等がある場

合には記載すること。また、欧米における保険適用の有無についても調査し、記載す

ることが望ましい。 

 
（３）期待される適応症、効能及び効果 
① 従来から同一の目的で実施されている治療法等がある場合には、当該治療法等の内

容を記載の上、従来の方法と比較して、当該技術の有効性に関して記載すること。 
② 申請医療機関等における実績について具体的なデータを簡潔に記載すること（例 

○例中●例においては、△▲の結果であった）。 
③ 文献等において示された有効性を簡潔に記載すること。 
④ 当該技術が検査の場合には、診断の結果がいかなる治療の選択につながるのかにつ

いて具体的に記載すること。 

 
（４）予測される安全性情報 
① 申請医療機関等において、当該技術を実施した実績がある場合には、その際の有害

事象の発生状況について簡潔に記載すること。また、文献等において当該技術に係る

有害事象の報告がなされている場合には、その概要を記載すること。 
② 適応外使用の医薬品又は医療機器については、適応症として使用された際の有害事

象の発生状況について記載すること。 
③ その他、使用する医薬品又は医療機器の特性から予想される安全性情報についても

記載すること。 

 
（５）被験者の適格基準及び選定方法 
 ① 選定基準及び除外基準を明確に記載すること。なお、被験者の基準が学会のガイド

ライン等により定められている場合には、記載すること。 
 ② 候補から選定までの方法を記載すること。 

 
（６）治療計画 

 当該医療技術の実施方法を具体的に記載すること。なお、本欄の記載のみでは内容

の把握が困難であると予想されるような技術については、その方法を詳記し別途添付

すること。 
  （例）検査 … 検体内容、検体採取方法、検査方法、主な使用機器の使用方法 等 
     手術 … 術式、主な使用機器の使用方法 等 

 
（７－１）有効性及び安全性の評価 
① 収集する情報、有効性及び安全性の評価方法等を具体的に記載すること。また、既

存の治療方法との比較や、術前と術後の比較により、当該技術が有効であったと判断
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する場合の判定方法を詳細に記載すること。 
② 安全性を評価するために収集する有害事象を明確に記載すること。 

 
（７－２）予定の試験期間及び症例数 

①  予定試験期間、予定症例数及び既に実績のある症例数について、記載すること。

なお、先進医療Ａの場合は、必ずしも記載する必要はない。 

② 適応症に該当する実績症例を記載すること。また、当該技術が検査法である場合

は、「治療経過」の欄について、診断までの経過のみではなく、その診断の結果を踏

まえ方針を決定した治療についても記載すること。 

③ 有効性が認められなかった事例、安全上の問題が発生した事例等について記載す

ること。 

④ 予定の試験期間及び症例数を設定した根拠についても記載すること。なお、先進

医療Ａの場合は、必ずしも記載する必要はない。 
⑤ 生物統計学的設定根拠をできる限り記載すること。なお、先進医療Ａの場合は、

必ずしも記載する必要はない。 

 
（８）モニタリング体制及び実施方法（先進医療Ａの場合は、必ずしも記載する必要はな

い。） 
① 先進医療実施医療機関において、実施責任医師、先進医療を実施する医師等の先進

医療に携わる者において、治療結果、有害事象の発生状況等に関する情報の共有等を

行うための方法について記載すること。 
② 多施設共同研究の場合には、先進医療実施医療機関間において、治療結果、有害事

象の発生状況等に関する情報の共有等を行うための方法についても記載すること。 
③ 先進医療実施医療機関において、試験計画の進捗状況を管理する体制及び実施方法

について記載すること。 
④ 多施設共同研究の場合には、先進医療実施医療機関間において、試験計画の進捗状

況を管理する体制及び実施方法についても記載すること。 

 
（９）被験者等に対して重大な事態が生じた場合の対処方法及び補償内容 
① 補償の有無については、先進医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の補償のた

めの補償金、医療費、医療手当（交通費等）の支給がある場合には、「有」と記載す

ること。 
② 保険への加入の有無については、先進医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の

補償のための措置として、保険に加入している場合には、「有」と記載すること。「有

」と記載した場合については、その内容についても記載すること。 
 ③ その他の措置については、先進医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の補償の

ための措置として講じている保険への加入以外の措置の内容（例：健康被害に対する

医療の提供及びその他の物又はサービスの提供）を記載すること。 
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（１０）試験に係る記録の取扱い及び管理・保存方法 
① 診療情報の管理方法だけでなく、有効性、安全性の評価等を行うための記録につい

て、保管場所、記録の入力・閲覧を行う者の範囲等を明確に記載すること。 
② 記録を保管するコンピュータが、インターネットに接続されていない場合や、情報

にアクセスする際にＩＤ及びパスワードの入力を必要とする場合には、その旨を記載

すること。 
③ 協力医療機関において、内容が異なる場合には、協力医療機関における取扱い及び

管理・保管方法についても記載すること。 
④ 調整医療機関等が、一元的に試験に係る記録を管理・保管する場合には、具体的な

連携方法を記載すること。 
⑤ 治験センター等の外部機関を活用する場合には、その旨を記載すること。 

 
（１１）患者負担について 
   先進医療に係る患者負担額（様式第５号、様式第６号及び様式第７－１号の「先進

医療にかかる費用」欄と一致していること。）を具体的に記載すること。 

 
（１２）起こりうる利害の衝突及び研究者等の関連組織との関わり（先進医療Ａの場合は、

必ずしも記載する必要はない。） 
 企業等に対して、人材派遣・会議手配・試験実施計画書の作成補助・データ形成等

を依頼する予定がある場合には記載すること。 

 
（１３）個人情報保護の方法（先進医療Ａの場合は、必ずしも記載する必要はない。） 

 匿名化を行う時期、方法について、具体的に記載すること。 

 
（１４）試験計画の公表方法（先進医療Ａの場合は、必ずしも記載する必要はない。） 
   登録済みの項目があれば、ID番号まで記載すること。 

 
（１５）技術的成熟度 
（１６）社会的妥当性（社会的倫理的問題等） 
（１７）現時点での普及性 
（１８）将来の保険収載の必要性 
   先進医療の適格性の観点から、具体的に記載すること。 

 
（１９）文献情報 

① 当該リストに挙げる文献については、当該技術が個人的な研究段階ではなく、学

会等で評価されているものであることを示すものでなければならない。このため、

査読のある雑誌に収載された原著論文であることが望ましい。 

なお、先進医療の内容を論述した論文及び先進医療の有効性及び安全性を評価した
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原著論文については、教科書の抜粋、学会抄録及び研究費の報告書は認められない。 

②  論文に示された技術は当該技術と同一の内容でなければならない。 

 

５．先進医療の内容（概要）（様式第５号） 

（１）「適応症」欄には、対象となる負傷、疾病又はそれらの症状を記載すること。 
（２）「内容」欄には、当該技術の内容を簡潔に記載し、先進性、概要、効果、先進医療

にかかる費用（様式第３号の「患者負担について」欄、様式第６号及び様式第７－１

号の「先進医療にかかる費用」欄と一致していること。）等について記載すること。 
 ①「先進性」 
   対象となる負傷、疾病又はそれらの症状（病態、発生頻度、推定患者数、標準的な

診断法や治療法等）を簡潔に概説し、当該技術の優位性について、同一の目的で実施

されている従来の医療技術と比較して記載すること。 
 ②「概要」 
   当該技術を実施する際の具体的手法について、時系列に沿って簡潔に記載すること。 
 ③「効果」 
   当該技術の対象となった患者に与える効果について記載すること。特に、検査に係

る技術の場合は、診断結果の有用性について、具体的に記載することが望ましい。 
 ④「先進医療にかかる費用」 
   先進医療にかかる費用の一部又は全部を患者の自己負担としない場合には、医療機

関が負担する額及び患者に請求する額を明記すること。 

 
６．先進医療に要する費用（様式第６号） 

（１）「先進医療にかかる費用」欄については、様式第３号の「患者負担について」欄、

様式第５号及び様式第７－１号の「先進医療にかかる費用」欄と一致していること。 
（２）先進医療に関する費用については、典型的な症例について試算したものであり、あ

くまで参考額であることに留意されたい。 
（３）典型的な症例について、原則として健康保険被保険者本人の場合として記載するこ

と。ただし、やむを得ず他の場合として計算した場合にはその旨を記載すること。 
（４）添付する「保険外併用療養費分」の内訳は、診療報酬明細書の記載に準ずること。

なお、内訳とは、「診療報酬の算定方法」（平成20年厚生労働省告示第59号）におけ

る個々の診療報酬点数ごとに内訳を示したものをいい、「検査」や「手術」といった

部ごとに診療報酬点数を合計したものではないため、留意すること。 

 
 
７．先進医療に係る費用の積算根拠（様式第７－１号及び第７－２号） 

（１）「先進医療にかかる費用」欄については、様式第３号の「患者負担について」欄、

様式第５号及び様式第６号の「先進医療にかかる費用」欄と一致していること。 

（２）「医療機器使用料の内訳」欄の積算方法については以下のとおりである。 
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ア 機器使用料は使用機器の1回償却費の積算により算出すること。 

イ 償却費 ＝ 購入価格 ― 残存価格 

ウ 年間償却費 ＝ 償却費 ÷ 耐用年数 

エ １回償却費 ＝ 年間償却費 ÷ 年間使用回数 

オ 届出の時点で耐用年数を過ぎた使用機器については、償却費は発生しないものと

して積算すること。 

（３）「人件費の積算根拠」の欄については、職種・単価・所要時間を明記すること。 

 

８．先進医療の実施科及び実施体制（様式第８－１号及び第８－２号） 

（１）「実施診療科」欄については、医療機関が広告可能な診療科名を記載すること。 

（２）当該技術の経験症例数については、当該技術が手術等である場合は、助手としての

経験症例数及び術者としての経験症例数を記載すること。また、検査等については、

実施者としての経験症例数を、「術者（実施者）としての経験症例数」欄に記載する

こと。 

（３）経験症例数とは、有効かつ安全に実施した症例数であること。 

（４）診療科別の常勤医師数については、各診療科の常勤医師数を記載すること。また、

病理部門、輸血部門等の診療科に準ずる部門において常勤医師が配置されている場合

は、当該部門についても記載すること。 

（５）その他については、学会認定施設、当該技術を自施設内で全て実施すること等の要

件を記載すること。 

 

９．先進医療を実施可能とする保険医療機関の要件として考えられるもの（様式第９号） 

（１）届出を行う保険医療機関において、当該技術を適切に実施するに当たり必要と考え

られる保険医療機関の要件について記載すること。 

（２）「当該技術の経験症例数」については、当該技術が手術等である場合は、助手とし

ての経験症例数及び術者としての経験症例数を記載すること。また、検査等について

は、実施者としての経験症例数を、「術者（実施者）としての経験症例数」欄に記載

すること。 

（３）「診療科」については、病理部門、臨床検査部、輸血部等の診療科に準ずる部門に

ついても必要に応じて記載すること。 

（４）「頻回の実績報告」については、当該技術の安全性及び有効性を確認する観点から、

当面の間、頻回の実施状況を必要とすると考えられる場合に記載すること。 

 

10．協力医療機関に係る届出（先進医療Ｂのみ） 

先進医療実施届出書様式第１－１号、第２号、第４号及び第６号から第９号を使用す

ることとなるが、記載内容については上記２、３及び６から９と同様であること。なお、

様式第９号については、申請医療機関が作成したものと同じものを添付すること。 
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第２ 別紙２について 

１．様式第８号及び様式第９号を除き、別紙１の記載要領を参照すること。 

 

２．先進医療における委託業務の実施内容（様式第８号） 

（１）「委託する業務の内容（概要）」には、当該先進医療技術のうちで委託する業務の内

容を簡潔に記載すること。 

（２）委託側医療機関について 

「遺伝カウンセリングの実施体制」及び「検体品質管理が可能な実施体制」の有無

をそれぞれ記載すること。なお、これらの実施体制が全ての先進医療において必須で

あるというものではない。 

（３）「委託業務の担当医師」は、様式第１号における先進医療の実施責任医師と同一の

者とすること。 

（４）受託側医療機関について 

受託しようとする医療機関は、当該先進医療について、既に先進医療実施機関とし

て届出がなされ、かつ当該先進医療の実績を有しているものに限られる。「既実施症

例数」には、受託側医療機関が当該先進医療の実施を開始してから、新規共同実施の

届出を提出するまでの期間における先進医療実施症例数を記載すること。なお、症例

数自体については、一の位を四捨五入する等、概数の記載で差し支えない。 

（５）「受託業務の担当医師」は、受託側医療機関の常勤医師であって、当該受託業務全

般について把握している医師について記載すること。また、当該医師は、受託側医療

機関自体の先進医療施設届出において、「先進医療の担当医師」として記載がなされ

ている者と同一であることが望ましい。 

 

３．先進医療における委託業務の実施方法（様式第９号） 

患者から検体を採取してから、患者に検査結果が説明されるまでの全過程について、

詳細に記載すること。具体的には、検体の採取方法、検体の保管方法（温度管理等を含

む。）、検体の搬送方法、患者名の匿名化方法、検査結果の送付方法、検査記録の保管方

法、残余検体の処理方法、搬送時に検体紛失等の問題が生じた場合の対処方法等に記載

し、各過程において、委託側・受託側いずれの医療機関が責任を有するかを明記するこ

と。 

また、上記の内容について、受託側医療機関と取り交わした文書を必ず添付すること。

添付する各文書の様式は問わないが、契約書、検査依頼書及び検査結果通知書の雛型の

添付は必須とする。 

 

第３ 別紙３について 

  別紙１の記載要領を参照すること。 

 

第４ 別紙４について 
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  別紙１及び別紙２の記載要領を参照すること。 

 

第５ 別紙７について 

１．先進医療に係る定期・総括報告について（様式第１号） 

（１）先進医療Ａの場合は、「１．標題」「２．概要」のみ記載すること。 

（２）先進医療Ｂの定期報告の場合は、「１．標題」「２．概要」のみ記載すること。 

（３）先進医療Ｂの総括報告の場合は、全て記載すること。 

（４）別添の実績報告については、先進医療を実施した全症例について記載すること。 

（５）先進医療Ａの定期報告については、各医療機関から報告すること。なお、複数の医

療機関分をとりまとめの上、報告することができることとする。その際、医療機関ご

との件数を明記すること。 

（６）先進医療Ｂの定期報告及び総括報告については、申請医療機関が協力医療機関分も

とりまとめの上、報告すること。 

 

２．実績報告について（様式第１号別添） 

（１） 「診断名」欄については、主たる病名を記入すること。 

（２） 「初回実施日」欄については、先進医療を実施した初回年月日を記入すること。 

（３） 「入院期間」欄については、先進医療を受けるために入院した期間をすべて合計

して記入すること。実績報告対象期間以降も継続して入院中の場合は、それまでの

入院期間を合計したものを記入すること。 

（４） 「実施回数」欄については、実績報告対象期間中に当該患者に対して、先進医療

を実施した回数を記入すること。 

（５）「転帰」欄については、「治癒」､「死亡」､「中止」のいずれかを記入すること。

なお、技術が検査や診断の場合においては、その技術を施行することにより確定診

断等となったため、次の治療に繋がった場合は「継続」、その検査・診断法そのも

のが不可で、次の治療に繋がらなかった場合は「中止」を記入すること。ただし、

記入時に継続中の場合は、「継続」と記入すること。 

（６） 「保険外併用療養費分」欄については、診療報酬明細書の合計（入院時食事療養

費も含む）の金額、つまり保険給付される総額のうち、保険者負担分を記入するこ

と。 

（７）「保険外併用療養費分に係る一部負担金」欄については、前記（６）の被保険者負

担分を記入すること。 

（８） 「先進医療費用」欄については、先進医療そのものに要した費用（保険外の特別

料金部分）のうち、「患者負担」と「その他」を区分して記入すること。なお、

「その他」については、「患者負担」以外（研究費等を含む。）を記入すること。 

（９）「評価結果」欄については、当該技術の特性を鑑みて有効、無効、不明の別がわか

るように記載すること。 

   なお、試験実施計画の内容（ランダム化比較試験など）によっては、症例毎の「評
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価結果」欄の記載を省略することができる。 

（10）「コード番号」欄は、年度毎に示す「先進医療コード表」に基づき、該当する番号

を「機関別番号－（告示）番号－Ａ又はＢ」の順に記入すること。 

（11）実績報告の対象となる先進医療の有効性・安全性等の評価をするにあたり、当該先

進医療を実施後、当該医療機関で実施された先進医療のデータ等に基づき作成された

原著論文がある場合には、代表的な原著論文１編を添付すること。 

 

３．先進医療に係る重篤な有害事象等報告書について（様式第２号） 

当該技術の実施に伴い重篤な有害事象等の発生があった症例について、それぞれ記載

すること。 

  なお、当該技術の実施に伴い重篤な有害事象等の発生があった場合には、まず、厚生

労働省医政局研究開発振興課に連絡をすること。 

 

４．先進医療に係る健康危険情報について（様式第３号） 

（１）当該技術に係る健康危険情報を把握した場合に記載すること。 

（２）「情報に関する評価・コメント」については、以下のグレード分類において該当す

るものを記入の上、当該情報についてのコメントを記載すること。なお、国外の関係

機関とは、世界保健機関、米国食品医薬品庁、米国防疫センター等を指すものである。 

① グレードＡ情報：重要情報 

・ 本邦において何らかの健康への影響がある可能性があり、緊急性が高く、科学

的根拠が明確である場合 

・ 本邦において何らかの健康への影響がある可能性があり、緊急性が高く、科学

的根拠は明確ではないが重大な健康問題になると予測される場合 

・ 本邦において何らかの健康への影響がある可能性があり、緊急性が高く、国外

の関係機関が重大な健康問題として警告している場合 

② グレードＢ情報：情報提供・経過注視 

・ 本邦において何らかの健康への影響がある可能性があるが、緊急性が高くない

場合 

・ 本邦において健康への影響がある可能性は低いが、国外の関係機関が重大な健

康問題として警告している場合 

・ 本邦において健康への影響がある可能性は低いが、科学的根拠が明確である場

合 

③ グレードＣ情報：参考情報 

・ 本邦において健康への影響がある可能性は低く、科学的根拠も明確ではない場

合 

・ 既知の情報である場合 

・ 国内対策が既に行われている場合 
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第６ その他 

１．先進医療実施届出書、添付書類等の用紙は、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

２．事前相談後、６ヶ月を経過した場合は申請前に再度、事前相談を申し込むこと。  
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ＦＡＸ：０３－３５０３－０５９５ 

厚生労働省医政局研究開発振興課 先進医療担当宛 

 

先進医療に係る事前相談申込書 
 

※ 事前相談の当日は、下記の書類を当方分として５部印刷したものをご準備ください。 

（１） 先進医療実施届出書（案）及び添付書類一式 

（２） 技術の内容を解説した資料（図表など用いた解説書） 

医療機関名 

 

 

担当者の所属及び氏

名 

 

連絡先 TEL  ： 

FAX  ： 

e-mail： 

医療技術名 

 

 

使用する医薬品又は

医療機器 

（一般名、製品名、

企業名、使用方法、

未承認、適応外の内

容がわかるように記

載） 

 

相談希望日時 

（原則、平日の午後

２時～５時） 

第１希望   月   日   時 ～   時 

第２希望   月   日   時 ～   時 

第３希望   月   日   時 ～   時 

訪問予定者の氏名 

（使用する医薬品・

機器の取扱企業担当

者も同行ください。） 

 

 

保険医療機関が想定

する先進医療の区分 

（先進医療Ａ・先進医療Ｂ） いずれかに○をつける 

注）事前相談の際の参考情報であり、区分は先進医療会議により決定されるものである。 
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先進医療実施届出書（新規・既存） 
（先進医療Ａ・先進医療Ｂ） 

（申請医療機関 ・ 協力医療機関） 

先 進 医 療 技 術 の 名 称   

実 施 医 療 機 関 の 名 称   

特 定 機 能 病 院 の 承 認 有 無  有（  年  月  日承認）・  無 

管 理 者 の 氏 名   
病 床 数       床 

実施責任医師 

所属部署及び役職  

氏 名  
電 話 番 号  FAX  

E - m a i l  

事 務 担 当 者  
 

所属部署及び役職  

氏 名  
電 話 番 号  FAX  

E - m a i l  

被験者等への同意  
手 続  

説 明 事 項 別添の同意文書のとおり 

補 償 

補 償 の 有 無  補償金  有・無  医療費  有・無  医療手当 有・無  

保険への加入の有無  有    ・   無 

その他の措置の内容   

実施科及び実施体制（協力医療機関を含む。）  先進医療実施届出書様式第 2 号のとおり 

実 施 計 画 （ プ ロ ト コ ー ル ） 先進医療実施届出書様式第 3 号のとおり 

倫 理 審 査 委 員 会 の 承 認 日 平成  年  月  日 

備 考 宣誓書、文献を添付します 

 
上記のとおり、申請します。 
 
平成  年  月  日     医療機関の所在地 
                医療機関の名称 
                開 設 者の氏名         印 
 
厚生労働大臣 殿 

様式第１－１号 

 
別紙１ 
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様式第１－２号 

 
 

新規施設届出書（先進医療Ａのみ） 

 

 ※１ 届出受理年月日    
実 施 し よ う と す る 
先 進 医 療 の 名 称 

 

管 理 者 氏 名  

 

実 施 責 任 医 師 

所 属 部 署  
（診療科）

及 び 役 職  

 

氏 名  

電 話 番 号  
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

事 務 担 当 者 

所 属 部 署  
及 び 役 職  

 

氏 名  

電 話 番 号  
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

  上記のとおり、別紙書類を添えて、届出を行います。 

 
   平成  年  月  日   医療機関の所在地 
                 医療機関の名称 
 
                 開設者氏名                       印 
 
   地方厚生（支）局長 殿 
 
 
 注) ※１欄には、記入しないこと。 
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先進医療の実施診療科及び実施体制 

（先進医療技術名：                   ） 

 
１．申請医療機関 

医 療 機 関 名  
実 施 診 療 科 名  
常 勤 医 師 数  病 床 数  

実施科の常勤医師数  実施科の病床数   

当 直 体 制  

医 療 安 全 対 策 
 
 
 

 
 
２．調整医療機関 

医 療 機 関 名  
実 施 診 療 科 名  
常 勤 医 師 数  病 床 数  

実施科の常勤医師数  実施科の病床数   

当 直 体 制  

医 療 安 全 対 策 
 
 
 

 
 

 

 所 属 科  役 職 氏 名 経験年数 当該療養経験年数  
実施責任医師      

実 施 者 
 

     
     

 所 属 科  役 職 氏 名 経験年数 当該療養経験年数  
実施責任医師      

実 施 者 
 

     
     

様式第２号 
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３．協力医療機関 

医 療 機 関 名  
実 施 診 療 科 名  
常 勤 医 師 数  病 床 数  

実施科の常勤医師数  実施科の病床数   

当 直 体 制  

医 療 安 全 対 策 
 
 
 

 
 

 

４．倫理審査委員会の構成員及び承認年月日 

 

 所 属 科  役 職 氏 名 経験年数 当該療養経験年数  
実施責任医師      

実 施 者 
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先進医療の実施計画 

１．先進医療技術の名称 

 

２－１．使用する医薬品又は医療機器について 

 

①使用する医療機器（未承認又は適応外のものから記載すること。） 

医 療 
機器名 

製造販売業
者名及び連
絡先 

型 
式 

薬事法承認 
又は 
認証番号 
（１６桁） 

薬事法承認 
又は 

認証上の適応 
（注１） 

薬事法上の 
適応外使用 
の該当 
（注２） 

      

      

      

      

      

  

②使用する医療材料（ディスポーザブル）及び医薬品 

（未承認又は適応外のものから記載すること。） 

品目名 製造販売業
者名及び連
絡先 

規 
格 

薬事法承認 
又は 
認証番号 
（１６桁） 

薬事法承認 
又は 

認証上の適応 
（注１） 

薬事法上の 
適応外使用 
の該当 
（注２） 

      

      

      

      

      

  

③医療機器、医療材料又は医薬品が薬事法上の適応外使用に該当する場合の薬事法承認 

一部変更申請状況 

医療機器名又は品目名 薬事法承認一部変更申請状況 

  

  

  

 

④医療機器、医療材料又は医薬品が薬事法上の未承認又は適応外使用に該当する場合の使

用方法等 

 

 

 

様式第３号 
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⑤未承認又は適応外の場合は、□にレと記載する。 

 

注１）薬事法承認又は認証上の使用目的、効能及び効果を記入すること。 

注２）薬事法において適応外使用に該当する場合は「適応外」、薬事法で承認された適応の範囲内の使用 

の場合は「適応内」と記載すること。 

 

 

□ 
当該医薬品・医療機器について、薬事承認の申請時及び取得時において、

申請企業から情報提供がなされることとなっている。 

２－２．海外での承認に関する情報 

米国での薬事承認の状況 

 

 

欧州での薬事承認の状況 

 

 

 

２－３．使用する医薬品又は医療機器の入手方法及び管理方法 

他者からの提供の有無：（ 有 ・ 無 ）  

（有の場合）提供者名及び連絡先： 

 

入手及び管理方法の詳細： 

 

 

３．期待される適応症、効能及び効果 

適応症： 

 

効能・効果： 

 

 

４．予測される安全性情報 

 

 

 

５．被験者の適格基準及び選定方法 

 

 

 

様式第３号（つづき） 
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６．治療計画 

 

 

 

７－１．有効性及び安全性の評価 

 

 

 

７－２．予定の試験期間及び症例数 

予定試験期間： 

予定症例数： 

うち、既に実績のある症例数： 

①有効性が認められた事例 

区分 病名 入院期間 転帰 治療経過 

整理番号１  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

整理番号２  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

整理番号３  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

  他  例（病名ごとに記載すること） 

 

②有効性が認められなかった事例、安全上の問題が発生した事例 

区分 病名 入院期間 転帰 治療経過 

整理番号１  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

整理番号２  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

整理番号３  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

 他  例（病名ごとに記載すること） 

 

 

様式第３号（つづき） 
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予定試験期間及び予定症例数の設定根拠： 

 

８．モニタリング体制及び実施方法 

 

９．被験者等に対して重大な事態が生じた場合の対処方法及び補償内容 

補償金の有無：（有・無）  医療費の有無：（有・無）  医療手当の有無：（有・無） 

保険への加入の有無：（ 有 ・ 無 ） 

その他の措置の内容： 

 

１０．試験に係る記録の取扱い及び管理・保存方法 

 

１１．患者負担について 

 

１２．起こりうる利害の衝突及び研究者等の関連組織との関わり 

 

１３．個人情報保護の方法 

 

１４．試験計画の公表方法（下記のいずれかへの登録の有無） 

・大学病院医療情報ネットワーク（UMIN）「臨床試験登録システム」 （有・無・予定） 

「登録 ID番号：       」 

・（財）日本医薬情報センター（JAPIC）「臨床試験情報」 （有・無・予定） 

「登録 ID番号：       」 

・（社）日本医師会治験促進センター「臨床試験登録システム」 （有・無・予定） 

「登録 ID番号：       」 

・その他（                             ） 

１５．技術的成熟度 

 

１６．社会的妥当性（社会的倫理的問題等） 

 

１７．現時点での普及性 

 

１８．将来の保険収載の必要性 

 

１９．文献情報 

・先進医療の内容を論述した論文 

（実施結果の分析について言及しているものであること） 

 

 

・先進医療の有効性及び安全性を評価した原著論文 

（著書自らの研究結果に基づく論文をいう） 

様式第３号（つづき） 
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・当該保険医療機関における実績に基づく論文又は報告書 

（実施結果の評価について言及しているものであること） 

 

 

・その他参考となる論文 
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宣 誓 書 

（先進医療技術名：                   ） 

 
 
 （医療機関名）      は、下記の事項を宣誓します。 
 

記 
 
１． 申請医療機関が提出する先進医療に係る申請等（添付書類を含む。）に則

り、適切に実施すること。 
２． 先進医療に関する重篤な有害事象・不具合等が発生した場合には、適切

に対応すること。 
３． 試験実施中のプロトコール、症例記録の確認、臨床研究に関する倫理指

針に規定する要件への適合状況の確認等のため、厚生労働省が事前の通

告なく行う実地調査等に応じること。 
４． 厚生労働省担当部局の者の求めに応じて必要な事項を報告すること。 
５． 求められた報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、立入調査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、又は質問に対して、正当な理由なしに答弁せず、

若しくは虚偽の答弁をする等の不適切な対応をしないこと。 
６． 上記に反した場合には、厚生労働省の行う措置に従うこと。 
 
 
 
平成  年  月  日 
 
 
                医療機関の所在地 
                医療機関の名称 
                開設者氏名             印 
 
 
 
 
 
厚生労働大臣 殿 

様式第４号 
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先進医療の内容 （概要） 

 
先進医療の名称： 
適応症： 
 
内容： 
（先進性） 
 
 
 
 
 
（概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（効果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（先進医療にかかる費用） 
 
 
 
 
 

 

様式第５号 
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様式第６号 

先進医療に要する費用 

 先進医療の名称   

 
治療の概要 

( 様式第３号よ

り典型的な症例

を１つ選び出し

記入すること ) 

症例の整理番号 入院    日間 ・ 通院    日間 
 

保 
険 
者 
負 
担 

保険外併用

療養費分 

① 

 
 

                            円 

被 

保 
険 
者 
負 
担 

先進医療に

かかる費用 
                            円 
                      （     回 ） 

保険外併用 

療養費分 

に係る 

一部負担金 

 

円 

そ の 他 
［    ］                             円 

計 
②                             円 

そ  の  他 
［    ］③                             円 
合  計 

①＋②＋③                             円 
  
注１）典型的な事例について、健康保険被保険者本人の場合を記入すること。 

 注２）「 保険外併用療養費分 」の内訳を、必ず別紙として添付すること 
（様式は問わない）。 

    また、手術当日にかかった費用とそれ以外の費用を区分して記入すること。 
 注３）「先進医療にかかる費用 」の精算根拠を別紙様式第７－１号及び第７－２号 
    に記入すること。 
 注４）「 一部負担金 」には、高額療養費該当分を含む。 
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先進医療に係る費用の積算根拠 （その１） 

 

 

  
先進医療技術の名称  

１ 先進医療にかかる費用（ 患者一人当たり ） 
 （医療機器使用料）  （人件費）    （医療材料、医薬品等）  （その他） 

         円 ＋     円 ＋          円 ＋     円 ＝        円（四捨五入） 

 

２ 医療機器使用料の内訳 

機   器   名 型    式 
購 入 年 月 耐 用 年 数 償 却 費 年 間 使 用 回 数 

 
購 入 価 格 残 存 価 格 年 間 償 却 費 １ 回 の 償 却 費 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  

（一人当たり医療機器使用料の積算方法） 

                        ＝             円 

  

３ 人件費の積算根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 注１）本様式には、別紙１の様式第３号に記載した症例について記入すること。 

 注２）別紙１の様式第５号及び第６号において記載した「先進医療にかかる費用」と一致した数値と

すること。 

 

 

 
 

様式第７－１号 
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先進医療に係る費用の積算根拠 （その２） 

４ 医療材料及び医薬品の内訳 

 

品 目 名 称 
製造販売 

業 者 名 
規 格 数 量 購 入 価 使用回数 １回当たり所要額 

 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

合 計 － － － 円 － 円 

注）１回当たり所要額が１万円未満のものは一括して「その他」欄に記入すること。 

 

 

５ その他の内訳 

   

  

 注）本様式には、別紙１の様式第３号に記載した症例について記入すること。 

 

 

様式第７－２号 
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先進医療の実施診療科及び実施体制 （その１） 

 

 
先 進 医 療 

の 名 称 
  

 

 

 

１ 実施診療科 

   

 

 

 

２ 実施体制（実施責任医師及び実施者） 

 

 所属科 役職 氏名 資格 
当該診療科

経験年数 

当該技術 

経験年数 

助手 

としての 

経験 

症例数 

術者 

(実施者) 

としての 

経験 

症例数 

 

実施責任医師 

     

 

年 

 

 

年 

  

実 施 者      

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

    
 

年 

 

年 
  

    
 

年 

 

年 
  

 

 

 

 

 

３ 関連する学会等 

 

 

 
 
 

様式第８－１号 
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先進医療の実施診療科及び実施体制 （その２） 

４ 実施体制（医療機関の体制） 

 

病床数                           床 

 

常勤医師数   人   

診療科別の常勤医師数 

先進医療の担当科（  ） 人 

内  科 人 
外  科 人 
産婦人科 人 
精 神 科 人 
小 児 科 人 
整形外科 人 
脳 外 科 人 
皮 膚 科 人 
泌尿器科 人 
眼  科 人 
耳 鼻 科 人 
放射線科 人 
麻 酔 科 人 
歯  科 人 

   病理部門 人 
       人 
 人 
 人 
看護配置  

その他の医療従事者の配置  

当直体制  

緊急手術の実施体制  

院内検査（24時間体制）  

他の医療機関との連携体制 

（患者容態急変時） 
 

医療機器の保守管理体制  

倫理審査委員会の審査体制  

医療安全管理委員会の設置  

医療機関としての実施症例数  

その他  

  

 

 
 

 

様式第８－２号 
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先進医療を実施可能とする保険医療機関の要件として考えられるもの 

注 1）当該技術の経験症例数について、実施者［術者］としての経験症例を求める場合には、「実施者［術

者］として （  ）例以上・不要」の欄を記載すること。 
注 2）医師の資格（学会専門医等）、経験年数、当該技術の経験年数及び当該技術の経験症例数の観点を含

む。例えば、「経験年数○年以上の△科医師が□名以上」。なお、医師には歯科医師も含まれる。 

先進医療名及び適応症： 
Ⅰ．実施責任医師の要件 

診療科   要（        ）・不要    
資格   要（        ）・不要 
当該診療科の経験年数   要（  ）年以上・不要 

 当該技術の経験年数   要（  ）年以上・不要 
 当該技術の経験症例数 注 1） 

 
実施者［術者］として （  ）例以上・不要 

［それに加え、助手又は術者として （  ）例以上・不要］ 
 その他（上記以外の要件）  

Ⅱ．医療機関の要件 
診療科  要（        ）・不要 

実施診療科の医師数 注 2）  
       

  要・不要 
具体的内容： 

他診療科の医師数 注 2） 
 

  要・不要 
具体的内容： 

その他医療従事者の配置 
（薬剤師、臨床工学技士等） 

  要（        ）・不要 

病床数  要（     床以上）・不要 
看護配置     要（  対１看護以上）・不要 
当直体制  要（        ）・不要 
緊急手術の実施体制   要・不要 
院内検査（24 時間実施体制）  要・不要 
他の医療機関との連携体制 
（患者容態急変時等） 

要・不要 
連携の具体的内容： 

医療機器の保守管理体制  要・不要 
倫理審査委員会による審査体制  審査開催の条件： 

 
医療安全管理委員会の設置  要・不要 
医療機関としての当該技術の実施症例数  要（    症例以上）・不要 
その他（上記以外の要件、例；遺伝ｶｳﾝ

ｾﾘﾝｸﾞの実施体制が必要 等） 
  

Ⅲ．その他の要件 
頻回の実績報告  要（  月間又は  症例までは、毎月報告）・不要 
その他（上記以外の要件）  

様式第９号 
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先進医療に関する同意文書について 

 
下記については、同意文書に記載し被験者に対して説明した上で同意を得るべき事項で

あり、記載内容は、医療従事者でなくとも理解できるよう作成すること。また、同意につ

いては、文書により取得すること。 
 

記 
 
① 当該試験への参加が任意である旨。 
② 当該試験への参加に同意しないことをもって不利益な対応を受けないこと。 
③ 被験者はいつでも不利益を受けることなく撤回することができること。 
④ 被験者として選定された理由。 
⑤ 先進医療の意義、目的、方法及び期間。 
⑥ 実施者の氏名及び職名。 
⑦ 予測される当該試験の結果、当該試験に参加することにより期待される利益及び起こり

うる危険並びに必然的に伴う不快な状態、当該試験終了後の対応。 
⑧ 被験者及び代諾者等の希望により、他の被験者への個人情報保護や当該試験の独創性の

確保に支障がない範囲で、当該試験の計画及び当該試験の方法についての資料を入手又

は閲覧することができること。 
⑨ 個人情報の取扱い、提供先の機関名、提供先における利用目的が妥当であること等につ

いて倫理審査委員会で審査した上で、当該臨床研究の結果を他の機関へ提供する可能性

があること。 
⑩ 当該試験結果により特許等が生み出される可能性があること及び特許権等が生み出さ

れた場合の帰属先。 
⑪ 被験者を特定できないようにした上で、当該試験の成果が公表される可能性があること。 
⑫ 当該試験に係る資金源、起こり得る利害の衝突及び研究者等の関連組織との関わり。 
⑬ 当該試験に伴う補償の有無と、補償内容。 
⑭ 問い合わせ、苦情等の窓口の連絡先等に関する情報。 
⑮ 当該試験の重要性及び被験者の当該試験への参加が当該試験を実施するに当たり必要

不可欠な理由。 
⑯ 他の治療方法に関する事項。 
⑰ 診療記録の調査及びプライバシーの保護について。 
⑱ 健康被害が発生する可能性及びその場合に必要な治療が行われること。 
⑲ 倫理審査委員会の種類、各倫理審査委員会において調査審議を行う事項その他当該先進

医療に係る倫理審査委員会に関する事項。 
⑳ 費用負担について 
 
 

 

注 
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委託側新規共同実施届出書 
 
 

先 進 医 療 技 術 の 名 称  

実 施 医 療 機 関 の 名 称  

特 定 機 能 病 院 の 承 認 有 無 有（  年  月  日承認）・  無 

管 理 者 の 氏 名  
病 床 数      床 

実施責任医師 

所属部署及び役職  

氏 名  
電 話 番 号  FAX  

E - m a i l  

事 務 担 当 者 
 

所属部署及び役職  

氏 名  
電 話 番 号  FAX  

E - m a i l  

被験者等への同意 
手 続  

説 明 事 項 別添の同意文書のとおり 

補 償 

補 償 の 有 無 補償金  有・無 医療費  有・無 医療手当 有・無 

保険への加入の有無 有    ・   無 

その他の措置の内容  

実施科及び実施体制（協力医療機関を含む。）  様式第 2 号のとおり 

実 施 計 画 （ プ ロ ト コ ー ル ） 様式第 3 号のとおり 

倫 理 審 査 委 員 会 の 承 認 日 平成  年  月  日 

備 考 宣誓書、文献を添付します 

 
上記のとおり、申請します。 
 
平成  年  月  日     医療機関の所在地 
                医療機関の名称 
                開 設 者の氏名         印 
 
厚生労働大臣 殿 

様式第１－１号 

 
別紙２ 
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様式第１－２号 

 
 

委託側新規共同実施施設届出書 

 

 ※１ 届出受理年月日    
実 施 し よ う と す る 
先 進 医 療 の 名 称 

 

管 理 者 氏 名  

 

実 施 責 任 医 師 

所 属 部 署  
（診療科）

及 び 役 職  

 

氏 名  

電 話 番 号  
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

事 務 担 当 者 

所 属 部 署  
及 び 役 職  

 

氏 名  

電 話 番 号  
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

  上記のとおり、別紙書類を添えて、届出を行います。 

 
   平成  年  月  日   医療機関の所在地 
                 医療機関の名称 
 
                 開設者氏名                       印 
 
   地方厚生（支）局長 殿 
 
 
 注) ※１欄には、記入しないこと。 
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様式第１－３号 

 
 

受託側新規共同実施施設届出書 

 

 ※１ 届出受理年月日    
実 施 し よ う と す る 
先 進 医 療 の 名 称 

 

管 理 者 氏 名  

 

実 施 責 任 医 師 

所 属 部 署 
（診療科）

及 び 役 職 

 

氏 名  

電 話 番 号 
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

事 務 担 当 者 

所 属 部 署 
及 び 役 職 

 

氏 名  

電 話 番 号 
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 
  上記のとおり、別紙書類を添えて、届出を行います。 
  なお、当医療機関が受託側医療機関として先進医療を共同して実施する場合には、受託して行った検査の結 
果について委託側医療機関に対して報告する際に、臨床的意義等の適切な医学的解釈を含めて報告することに 
努めます。 

 
   平成  年  月  日   医療機関の所在地 
                 医療機関の名称 
 
                 開設者氏名                       印 
 
   地方厚生（支）局長 殿 
 
 
 注) ※１欄には、記入しないこと。 
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共同実施による先進医療の実施診療科及び実施体制 

（先進医療技術名：                   ） 

 
１．申請医療機関 

医 療 機 関 名  
実 施 診 療 科 名  
常 勤 医 師 数  病 床 数  

実施科の常勤医師数  実施科の病床数   

当 直 体 制  

医 療 安 全 対 策 
 
 
 

 
 
２．調整医療機関 

医 療 機 関 名  
実 施 診 療 科 名  
常 勤 医 師 数  病 床 数  

実施科の常勤医師数  実施科の病床数   

当 直 体 制  

医 療 安 全 対 策 
 
 
 

 
 

 

 所 属 科  役 職 氏 名 経験年数 当該療養経験年数  
実施責任医師      

実 施 者 
 

     
     

 所 属 科  役 職 氏 名 経験年数 当該療養経験年数  
実施責任医師      

実 施 者 
 

     
     

様式第２号 
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３．協力医療機関 

医 療 機 関 名  
実 施 診 療 科 名  
常 勤 医 師 数  病 床 数  

実施科の常勤医師数  実施科の病床数   

当 直 体 制  

医 療 安 全 対 策 
 
 
 

 
 

 

２．倫理審査委員会の構成員及び承認年月日 

 

 所 属 科  役 職 氏 名 経験年数 当該療養経験年数  
実施責任医師      

実 施 者 
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共同実施による先進医療の実施計画 

１．先進医療技術の名称 

 

２－１．使用する医薬品又は医療機器について 

  

①使用する医療機器（未承認又は適応外のものから記載すること。） 

医 療 
機器名 

製造販売業
者名及び連
絡先 

型 
式 

薬事法承認 
又は 
認証番号 
（１６桁） 

薬事法承認 
又は 

認証上の適応 
（注１） 

薬事法上の 
適応外使用 
の該当 
（注２） 

      

      

      

      

      

  

②使用する医療材料（ディスポーザブル）及び医薬品 

（未承認又は適応外のものから記載すること。） 

品目名 製造販売業
者名及び連
絡先 

規 
格 

薬事法承認 
又は 
認証番号 
（１６桁） 

薬事法承認 
又は 

認証上の適応 
（注１） 

薬事法上の 
適応外使用 
の該当 
（注２） 

      

      

      

      

      

  

③医療機器、医療材料又は医薬品が薬事法上の適応外使用に該当する場合の薬事法承認 

一部変更申請状況 

医療機器名又は品目名 薬事法承認一部変更申請状況 

  

  

  

 

④医療機器、医療材料又は医薬品が薬事法上の適応外使用に該当する場合の使用方法等 

 

 

 

 

 

様式第３号 
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⑤未承認又は適応外の場合は、□にレと記載する。 

 

注１）薬事法承認又は認証上の使用目的、効能及び効果を記入すること。 

注２）薬事法において適応外使用に該当する場合は「適応外」、薬事法で承認された適応の範囲内の使用 

の場合は「適応内」と記載すること。 

 

□ 
当該医薬品・医療機器について、薬事承認の申請時及び取得時において、

申請企業から情報提供がなされることとなっている。 

２－２．海外での承認に関する情報 

米国での薬事承認の状況 

 

 

欧州での薬事承認の状況 

 

 

２－３．使用する医薬品又は医療機器の入手方法及び管理方法 

他者からの提供の有無：（ 有 ・ 無 ）  

（有の場合）提供者名及び連絡先： 

 

入手及び管理方法の詳細： 

 

 

３．期待される適応症、効能及び効果 

適応症： 

 

効能・効果： 

 

 

４．予測される安全性情報 

 

 

 

５．被験者の適格基準及び選定方法 

 

 

 

６．治療計画 

 

 

 

様式第３号（つづき） 
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７－１．有効性及び安全性の評価 

 

 

 

７－２．予定の試験期間及び症例数 

予定試験期間： 

予定症例数： 

うち、既に実績のある症例数： 

①有効性が認められた事例 

区分 病名 入院期間 転帰 治療経過 

整理番号１  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

整理番号２  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

整理番号３  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

  他  例（病名ごとに記載すること） 

 

②有効性が認められなかった事例、安全上の問題が発生した事例 

区分 病名 入院期間 転帰 治療経過 

整理番号１  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

整理番号２  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

整理番号３  (自) 
 年 月 日 
(至) 
 年 月 日 

  

年齢  歳 
性別 男・女 

 他  例（病名ごとに記載すること） 

 

試験期間及び症例数の設定根拠： 

 

８．モニタリング体制及び実施方法 

 

様式第３号（つづき） 
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９．被験者等に対して重大な事態が生じた場合の対処方法及び補償内容 

補償金の有無：（有・無）  医療費の有無：（有・無）  医療手当の有無：（有・無） 

保険への加入の有無：（ 有 ・ 無 ） 

その他の措置の内容： 

 

１０．試験に係る記録の取扱い及び管理・保存方法 

 

１１．患者負担について 

 

１２．起こりうる利害の衝突及び研究者等の関連組織との関わり 

 

１３．個人情報保護の方法 

 

１４．試験計画の公表方法（下記のいずれかへの登録の有無） 

・大学病院医療情報ネットワーク（UMIN）「臨床試験登録システム」 （有・無・予定） 

「登録 ID番号：       」 

・（財）日本医薬情報センター（JAPIC）「臨床試験情報」 （有・無・予定） 

「登録 ID番号：       」 

・（社）日本医師会治験促進センター「臨床試験登録システム」 （有・無・予定） 

「登録 ID番号：       」 

・その他（                             ） 

１５．技術的成熟度 

 

１６．社会的妥当性（社会的倫理的問題等） 

 

１７．現時点での普及性 

 

１８．将来の保険収載の必要性 

 

１９．文献情報 

・先進医療の内容を論述した論文 

（実施結果の分析について言及しているものであること） 

 

 

・先進医療の有効性及び安全性を評価した原著論文 

（著書自らの研究結果に基づく論文をいう） 

 

 

・当該保険医療機関における実績に基づく論文又は報告書 

（実施結果の評価について言及しているものであること） 

 

様式第３号（つづき） 
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・その他参考となる論文 
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宣 誓 書 

（先進医療技術名：                   ） 

 
 
 （医療機関名）      は、下記の事項を宣誓します。 
 

記 
 
１． 申請医療機関が提出する先進医療に係る申請等（添付書類を含む。）に則

り、適切に実施すること。 
２． 先進医療に関する重篤な有害事象・不具合等が発生した場合には、適切

に対応すること。 
３． 試験実施中のプロトコール、症例記録の確認、臨床研究に関する倫理指

針に規定する要件への適合状況の確認等のため、厚生労働省が事前の通

告なく行う実地調査等に応じること。 
４． 厚生労働省担当部局の者の求めに応じて必要な事項を報告すること。 
５． 求められた報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、立入調査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、又は質問に対して、正当な理由なしに答弁せず、

若しくは虚偽の答弁をする等の不適切な対応をしないこと。 
６． 上記に反した場合には、厚生労働省の行う措置に従うこと。 
 
 
 
平成  年  月  日 
 
 
                医療機関の所在地 
                医療機関の名称 
                開設者氏名             印 
 
 
 
 
 
厚生労働大臣 殿 

様式第４号 
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先進医療の内容 （概要） 

 
先進医療の名称： 
適応症： 
 
内容： 
（先進性） 
 
 
 
 
 
（概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（効果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（先進医療にかかる費用） 
 
 
 
 
 
 

様式第５号 
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委託側医療機関における先進医療の実施診療科及び実施体制 （その１） 

 
厚生労働大臣が当該技術を実現可能とする医療機関の要件として定めた事項についてのみ記載下さい。 

 

 
先 進 医 療 

の 名 称 
  

 

 

１ 委託側医療機関の実施診療科 

   

 

 

２ 委託側医療機関の実施体制（実施責任医師及び実施者） 

 

 所属科 役職 氏名 資格 
当該診療科

経験年数 

当該技術 

経験年数 

助手 

としての 

経験 

症例数 

術者 

(実施者) 

としての 

経験 

症例数 

 

実施責任医師 

     

 

年 

 

 

年 

  

実 施 者      

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

    
 

年 

 

年 
  

    
 

年 

 

年 
  

 

 

 

 

 

３ 関連する学会等 

 

 

 
 
 
 

様式第６－１号 



14 

 
委託側医療機関における先進医療の実施診療科及び実施体制 （その２） 

４ 実施体制（医療機関の体制） 

 

病床数                           床 

 

常勤医師数   人   

診療科別の常勤医師数 

先進医療の担当科（  ） 人 

内  科 人 
外  科 人 
産婦人科 人 
精 神 科 人 
小 児 科 人 
整形外科 人 
脳 外 科 人 
皮 膚 科 人 
泌尿器科 人 
眼  科 人 
耳 鼻 科 人 
放射線科 人 
麻 酔 科 人 
歯  科 人 

   病理部門 人 
       人 
 人 
 人 
看護配置  

その他の医療従事者の配置  

当直体制  

緊急手術の実施体制  

院内検査（24時間体制）  

他の医療機関との連携体制 

（患者容態急変時） 
 

医療機器の保守管理体制  

倫理審査委員会の審査体制  

医療安全管理委員会の設置  

医療機関としての実施症例数  

その他  

  

 

 
 

様式第６－２号 
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先進医療に係る費用の積算根拠 （その１） 

（受託側医療機関で使用する医療機器等に係る費用及び搬送費用等を含む。） 

 

 

  
先進医療技術の名称  

１ 先進医療にかかる費用（ 患者一人当たり ） 
 （医療機器使用料）  （人件費）    （医療材料、医薬品等）  （その他） 

         円 ＋     円 ＋          円 ＋     円 ＝        円（四捨五入） 

 

２ 医療機器使用料の内訳 

機   器   名 型    式 
購 入 年 月 耐 用 年 数 償 却 費 年 間 使 用 回 数 

 
購 入 価 格 残 存 価 格 年 間 償 却 費 １ 回 の 償 却 費 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  

（一人当たり医療機器使用料の積算方法） 

                        ＝             円 

  

３ 人件費の積算根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  注）本様式には、別紙２の様式第３号に記載した症例について記入すること。 

  

 

 

 

様式第７－１号 
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先進医療に係る費用の積算根拠 （その２） 

（受託側医療機関で使用する医療機器等に係る費用及び搬送費用等を含む。） 

４ 医療材料及び医薬品の内訳 

 

品 目 名 称 
製造販売 

業 者 名 
規 格 数 量 購 入 価 使用回数 １回当たり所要額 

 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

合 計 － － － 円 － 円 

注）１回当たり所要額が１万円未満のものは一括して「その他」欄に記入すること。 

 

 

５ その他の内訳 

   

  

 注）本様式には、別紙２の様式第３号に記載した症例について記入すること。 

 

 

様式第７－２号 
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様式第８号 

先進医療における委託業務の実施内容 

 
 

委託しようとする 
先進医療の名称 

 
 

 

委託する業務の内容（概要） 

 
 
 
 

 

委 託 側 
医 療 機 関 

名 称  
所 在 地  
管 理 者 氏 名  
遺伝カウンセリ

ングの実施体制 
有 ・ 無 

検体品質管理が

可能な実施体制 
有 ・ 無 

準じているガイドライン等の名称（             ） 

委 託 業 務 の 
担 当 医 師 

所 属 部 署 
及 び 役 職 

 

氏 名  
電 話 ・ F A X 
E メ ー ル 

 

 

受 託 側 
医 療 機 関 

名 称  
所 在 地  

管 理 者 氏 名  

当該先進医療の

開 始 年 月 日 
 
 

既 実 施 症 例 数  

検体品質管理が

可能な実施体制 
有 ・ 無 

準じているガイドライン等の名称（             ） 

受 託 の 合 意 有 ・ 無 

受 託 業 務 の 
担 当 医 師 

所 属 部 署 
及 び 役 職 

 

氏 名  
電 話 ・ F A X 
E メ ー ル 
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様式第９号 

先進医療における委託業務の実施方法 

 先進医療の名称   
委託側医療機関の名称  

受託側医療機関の名称  

 

委託業務の実施方法 

注１）委託業務の実施方法について、詳細に述べること。 

注２）委託業務の各過程において、委託側・受託側のいずれの医療機関が責任を有するか

を明らかにすること。 

注３）本様式に記載した内容について、必ず受託側医療機関と取り交わした文書（契約書、

検査依頼書及び結果通知書等の雛形を含む）を添付すること（様式は問わない）。 
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受託側医療機関における先進医療の実施診療科及び実施体制 （その１） 

 
厚生労働大臣が当該技術を実現可能とする医療機関の要件として定めた事項についてのみ記載下さい。 

 

 
先 進 医 療 

の 名 称 
  

 

 

１ 受託側医療機関の実施診療科 

   

 

 

２ 受託側医療機関の実施体制（実施責任医師及び実施者） 

 

 所属科 役職 氏名 資格 
当該診療科

経験年数 

当該技術 

経験年数 

助手 

としての 

経験 

症例数 

術者 

(実施者) 

としての 

経験 

症例数 

 

実施責任医師 

     

 

年 

 

 

年 

  

実 施 者      

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

    
 

年 

 

年 
  

    
 

年 

 

年 
  

 

 

 

 

 

３ 関連する学会等 

 

 

 
 
 

様式第１０－１号 
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受託側医療機関における先進医療の実施診療科及び実施体制 （その２） 

４ 実施体制（医療機関の体制） 

 

病床数                           床 

 

常勤医師数   人   

診療科別の常勤医師数 

先進医療の担当科（  ） 人 

内  科 人 
外  科 人 
産婦人科 人 
精 神 科 人 
小 児 科 人 
整形外科 人 
脳 外 科 人 
皮 膚 科 人 
泌尿器科 人 
眼  科 人 
耳 鼻 科 人 
放射線科 人 
麻 酔 科 人 
歯  科 人 

   病理部門 人 
       人 
 人 
 人 
看護配置  

その他の医療従事者の配置  

当直体制  

緊急手術の実施体制  

院内検査（24時間体制）  

他の医療機関との連携体制 

（患者容態急変時） 
 

医療機器の保守管理体制  

倫理審査委員会の審査体制  

医療安全管理委員会の設置  

医療機関としての実施症例数  

その他  

  

 

 
 

 

様式第１０－２号 
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共同実施による先進医療を実施可能とする委託側医療機関の要件として考えられるもの 

注 1）当該技術の経験症例数について、実施者［術者］としての経験症例を求める場合には、「実施者［術

者］として （  ）例以上・不要」の欄を記載すること。 
注 2）医師の資格（学会専門医等）、経験年数、当該技術の経験年数及び当該技術の経験症例数の観点を含

む。例えば、「経験年数○年以上の△科医師が□名以上」。なお、医師には歯科医師も含まれる。 

先進医療名及び適応症： 
Ⅰ．委託側医療機関の実施責任医師の要件 

診療科   要（        ）・不要    
資格   要（        ）・不要 
当該診療科の経験年数   要（  ）年以上・不要 

 当該技術の経験年数   要（  ）年以上・不要 
 当該技術の経験症例数 注 1） 

 
実施者［術者］として （  ）例以上・不要 

［それに加え、助手又は術者として （  ）例以上・不要］ 
 その他（上記以外の要件）  

Ⅱ．委託側医療機関の要件 
診療科  要（        ）・不要 

実施診療科の医師数 注 2）  
       

  要・不要 
具体的内容： 

他診療科の医師数 注 2） 
 

  要・不要 
具体的内容： 

その他医療従事者の配置 
（薬剤師、臨床工学技士等） 

  要（        ）・不要 

病床数  要（     床以上）・不要 
看護配置     要（  対１看護以上）・不要 
当直体制  要（        ）・不要 
緊急手術の実施体制   要・不要 
院内検査（24 時間実施体制）  要・不要 
他の医療機関との連携体制 
（患者容態急変時等） 

要・不要 
連携の具体的内容： 

医療機器の保守管理体制  要・不要 
倫理審査委員会による審査体制  審査開催の条件： 

 
医療安全管理委員会の設置  要・不要 
医療機関としての当該技術の実施症例数  要（    症例以上）・不要 
その他（上記以外の要件、例；遺伝ｶｳﾝ

ｾﾘﾝｸﾞの実施体制が必要 等） 
  

Ⅲ．その他の要件 
頻回の実績報告  要（  月間又は  症例までは、毎月報告）・不要 
その他（上記以外の要件）  

様式第１１－１号 
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共同実施による先進医療を実施可能とする受託側医療機関の要件として考えられるもの 

 
注 1）当該技術の経験症例数について、実施者［術者］としての経験症例を求める場合には、「実施者［術

者］として （  ）例以上・不要」の欄を記載すること。 
注 2）医師の資格（学会専門医等）、経験年数、当該技術の経験年数及び当該技術の経験症例数の観点を含

む。例えば、「経験年数○年以上の△科医師が□名以上」。なお、医師には歯科医師も含まれる。 

先進医療名及び適応症： 
Ⅰ．受託側医療機関の実施責任医師の要件 

診療科   要（        ）・不要    
資格   要（        ）・不要 
当該診療科の経験年数   要（  ）年以上・不要 

 当該技術の経験年数   要（  ）年以上・不要 
 当該技術の経験症例数 注 1） 

 
実施者［術者］として （  ）例以上・不要 

［それに加え、助手又は術者として （  ）例以上・不要］ 
 その他（上記以外の要件）  

Ⅱ．受託側医療機関の要件 
診療科  要（        ）・不要 

実施診療科の医師数 注 2）  
       

  要・不要 
具体的内容： 

他診療科の医師数 注 2） 
 

  要・不要 
具体的内容： 

その他医療従事者の配置 
（薬剤師、臨床工学技士等） 

  要（        ）・不要 

病床数  要（     床以上）・不要 
看護配置     要（  対１看護以上）・不要 
当直体制  要（        ）・不要 
緊急手術の実施体制   要・不要 
院内検査（24 時間実施体制）  要・不要 
他の医療機関との連携体制 
（患者容態急変時等） 

要・不要 
連携の具体的内容： 

医療機器の保守管理体制  要・不要 
倫理審査委員会による審査体制  審査開催の条件： 

 
医療安全管理委員会の設置  要・不要 
医療機関としての当該技術の実施症例数  要（    症例以上）・不要 
その他（上記以外の要件、例；遺伝ｶｳﾝ

ｾﾘﾝｸﾞの実施体制が必要 等） 
  

Ⅲ．その他の要件 
頻回の実績報告  要（  月間又は  症例までは、毎月報告）・不要 
その他（上記以外の要件）  

様式第１１－２号 様式第１１－ 
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様式第１号 

 

別紙３ 

  

 

既評価技術施設届出書 

 

 ※１ 届出受理年月日    
実 施 し よ う と す る 
先 進 医 療 の 名 称 

 

管 理 者 氏 名  

 

実 施 責 任 医 師 

所 属 部 署 
（診療科）

及 び 役 職 

 

氏 名  

電 話 番 号 
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

事 務 担 当 者 

所 属 部 署 
及 び 役 職 

 

氏 名  

電 話 番 号 
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

  上記のとおり、別紙書類を添えて、届出を行います。 

 
   平成  年  月  日   医療機関の所在地 
                 医療機関の名称 
 
                 開設者氏名                       印 
 
   地方厚生（支）局長 殿 
 
 
 注) ※１欄には、記入しないこと。 
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先進医療の内容 （概要） 

 
先進医療の名称： 
適応症： 
 
内容： 
（先進性） 
 
 
 
 
 
（概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（効果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（先進医療にかかる費用） 
 
 
 
 
 

 

様式第２号 
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先進医療の実施診療科及び実施体制 （その１） 

 
厚生労働大臣が当該技術を実現可能とする医療機関の要件として定めた事項についてのみ記載して下さい。 

 

 
先 進 医 療 

の 名 称 
  

 

 

１ 実施診療科 

   

 

 

２ 実施体制（実施責任医師及び実施者） 

 

 所属科 役職 氏名 資格 
当該診療科

経験年数 

当該技術 

経験年数 

助手 

としての 

経験 

症例数 

術者 

(実施者) 

としての 

経験 

症例数 

 

実施責任医師 

     

 

年 

 

 

年 

  

実 施 者      

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

    
 

年 

 

年 
  

    
 

年 

 

年 
  

 

 

 

 

 

３ 関連する学会等 

 

 

 
 
 

様式第３－１号 
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先進医療の実施診療科及び実施体制 （その２） 

４ 実施体制（医療機関の体制） 

 

病床数                           床 

 

常勤医師数   人   

診療科別の常勤医師数 

先進医療の担当科（  ） 人 

内  科 人 
外  科 人 
産婦人科 人 
精 神 科 人 
小 児 科 人 
整形外科 人 
脳 外 科 人 
皮 膚 科 人 
泌尿器科 人 
眼  科 人 
耳 鼻 科 人 
放射線科 人 
麻 酔 科 人 
歯  科 人 

   病理部門 人 
       人 
 人 
 人 
看護配置  

その他の医療従事者の配置  

当直体制  

緊急手術の実施体制  

院内検査（24時間体制）  

他の医療機関との連携体制 

（患者容態急変時） 
 

医療機器の保守管理体制  

倫理審査委員会の審査体制  

医療安全管理委員会の設置  

医療機関としての実施症例数  

その他  

  

 

 
 

 

様式第３－２号 



5 

様式第４号 

先進医療で使用する医療機器又は医薬品 

 先 進 医 療 の 名 称   

 

 

１ 使用する医療機器 

  

医 療 

機器名 

 

製造販売 

業 者 名 

 

型 

式 

 

薬事法承認 

又は 

認証番号 

（１６桁） 

 

薬事法承認 

又は 

認証上の適応 

（注１） 

 

薬事法上の 

適応外使用

の該当 

（注２） 

      

      

      

      

      

 

 

２ 使用する医療材料（ディスポーザブル）及び医薬品 

 

品目名 

 

 

製造販売 

業 者 名 

 

規 

格 

 

薬事法承認 

又は 

認証番号 

（１６桁） 

 

薬事法承認 

又は 

認証上の適応 

（注１） 

 

薬事法上の 

適応外使用

の該当 

（注２） 

      

      

      

      

      

 

 

３ 医療機器、医療材料又は医薬品が薬事法上の適応外使用に該当する場合の薬事法承認一部 

変更申請状況 

医療機器名又は品目名 薬事法承認一部変更申請状況 

  

  

  

 

 

注１）薬事法承認又は認証上の使用目的、効能及び効果を記入すること。 

注２）薬事法において適応外使用に該当する場合は「適応外」、薬事法で承認された適応の範囲内 

の使用の場合は「適応内」と記載すること 

  

 

 
 
 
 

 



6 

 

先進医療に係る費用の積算根拠 （その１） 

 

 

  
先進医療技術の名称  

１ 先進医療にかかる費用（ 患者一人当たり ） 
 （医療機器使用料）  （人件費）    （医療材料、医薬品等）  （その他） 

         円 ＋     円 ＋          円 ＋     円 ＝        円（四捨五入） 

 

２ 医療機器使用料の内訳 

機   器   名 型    式 
購 入 年 月 耐 用 年 数 償 却 費 年 間 使 用 回 数 

 
購 入 価 格 残 存 価 格 年 間 償 却 費 １ 回 の 償 却 費 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  

（一人当たり医療機器使用料の積算方法） 

                        ＝             円 

  

３ 人件費の積算根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 
 

様式第５－１号 



7 

 
 

先進医療に係る費用の積算根拠 （その２） 

４ 医療材料及び医薬品の内訳 

 

品 目 名 称 
製造販売 

業 者 名 
規 格 数 量 購 入 価 使用回数 １回当たり所要額 

 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

合 計 － － － 円 － 円 

注）１回当たり所要額が１万円未満のものは一括して「その他」欄に記入すること。 

 

 

５ その他の内訳 

   

  

  

 

 
 

様式第５－２号 



1 

 

 

委託側共同実施施設届出書 

 

 ※１ 届出受理年月日    
実 施 し よ う と す る 
先 進 医 療 の 名 称 

 

管 理 者 氏 名  

 

実 施 責 任 医 師 

所 属 部 署 
（診療科）

及 び 役 職 

 

氏 名  

電 話 番 号 
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

事 務 担 当 者 

所 属 部 署 
及 び 役 職 

 

氏 名  

電 話 番 号 
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

  上記のとおり、別紙書類を添えて、届出を行います。 

 
   平成  年  月  日   医療機関の所在地 
                 医療機関の名称 
 
                 開設者氏名                       印 
 
   地方厚生（支）局長 殿 
 
 
 注) ※１欄には、記入しないこと。 

様式第１－１号 

 
別紙４ 

 



2 

様式第１－２号 

 
 

 

受託側共同実施施設届出書 

 

 ※１ 届出受理年月日    
実 施 し よ う と す る 
先 進 医 療 の 名 称 

 

管 理 者 氏 名  

 

実 施 責 任 医 師 

所 属 部 署  
（診療科）

及 び 役 職  

 

氏 名  

電 話 番 号  
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

事 務 担 当 者 

所 属 部 署  
及 び 役 職  

 

氏 名  

電 話 番 号  
ＦＡＸ番号 
（ E ﾒ ｰ ﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 
  上記のとおり、別紙書類を添えて、届出を行います。 
  なお、当医療機関が受託側医療機関として先進医療を共同して実施する場合には、受託して行った検査の結 
果について委託側医療機関に対して報告する際に、臨床的意義等の適切な医学的解釈を含めて報告することに 
努めます。 

 
   平成  年  月  日   医療機関の所在地 
                 医療機関の名称 
 
                 開設者氏名                       印 
 
   地方厚生（支）局長 殿 
 
 
 注) ※１欄には、記入しないこと。 



3 

  
先進医療の内容 （概要） 

 
先進医療の名称： 
適応症： 
 
内容： 
（先進性） 
 
 
 
 
 
（概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（効果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（先進医療にかかる費用） 
 
 
 
 
 
 

様式第２号 



4 

 

委託側医療機関における先進医療の実施診療科及び実施体制 （その１） 

 
厚生労働大臣が当該技術を実現可能とする医療機関の要件として定めた事項についてのみ記載下さい。 

 

 
先 進 医 療 

の 名 称 
  

 

 

１ 委託側医療機関の実施診療科 

   

 

 

２ 委託側医療機関の実施体制（実施責任医師及び実施者） 

 

 所属科 役職 氏名 資格 
当該診療科

経験年数 

当該技術 

経験年数 

助手 

としての 

経験 

症例数 

術者 

(実施者) 

としての 

経験 

症例数 

 

実施責任医師 

     

 

年 

 

 

年 

  

実 施 者      

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

    
 

年 

 

年 
  

    
 

年 

 

年 
  

 

 

 

 

 

３ 関連する学会等 

 

 

 
 
 
 

様式第３－１号 



5 

 
委託側医療機関における先進医療の実施診療科及び実施体制 （その２） 

４ 実施体制（医療機関の体制） 

 

病床数                           床 

 

常勤医師数   人   

診療科別の常勤医師数 

先進医療の担当科（  ） 人 

内  科 人 
外  科 人 
産婦人科 人 
精 神 科 人 
小 児 科 人 
整形外科 人 
脳 外 科 人 
皮 膚 科 人 
泌尿器科 人 
眼  科 人 
耳 鼻 科 人 
放射線科 人 
麻 酔 科 人 
歯  科 人 

   病理部門 人 
       人 
 人 
 人 
看護配置  

その他の医療従事者の配置  

当直体制  

緊急手術の実施体制  

院内検査（24時間体制）  

他の医療機関との連携体制 

（患者容態急変時） 
 

医療機器の保守管理体制  

倫理審査委員会の審査体制  

医療安全管理委員会の設置  

医療機関としての実施症例数  

その他  

  

 

 
 

様式第３－２号 
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様式第４号 

先進医療で使用する医療機器又は医薬品 

 

（受託側医療機関で使用する医療機器等を含む。） 

 

 先 進 医 療 の 名 称   

 

 

１ 使用する医療機器 

  

医 療 

機器名 

 

製造販売 

業 者 名 

 

型 

式 

 

薬事法承認 

又は 

認証番号 

（１６桁） 

 

薬事法承認 

又は 

認証上の適応 

（注１） 

 

薬事法上の 

適応外使用

の該当 

（注２） 

      

      

      

      

      

 

 

２ 使用する医療材料（ディスポーザブル）及び医薬品 

 

品目名 

 

 

製造販売 

業 者 名 

 

規 

格 

 

薬事法承認 

又は 

認証番号 

（１６桁） 

 

薬事法承認 

又は 

認証上の適応 

（注１） 

 

薬事法上の 

適応外使用

の該当 

（注２） 

      

      

      

      

      

 

 

３ 医療機器、医療材料又は医薬品が薬事法上の適応外使用に該当する場合の薬事法承認一部 

変更申請状況 

医療機器名又は品目名 薬事法承認一部変更申請状況 

  

  

  

 

 

注１）薬事法承認又は認証上の使用目的、効能及び効果を記入すること。 

注２）薬事法において適応外使用に該当する場合は「適応外」、薬事法で承認された適応の範囲内 

の使用の場合は「適応内」と記載すること 
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先進医療に係る費用の積算根拠 （その１） 

（受託側医療機関で使用する医療機器等に係る費用及び搬送費用等を含む。） 

 

 

  
先進医療技術の名称  

１ 先進医療にかかる費用（ 患者一人当たり ） 
 （医療機器使用料）  （人件費）    （医療材料、医薬品等）  （その他） 

         円 ＋     円 ＋          円 ＋     円 ＝        円（四捨五入） 

 

２ 医療機器使用料の内訳 

機   器   名 型    式 
購 入 年 月 耐 用 年 数 償 却 費 年 間 使 用 回 数 

 
購 入 価 格 残 存 価 格 年 間 償 却 費 １ 回 の 償 却 費 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  年 年 円 回 

 円 円 円 円 

  

（一人当たり医療機器使用料の積算方法） 

                        ＝             円 

  

３ 人件費の積算根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

  

 

 

 

様式第５－１号 
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先進医療に係る費用の積算根拠 （その２） 

（受託側医療機関で使用する医療機器等に係る費用及び搬送費用等を含む。） 

４ 医療材料及び医薬品の内訳 

 

品 目 名 称 
製造販売 

業 者 名 
規 格 数 量 購 入 価 使用回数 １回当たり所要額 

 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

    円 回 円 

合 計 － － － 円 － 円 

注）１回当たり所要額が１万円未満のものは一括して「その他」欄に記入すること。 

 

 

５ その他の内訳 

   

  

  

 

 

様式第５－２号 
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様式第６号 

先進医療における委託業務の実施内容 

 
 

委託しようとする 
先進医療の名称 

 
 

 

委託する業務の内容（概要） 

 
 
 
 

 

委 託 側 
医 療 機 関 

名 称  
所 在 地  
管 理 者 氏 名  
遺伝カウンセリ

ングの実施体制 
有 ・ 無 

検体品質管理が

可能な実施体制 
有 ・ 無 

準じているガイドライン等の名称（             ） 

委 託 業 務 の 
担 当 医 師 

所 属 部 署 
及 び 役 職 

 

氏 名  
電 話 ・ F A X 
E メ ー ル 

 

 

受 託 側 
医 療 機 関 

名 称  
所 在 地  

管 理 者 氏 名  

当該先進医療の

開 始 年 月 日 
 
 

既 実 施 症 例 数  

検体品質管理が

可能な実施体制 
有 ・ 無 

準じているガイドライン等の名称（             ） 

受 託 の 合 意 有 ・ 無 

受 託 業 務 の 
担 当 医 師 

所 属 部 署 
及 び 役 職 

 

氏 名  
電 話 ・ F A X 
E メ ー ル 
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様式第７号 

先進医療における委託業務の実施方法 

 先進医療の名称   
委託側医療機関の名称  

受託側医療機関の名称  

 

委託業務の実施方法 

注１）委託業務の実施方法について、詳細に述べること。 

注２）委託業務の各過程において、委託側・受託側のいずれの医療機関が責任を有するか

を明らかにすること。 

注３）本様式に記載した内容について、必ず受託側医療機関と取り交わした文書（契約書、

検査依頼書及び結果通知書等の雛形を含む）を添付すること（様式は問わない）。 
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受託側医療機関における先進医療の実施診療科及び実施体制 （その１） 

 
厚生労働大臣が当該技術を実現可能とする医療機関の要件として定めた事項についてのみ記載下さい。 

 

 
先 進 医 療 

の 名 称 
  

 

 

１ 受託側医療機関の実施診療科 

   

 

 

２ 受託側医療機関の実施体制（実施責任医師及び実施者） 

 

 所属科 役職 氏名 資格 
当該診療科

経験年数 

当該技術 

経験年数 

助手 

としての 

経験 

症例数 

術者 

(実施者) 

としての 

経験 

症例数 

 

実施責任医師 

     

 

年 

 

 

年 

  

実 施 者      

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

     

年 

 

年 

  

    
 

年 

 

年 
  

    
 

年 

 

年 
  

 

 

 

 

 

３ 関連する学会等 

 

 

 
 
 

様式第８－１号 
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受託側医療機関における先進医療の実施診療科及び実施体制 （その２） 

４ 実施体制（医療機関の体制） 

 

病床数                           床 

 

常勤医師数   人   

診療科別の常勤医師数 

先進医療の担当科（  ） 人 

内  科 人 
外  科 人 
産婦人科 人 
精 神 科 人 
小 児 科 人 
整形外科 人 
脳 外 科 人 
皮 膚 科 人 
泌尿器科 人 
眼  科 人 
耳 鼻 科 人 
放射線科 人 
麻 酔 科 人 
歯  科 人 

   病理部門 人 
       人 
 人 
 人 
看護配置  

その他の医療従事者の配置  

当直体制  

緊急手術の実施体制  

院内検査（24時間体制）  

他の医療機関との連携体制 

（患者容態急変時） 
 

医療機器の保守管理体制  

倫理審査委員会の審査体制  

医療安全管理委員会の設置  

医療機関としての実施症例数  

その他  

  

 

 
 

 

様式第８－２号 



1 
 

 
 

様式第１号 

 

平成  年  月  日 

 

 

 厚生労働大臣  殿 

 

 

 

                     医療機関開設者名     印 

 

 

 

先進医療に係る届出書の取り下げについて 

 

 

 先進医療に係る届出につきまして、下記の理由により届出書を取り下げしま

すので、よろしくお願いします。 

 

 

 

記 

 

１ 届出している先進医療技術の名称 

 

 

 

 

２ 取り下げ理由 

 

 
 
 
 
 
 
 

別紙５ 



2 
 

 
 
様式第２号 

 
平成  年  月  日 

 
 
 
 地方厚生（支）局長  殿 
 
 
                     医療機関開設者名     印 
 
 
 

先進医療に係る取り下げについて 
 
 
 先進医療につきまして、下記の理由により取り下げしますので、よろしくお

願いします。 
 
 
 

記 
 
１ 先進医療技術の名称 
 
 
 
 
２ 取り下げ理由 
 
 
 
 
 
 
 
 



1 

 

 

先進医療に係る変更届出書 

 

 ※１ 受 理 年 月 日    
実 施 し て い る 

先 進 医 療 技 術 の 名 称 
 

管 理 者 氏 名  

 
実 施 責 任 医 師 

所 属 部 署 
及 び 役 職 

 

氏 名  

電 話 番 号 
ＦＡＸ番号 
（Eﾒｰﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

事 務 担 当 者 

所 属 部 署 
及 び 役 職 

 

氏 名  

電 話 番 号 
ＦＡＸ番号 
（Eﾒｰﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

  上記のとおり、別紙書類を添えて、届出を行います。 

 
   平成  年  月  日   医療機関の所在地 
                 医療機関の名称 
 
 
                 開設者氏名                       印 
 
    

厚生労働大臣  殿 
 
 
 注） ※１欄には、記入しないこと。 

 

様式第１号 別紙６ 



2 

 

 

先進医療に係る変更届出書 

 

 

 ※１ 受 理 年 月 日    
実 施 し て い る 

先 進 医 療 技 術 の 名 称 

 

管 理 者 氏 名  

 
実 施 責 任 医 師  

所 属 部 署  
及 び 役 職  

 

氏 名  

電 話 番 号  
ＦＡＸ番号 
（Eﾒｰﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

事 務 担 当 者 

所 属 部 署  
及 び 役 職  

 

氏 名  

電 話 番 号  
ＦＡＸ番号 
（Eﾒｰﾙ） 

 

  （Eﾒｰﾙ） 

 

  上記のとおり、別紙書類を添えて、届出を行います。 

 
   平成  年  月  日   医療機関の所在地 
                 医療機関の名称 
 
 
                 開設者氏名                       印 
 
   地方厚生（支）局長  殿 
 
 
 注） ※１欄には、記入しないこと。 

 

様式第２号 



 

1 
 

様式第１号 

先進医療に係る定期・総括報告書 
 

１．標題

先進医療名  

実施医療機関名 

 

使用医薬品 

または医療機器 

 

 

先進医療承認日 年  月  日 

先進医療（予定）

終了日 
年  月  日 

倫理基準等の遵守 
臨床研究に関する倫理指針、ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針を遵守

し、試料、記録等が適切に保存されていること等を記入してください。 

報告書作成日 年  月  日 

実施責任医師 
 

 

実施者 

   

 

問い合わせ窓口 

問い合わせ先（担当者の役職及び氏名）： 

Tel： 

Fax: 

※ 本報告書には、当該先進医療の内容がわかる概略図（１枚程度）を添付すること。 

別紙７ 
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２．概要 

臨床研究登録ＩＤ（先進医療Ａについては該当する場合のみ記入）： 

  

目的： 

 

技術の内容：（１０００字以内を目安） 

 

 

 

  

 

患者数 

① 計画時：  人  

② 中間報告／終了時：  人 

【②／③：   ％、②／④：   ％】 

③ 日本国内における当該疾病患者数：  人（患者数の根拠：  ） 

④ 日本国内における当該技術の対象となる患者数：  人（患者数の根拠：  ） 

⑤ 考察：（現在の進捗状況及び考察、又は終了時の見解を簡潔に記入。） 

   

 

 

診断及び主要な組入れ基準： （先進医療Ａは該当する部分のみ） 

［対象疾患］  

 

［選択基準］ 

 

［除外基準］ 

 

実施計画（スケジュール）：   
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評価基準 （先進医療Ａについては該当する部分があれば記入） 

［主要評価項目］  

安全性評価基準： 

 

有効性評価基準 

 

［副次評価項目］  

安全性評価基準： 

 

有効性評価基準 

 

結果の一覧 

 （別添）実績報告を添付すること。 

 

結果の要約  

 

安全性の評価結果：  

 

有効性の評価結果：  

 

発生した有害事象： 

 

結論： 

 

報告書作成日： 年 月 日 



 

  
 

（総括報告書の場合、先進医療Ｂにおいては、下記の事項についても記載すること。） 

＜留意事項＞ 

総括報告書は、「治験の総括報告書の構成と内容に関するガイドライン」（平成8年5

月1日 薬審第335号 各都道府県衛生主管部（局）長あて 厚生省薬務局審査課長通知）

に準拠して作成すること。なお、本臨床研究に含まれない項目については、「該当なし」

と記載すること。 
 

3．目次： 

 

4．略語・略号及び用語の定義一覧： 

本報告書の中で用いられる略語・略号の一覧表及び用語（専門用語、一般的でない用語又は測定

の単位）の一覧表、及びそれらの定義を示すこと。また、略語・略号が初めて用いられる箇所では、

その正式名称を記載し、括弧内に略語・略号を示すこと。 

 

5．倫理： 

5.1 倫理委員会： 

実施計画及びその修正が、倫理委員会により審査されたことを確認し、記載すること。ま

た、委員会名、委員会における審査の経緯及び指摘事項、及び本臨床研究が承認された年

月日を記載し、本報告書に委員とその職名を示した一覧表を添付すること。 

 

5.2 先進医療の倫理的実施： 

先進医療がヘルシンキ宣言及び臨床研究に関する倫理指針等に基づいて実施されたことを

確認し、記載すること。また、実施計画書、同意説明文書に基づいて計画を実施しているこ

と、及び被験者のプライバシー保護を行っていることを明記すること。 

 

5.3 患者への情報及び同意： 

インフォームド・コンセントが、いつどのように取得されたか、すべての症例で適切に取

得されたかを記載すること。また、患者への説明文書及び同意書の見本を本報告書に添付す

ること。 

 

6．実施責任医師等及び管理組織： 

管理組織については、実施責任医師、実施者、協力者、管理・モニタリング・評価委員会、実施

機関、統計担当者、臨床検査施設、開発業務受託機関等を簡潔に記載すること。また、実施責任医

師、実施者、及び協力者について、氏名・所属・学位・資格・臨床研究における役割を示した一覧

表及び簡潔な（１ページ）履歴書を本報告書に添付すること。 

 

7．緒言： 

本技術の背景、根拠、対象疾患、治療法、期間、主要評価項目についての簡潔な記載、及び社会

的状況や本技術によって得られると考えられる医療的利益、今後の展望等について簡潔に記載する

こと。 

 

8．実施目的： 

実施目的を記載すること。（２．概要の「目的」と同様の内容でも構わない。） 

 

9．実施計画： 

9.1 全般的デザインと計画－記述： 

全体的な計画とデザインについて、必要に応じてシェーマ図等を用いて、簡潔かつ明瞭に記

述すること。 
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9.2 デザインについての考察： 

 本計画のデザインで安全性・有効性を評価できることとした根拠と問題点を記載すること。 

 

9.3 対象母集団の選択： 

9.3.1 選択基準： 

患者母集団の選択基準を記述し、実施目的に照らしてその母集団が適切であることを

考察すること。 

 

9.3.2 除外基準： 

対象患者の除外基準を特定し、その根拠（例えば、安全性への配慮、管理上の理由又

は実施対象としての適切性の不足）を示すこと。 

 

9.3.3 患者の治療又は評価の打ち切り： 

実施を打ち切る場合の基準があらかじめ定められていれば記述すること。また、被験

者について、追跡観察の種類と期間が計画されていれば記述すること。 

 

9.4 治療法： 

9.4.1 治療法： 

  投与経路、投与方法、用量及び投与スケジュールを詳細に記述すること。 

 

9.4.2 治療材料の同定： 

治療に使われた材料、機器について、簡潔に記述すること。 

 

9.4.3 患者の割付け方法： 

 

9.4.4 用量の選択： 

各患者に投与された材料の用量を示し、その用量選択の根拠（例えば、動物実験のデ

ータ）を記述すること。 

 

9.4.5 各患者の用量の選択と投与時期： 

 各患者に投与される材料の用量を選択する手順及び投与の時期について記述するこ

と。 

 

9.4.6 盲検化： 

特定の患者又は全ての患者について、どのような状況で開鍵することとしたか、その

際に従う手順及び誰が患者コードを参照できたかも含め、盲検化を行うために用いた特

定の手順を示すこと（例えば、容器のラベルの貼り方、盲検を破ったことが判るような

ラベル）。 

 

9.4.7 前治療及び併用療法： 

実施開始前及び実施期間中に使用が認められた薬剤と使用方法、それらの使用が記録

されたか否か及びその記録方法、並びに許容又は禁止された併用療法に関する取り決め

及び手順を記述すること。許容された併用療法が実施に及ぼした影響について考察する

こと。 

 

9.4.8 治療方法の遵守： 

治療方法の遵守の確認及び記録のためにとられた手段について記述すること。 
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9.5 安全性及び有効性の項目： 

9.5.1 安全性の項目： 

安全性を判定するために用いる主たる測定項目及びエンドポイントを明確に規定する

こと。また、測定項目が選択された理由も示すこと。 

 

9.5.2 有効性の項目： 

有効性を判定するために用いる主たる測定項目及びエンドポイントを明確に規定する

こと。また、測定項目が選択された理由も示すこと。 

 

9.5.3 測定項目の適切性： 

安全性又は有効性の評価法が標準的なものでなかった場合、その信頼性、正確性及び

適切性について記述すること。 

 

9.5.4 濃度の測定： 

 

9.6 データの品質保証： 

データの品質を保証するために実行された品質保証及び品質管理の方法について簡潔に記

述すること（例えば、実施者の訓練、カルテ記載やデータ収集に関する標準業務手順書の策定、

モニタリング、監査の実施）。 

 

9.7 統計手法と症例数の決定： 

9.7.1 統計及び解析計画： 

統計解析、比較及び検定の計画について記述すること。 

 

9.7.2 症例数の決定： 

計画された症例数及びその設定根拠、例えば統計的な考察又は実施上の制約を提示す

ること。 

 

9.8 実施又は計画された解析に関する変更： 

実施開始後に行われた実施又は計画された解析に関する変更を全て記述すること。また、変

更の時期と理由、変更を決定するために用いた手順、変更の責任者等を記載すること。 

 

10．対象患者： 

10.1 患者の内訳： 

対象となった各患者について、年齢、性別、診断名、既往症、用いた材料、及び用法に関す

る詳細（例えば、投与日時、投与部位、投与量）を明記すること。 

 

10.2 実施計画書からの逸脱： 

実施への組み入れ又は除外基準、実施方法、患者の管理又は患者の評価に関する重要な逸脱

について全て記述すること。 

 

11．有効性の評価： 

11.1 解析したデータセット： 

有効性の解析に採用した患者を正確に定義すること。 

 

11.2 人口統計学的及び他の基準値の特性： 

 

11.3 治療の遵守状況の測定： 

解析対象となった症例が逸脱無く治療が行われたかを記述すること。 
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11.4 有効性に関する成績及び個別患者データ一覧表： 

 11.4.1 有効性の解析： 

主要な有効性の測定値すべてを項目毎に一覧にし、解析を行った上、有効性に関する

考察を行い一定の結論を記述すること。 

 

11.4.2 統計・解析上の論点 （該当する部分について記入のこと）： 

11.4.2.1 共変量による調整 

11.4.2.2 脱落又は欠測値の取扱い 

11.4.2.3 中間解析及びデータモニタリング 

11.4.2.4 多施設共同研究 

11.4.2.5 多重比較・多重性 

11.4.2.6 患者の「有効性評価の部分集団」の使用 

11.4.2.7 同等性を示すことを意図した実対照薬を用いた試験 

11.4.2.8 部分集団の検討 

 

11.4.3 個別反応データの作表： 

 

11.4.4 材料の用量，材料濃度及びそれらと反応： 

 

11.4.5 材料－患者の相互作用： 

 

11.4.6 患者ごとの表示： 

 

11.4.7 有効性の結論： 

 

12．安全性の評価： 

12.1 安全性の解析： 

安全性に関するデータについて、全身症状、血液、尿検査等の評価項目毎に図表などを用

いて記載し、統計学的解析結果についても記述すること。 

 

12.2 有害事象： 

臨床研究期間中に発生した全ての有害事象を一覧にまとめ、それらに対する考察を安全性

評価の観点から記載すること。 

12.2.1 有害事象の簡潔な要約： 

 

12.2.2 有害事象の表示： 

 

12.2.3 有害事象の分析： 

 

12.2.4 患者ごとの有害事象の一覧表： 

 

12.3 死亡、その他の重篤な有害事象： 

12.3.1 死亡、その他の重篤な有害事象及び他の重要な有害事象の一覧表： 

12.3.1.1 死亡 

12.3.1.2 その他の重篤な有害事象 

12.3.1.3 他の重要な有害事象 

 

12.3.2 死亡，その他の重篤な有害事象及び他のいくつかの重要な有害事象の叙述： 
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12.3.3 死亡，その他の重篤な有害事象及び他の重要な有害事象の分析及び考察： 

 

12.4 臨床検査値の評価： 

12.4.1 患者ごとの個々の臨床検査異常値の一覧表： 

 

12.4.2 各臨床検査項目の評価： 

12.4.2.1 臨床検査値 

12.4.2.2 個々の患者の変化 

12.4.2.3 個々の臨床的に重要な異常 

 

12.5 バイタルサイン，身体的所見及び安全性に関連する他の観察項目： 

 

12.6 安全性の結論： 

 

13．考察と全般的結論： 

本報告書の総括として、考察と結論をまとめる。全ての新しい又は予想外の所見を明確にし、

その意義を説明すること。また、結果の臨床的適切性及び重要性について論じること。 

 

14．引用文献の一覧表： 

関連する文献一覧表を提出すること。引用文献は、バンクーバー規約で国際的に認められてい

る基準、又は「Chemical Abstracts」に使われている方式に従って示すこと。 

 

15．付録： 

実施計画書、倫理委員会委員の一覧、実施責任医師等の一覧等を付録として添付すること。 

 

 

 

 



 コード番号 －

保険医療機関名： 届出受理年月日：

先進医療の費用(届出時)：

(うち、人件費 0円 )

先進医療名： 総 件 数： 0件

患者負担③ その他④

1 男・女 0

2 男・女 0

3 男・女 0

4 男・女 0

5 男・女 0

6 男・女 0

7 男・女 0

8 男・女 0

9 男・女 0

10 男・女 0

合　計 0 0 0 0 0

患者1人当たりの平均保険外併用療養費分 0円 患者１人当たりの平均入院期間 0日

患者1人当たりの平均先進医療費用(患者負担) 0円 患者１人当たりの平均実施回数 0回

患者1人当たりの平均先進医療費用(その他) 0円

患者1人当たり平均総合計 0円

※ 実績が０件の場合、別途理由書を添付すること（様式は自由）

評価結果

0円

先進医療
費用(円)

保険外併用療養費分の合計

先進医療費用(患者負担)の合計

保険外併用療
養費分に係る
一部負担金②

(円)

総 合 計
(①＋②＋③＋

④)

(円)

初　回
実施日

(年月日)

入院
期間
(日)

上記に係る総合計　

0円

0円

0円

先進医療費用(その他)の合計

転 帰番号 診　 断 　名 性 別
年 齢
(歳)

実施
回数
(回)

（別添）

　　　　　　実績報告（ 平成  年  月  日 ～ 平成  年　月　日 ）

平成　　年　　月　　日

0円

保険外併用
療養費分①

(円)
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様式第２号 

先進医療に係る重篤な有害事象等報告書 
 

                        平成  年  月  日 
  
厚生労働大臣 殿 
地方厚生（支）局長 殿 
 

 
 

保 険 医 療 機 関 の 
名 称 

 

 
保険医療機関の長 
役 職 名 ・ 氏 名 

 

 
 
 
 
下記の先進医療について、別添のとおり重大な事態を報告致します。 
 
 

記 
 
 

先進医療の名称 実施責任医師の所属・職・氏名 
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（公表用） 

 

先進医療に係る重篤な有害事象等の報告について（第○報） 
 

先進医療の実施に伴い重篤な有害事象等の発生があった症例について各々記載して下さい（注１、２）。 

 

先進医療の名称  

臨床研究登録ＩＤ 

（注３） 

 

報告年月日    年  月  日 

保険医療機関名  

実施数 ／ 予定症例数         症例 ／    症例 

対象疾患名  

重篤な有害事象等  

         

1. 死に至るもの 

2. 生命を脅かすもの 

3．治療のため入院または入院期間の延長が必要となるもの 

4．永続的または顕著な障害・機能不全に陥るもの 

5．先天異常を来すもの 

6. 上記以外の報告（機器の不具合を含む。） 

上記と判断した年月日    年  月  日 

重篤な有害事象等の状

況・症状、処置及び転

帰等の概要(注４) 

因果関係 

1.あり   2.なし  

3.不明   4.非該当（機器の不具合等） 

 

 

 

先進医療実施の状態 □ 実施の一時中断 

□ 実施の中止 

□ 実施の続行 

   備考 

  (注５) 

今後の対策要約(注６) 

 

 

 
（注１）先進医療の実施に伴い重篤な有害事象等が発生した場合は、地方厚生（支）局長及び厚生労働大臣あてに本様式

で直ちに報告下さい。 

（注２）本報告に記載していない検査データ（生化学検査、画像検査結果等）及び剖検詳細結果、関連する文献リストな

どは別に添付することができます。 

（注３）先進医療Ａについては、該当する場合のみ記載してください。 

（注４）因果関係を選択してください。また、先進医療を実施された当該患者のみならず、他の患者の状況についても記

載してください。 

（注５）先進医療実施の状態について特に記載する内容がありましたら補足してください。 

（注６）先進医療を実施された他の患者の健康状態を把握する予定がある場合、それらの内容についても記載してくださ

い。 
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 （個別・非公開）   

 

先進医療に係る重篤な有害事象等の報告について（第○報） 
 

先進医療の実施に伴い重篤な有害事象等の発生があった症例について各々記載して下さい（注１、２）。 

 

先進医療 の 名 称  

性 別・年 齢  男性  ・  女性  /      歳 

対象疾患名  

主 な 既 往 症  

重篤な有害事象等  

 

1. 死に至るもの 

2. 生命を脅かすもの 

3．治療のため入院または入院期間の延長が必要となるもの 

4．永続的または顕著な障害・機能不全に陥るもの 

5．先天異常を来すもの 

6. 上記以外の報告（機器の不具合を含む。） 

上記と判断した年月日    年  月  日 

重篤な有害事象等の状

況・症状、処置及び転帰

等について 

（注３） 

 

 

 

主治医等の意見  

 

 

 

 

今 後 の 医 療 方 針 

（注４） 

 

 

 

 

 

 

連  絡  先 

(氏名・所属・電話番号・

FAX 番号・E ﾒｰﾙ ) 

 

 
（注１）先進医療の実施に伴い重篤な有害事象等が発生した場合は、地方厚生（支）局長及び厚生労働大臣あてに本様式

で直ちに報告下さい。なお、報告者名、施設名等は先進医療会議にて報告前に外部へ漏洩しないよう万全の配慮

を致します。 

（注２）本報告に記載していない検査データ（生化学検査、画像検査結果等）及び剖検詳細結果、関連する文献リスト、

参考資料などは別に添付することができます。 

（注３）因果関係を記載するとともに、先進医療を実施された当該患者のみならず、他の患者の状況についても詳しく記

載してください。 

（注４）今後の医療方針については、当該被験者の医療方針を詳しく記載するとともに、当該先進医療の今後の方針につ

いても詳しく記載してください。 

 



1 

様式第３号 
 

    先進医療に係る健康危険情報について 
 

平成  年  月  日 
 

当該技術に係る健康危険情報を把握した場合、各々記載して下さい。 
先 進 医 療 の 名 称  

 
保 険 医 療 機 関 名  

 
健 康 危 険 情 報 

（国民の生命、健康の安全に直接係わ

ると考えられる内容と理由を簡潔

に記入） 

 
 
 
 
 

情   報   源 
（研究者名、学会発表、雑誌等の詳細

について記述） 

 
 
 
 

参 考 文 献（※）  
 

 
 

情報に関する評価・コメント 
 

（グレードＡ・グレードＢ・グレードＣ） 
 
 
 
 
 

連  絡  先 
（ 氏名及び電話番号・FAX 番号・ 

Ｅメール ） 

 

 
（注１） ※については、当該健康危険情報を理解するために参考となる文献があれば、そ

の文献名等を記入し、本様式に当該資料を添付して下さい。 

（注２） 先進医療に係る健康危険情報を把握した場合は、直ちに地方厚生（支）局長及

び厚生労働大臣あて本様式により御報告下さい。なお、報告者名、施設名等は外

部へ漏洩しないよう万全の配慮を致します。 
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グレードＢ グレードＡ グレードＣ 

YES NO 

NO 

科学的根拠は明確か？ 

国外の関係機関が 
重大な健康問題として 
警告しているか？ 

NO 

重大な健康問題となる 
と予測される、もしくは 
国外の関係機関が重大な 

健康問題として警告 
しているか？ 

本邦において 
なんらかの健康への影響がある 

可能性があるか？ 

緊急性は高いか？ 

YES 

科学的根拠は 
明確か？ 

YES 

YES NO 

NO YES 

YES NO 

【参考】 

（グレード分類フロー図） 


	先進医療専門家会議構成員資料
	資料　先－１
	02-01 別添様式第2号_2項8月受付
	8月受付分

	02-02 別添様式第2-1号（仮）_共同実施8月受付
	8月受付分


	資料　先－２
	7月受付分

	資料　先－３
	7月受付分

	別紙１
	02-05 別添様式第3号（共同実施・IL28Bの遺伝子型測定によるインターフェロン治療効果予測）
	02-06【共同実施】評価様式第1-3号
	02-07【共同実施】評価第2-2号
	02-08【共同実施】先進医療評価用紙第2-3号

	資料　先－４
	別添様式第５号

	別紙２
	03-02 別添様式第3-1号（コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法）
	03-03 コレステロール塞栓症～の被験者の適格基準及び選定方法
	03-04 高度評価用紙第1-2号（コレステロール塞栓症に対する血液浄化療法）
	03-05 高度医療報告書（044：仙台社保）
	03-06 02（別紙１）資料1-2　評価表_043仙台社保_ 
	03-07 03（別紙２）第31回高度医療評価会議での指摘事項及び回答
	03-08 資料1-4　概要及びロードマップ（043仙台社保）

	別紙３
	03-09 別添様式第3-1号（慢性心不全に対する和温療法）
	03-10 和温療法の被験者の適格基準及び選定方法
	03-11 高度評価用紙第1-2号（慢性心不全に対する和温療法）
	03-12 01　120709高度医療報告書（045：鹿児島大学）
	03-13 02（別紙）資料1-9　評価表_045鹿児島大学_
	03-14 概要及びロードマップ（045鹿児島）

	資料　先－５
	04-01【v3】先ー２ー１　先進医療制度の見直しに関する本日の議論について
	04-02【v6】先ー２－２(Ⅱ)９月先進資料・振り分け（ロジ・運用方法） 
	04-03【v6】先ー２－２（別添）図 
	スライド番号 1

	04-04【v5】先ー２－３(Ⅰ)９月先進資料・振り分け（サブ・考え方）

	参考
	通知
	記載要領
	【別紙１】
	【別紙２】
	【別紙３】
	【別紙４】
	【別紙５】
	【別紙６】
	【別紙７ 様式第１号】
	様式第１号
	先進医療に係る定期・総括報告書
	２．概要

	【別紙７ 様式第１号別添】
	Sheet1

	【別紙７ 様式第２号】
	【別紙７ 様式第３号】




